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（単位：千円，％）

会　　　　　　　　　　　　　　　計 本年度予算額 前年度予算額 増 減 額 増 減 率

△ 1,000,000 △ 1.6

国 民 健 康 保 険 （ 事 業 勘 定 ） △ 3,809,000 △ 18.3

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

病 院 事 業 債 管 理 事 業 △ 65,300 △ 7.7

墓 園 や す ら ぎ の 森 事 業 △ 45,600 △ 45.0

栃 木 県 南 地 方 卸 売 市 場 － 皆増

与 良 川 水 系 湛 水 防 除 事 業 △ 5,400 △ 11.9

農 業 集 落 排 水 処 理 事 業 △ 25,600 △ 3.9

小山東部第二工業団地造成事業

テクノパーク小山南部造成事業 △ 301,400 △ 49.5

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業

公 共 下 水 道 事 業

小　　　　　　　　　　　計 △ 2,855,600 △ 7.0

△ 3,855,600 △ 3.8　　　　　　　合　　　　　　　　　　　　　計　　　　　

一　　　　般　　　　会　　　　計

平成３０年度予算総括表

特
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
計
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（公営企業会計） （単位：千円、％）

会　　　計　 区　　　分 本年度予算額 前年度予算額 増 減 額 増 減 率

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出 △ 19,655 △ 0.8

資 本 的 収 入 △ 46,450 △ 56.8

資 本 的 支 出 △ 74,016 △ 6.8

水道事業

－2－



平成30年度一般会計予算款別一覧表

（歳入） ☆：自主財源

款　　 本年度予算額 前年度予算額 増減額 増減率
☆ 市 税

地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金
配 当 割 交 付 金 △ 40,000 △ 25.0
株式等譲渡所得割交付金 △ 50,000 △ 33.3
地 方 消 費 税 交 付 金
ｺ ﾞ ﾙ ﾌ 場 利 用 税 交 付 金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税 △ 325,000 △ 20.0
交通安全対策特別交付金

☆ 分 担 金 及 び 負 担 金
☆ 使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 △ 295,404 △ 3.7
県 支 出 金

☆ 財 産 収 入 △ 42,264 △ 24.2
☆ 寄 付 金
☆ 繰 入 金
☆ 繰 越 金
☆ 諸 収 入 △ 380,083 △ 6.7

市 債 △ 1,429,300 △ 21.3
歳　入　合　計 △ 1,000,000 △ 1.6

△ 1,603,732 △ 6.5

（単位：千円、％）

自 主 財 源
依 存 財 源

　　　（☆は自主財源を示します。）

市税

諸収入

国庫支出金

（

市債県支出金

（ ）

地方消費税交付金

）

地方交付税

）

歳入総額
千円

その他
（ ）

分担金及び負担金
％（ ）

（ ）内は ２９

その他
％（ ）

繰越金
（ ）

－3－



（歳出）

款　　 本年度予算額 前年度予算額 増減額 増減率

議 会 費 △ 1,872 △ 0.4
総 務 費
民 生 費
衛 生 費 △ 278,958 △ 4.8
労 働 費
農 林 水 産 業 費

商 工 費 △ 120,439 △ 2.2
土 木 費 △ 564,515 △ 7.7
消 防 費

教 育 費 △ 1,413,463 △ 21.3
災 害 復 旧 費
公 債 費
諸 支 出 金
予 備 費

歳　出　合　計 △ 1,000,000 △ 1.6

△ 2,106,015 △ 23.2
△ 156,410 △ 0.6

（単位：千円、％）

義 務 的 経 費
投 資 的 経 費
そ の 他

民生費

土木費

（ ）

教育費

公債費
総務費

衛生費

商工費

農林水産業費

消防費

その他

歳出総額
千円

投資的経費

（ ）内は ２９

－4－
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平成 年度一般会計予算款別増減事由

（歳入）
本年度予算額 前年度予算額 増 減 額 増 減 率

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金 △ △ 

株式等譲渡所得割交付金 △ △ 

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 △ △ 

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 △ △ 

県 支 出 金

財 産 収 入 △ △ 

寄 付 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入 △ △ 

市 債 △ △ 

建設事業債 △ △ 

△ △ 歳 入 合 計

款

－7－



（単位：千円・％）

主 な 増 減 内 容 増減額 年度予算

土地建物売払収入　△ 　ロブレビル貸付料　

過去の実績を参考に見込みました

庁舎建設基金繰入金　

中小企業事業資金融資預託金回収金　△
ケーブルテレビ放送施設等整備資金回収金　△
工業振興資金融資預託金回収金　

建設事業債　△ 　臨時財政対策債 
借換債 建設事業債 　△ 　借換債 臨財債 　

認定こども園等施設型給付費負担金　
競争力強化生産総合対策事業補助金　 皆増
放課後児童健全育成事業施設整備補助金　 皆増

過去の実績を参考に見込みました

過去の実績を参考に見込みました

地方消費税交付金　 　社会保障財源交付金　

過去の実績を参考に見込みました

過去の実績を参考に見込みました

過去の実績を参考に見込みました

普通交付税　△ 　特別交付税　△ 　震災復興特別交付税　△

過去の実績を参考に見込みました

保育所保護者負担金（民間分）　
常備消防事務負担金（野木町）　△

駐車場・駐輪場使用料　
市営住宅使用料　

社会資本整備総合交付金（都市公園等事業）　△ 終了
公立学校施設整備費国庫負担金　△ 終了
認定こども園等施設型給付費負担金　
障がい児通所支援費負担金　

個人　 　法人　 　固定　△
軽自　　　 　たばこ　 　都計　△

過去の実績を参考に見込みました

過去の実績を参考に見込みました

－8－



（歳出）
本年度予算額 前年度予算額 増 減 額 増 減 率

議 会 費 △ △ 

総 務 費

民 生 費

衛 生 費 △ △ 

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費 △ △ 

土 木 費 △ △ 

消 防 費

教 育 費 △ △ 

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

△ △ 歳 出 合 計

款

－9－



（単位：千円・％）

主 な 増 減 内 容 増減額(30年度予算)

旧小山市民病院跡地活用事業費　△220,000(終了)
病院事業債管理事業特別会計繰出金　△65,510(0)

転入勤労者等住宅取得支援事業費　60,000(100,000) 　勤労者住宅資金支援事業費　△19,276(212,102)

強い農業づくり事業費　175,353(皆増)　農業基盤整備促進事業費　73,350(303,750)
栃木県南公設地方卸売市場事務組合負担金　△132,863(終了)

中小企業事業資金融資預託金　△386,000(2,394,000)
企業誘致促進助成金交付事業費　152,710(皆増)　工業振興資金融資預託金　63,000(710,000)
小山東部第二工業団地造成事業特別会計繰出金　58,800(59,800)

小山運動公園野球場整備事業費　△749,090(34,910)
小山東部第一土地区画整理組合費　125,000(135,000)

消防車両整備費　43,000(74,000)　消防活動事務費　

城南地区新設小学校建設事業費　△1,339,651(496,575)
摩利支天塚・琵琶塚古墳等整備事業費　△125,691(41,590)

償還元金　64,985(4,182,709) 　借換元金　447,900(1,828,900)
償還利子　△50,741(406,762)　一時借入利子　0(3,000)

新庁舎整備事業費 145,058(157,514) 　地域防災強化事業費　37,671(53,077)
市全域ケーブルテレビ普及支援事業費　△67,140(264,210)

民間保育所入所委託料　329,000(2,050,000)　障がい児通所支援費　235,146(400,901)
認定こども園等施設型給付事業費　229,000(929,000)
障がい者介護給付費　140,000(1,700,000)　学童保育館施設建設費　113,210(123,410)
国民健康保険特別会計繰出金　△56,453(1,097,129)
保育所等施設整備費補助金　△312,797(112,500)
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（単位  千円・％）
　　　　　　区分

科目 細 節 調定見込額 徴収率 収納見込額

個人市民税 現年課税分 普通徴収分 人 円

均等割

所得割

特別徴収分

均等割

所得割

分離課税分

過 年 度 分

小       計

滞納繰越分

法人市民税 現年課税分 均 等 割

法 人 税 割

過 年 度 分

小       計

滞納繰越分

固定資産税 現年課税分 土 地

(減免8,349)

家 屋

(減額等201,162)

償 却 資 産

過 年 度 分

小       計

滞納繰越分

軽自動車税 現年課税分 現 年 度 分 台

過 年 度 分

滞納繰越分

市 た ば こ 税 紙巻たばこ等 千本

旧 ３ 級 品 千本

手持品課税 千本

入 湯 税 現年課税分 宿 泊 人 円

都市計画税 現年課税分 土 地

(減免1,265)

家 屋

(減免2,170)

過 年 度 分

小       計

滞納繰越分

現年課税分

滞納繰越分

合     計

合     計

国 有 資 産 等
所 在 市 町 村
交 付 金

平 成 30 年 度 市 税 予 算 説 明 書

当　初　予　算　計　上　額　の　説　明当 初 予 算
計 上 額

節
基 礎 数 値 税 率

交 付 金

標準
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市 税 予 算 説 明 書

（市税収入の見込みについて）

平成 年 月の内閣府月例経済報告によると、「国内の景気は、緩やかに回復している」との判断が

されています。

このような中、市税収入を見込むにあたり、国内景気動向、県内景気予測結果や平成 年度調定

額・収納状況等を参考にするとともに、市内の大規模法人を訪問し、企業収益や雇用、設備投資等の

状況把握に努めました。

個人市民税については、国・県・その他調査の伸び率を参考に給与所得の増加を見込んでいます。

営業等所得は、過去の伸び率により増加と見込んでいます。農業所得については、過去の伸び率及び

予想収穫量の増減率及び米単価の増減率により増加と見込んでいます。譲渡所得は、地価の上昇及

び土地取引面積の増により増加と見込んでいます。

各所得の増加が見込まれること及び平成 年度から実施している特別徴収一斉指定により、特別

徴収の比率が増え、収納率が向上することを見込み、個人市民税全体として税収は増額と見込みまし

た。

法人市民税については、国内景気は緩やかな景気の持ち直しが持続される中、 月に実施した市

内の大規模法人調査では、今後も厳しい状況が続くと慎重な姿勢が見られましたが、緩やかな景気回

復やオリンピック特需など前向きな傾向があるとして、平成 年度当初予算は、前年度と比較して増額

と見込みました。

固定資産税の土地については、地価の上昇・横ばい地点が増えたことや下落地点での下落率が縮

小傾向にあることから増加と見込んでいます。家屋については、新・増築家屋の増、滅失による減、評

価替えに伴う経年減点補正率と再建築費評点補正率の見直しによる減を考慮し、減と見込んでいます。

償却資産については、市内の大規模法人調査において、既存設備の減価償却や除却による減の傾向

が多く見られる一方、通常の設備更新やオリンピック特需等による積極的な新たな設備投資を行う状況

も見られることから、増加と見込みました。

評価替えによる家屋の減が、土地及び償却資産の増を上回り、固定資産税全体として税収は減額と

見込みました。

１款 市税

１項 市民税

個人市民税

均等割額は、平成 年度と比較し、ほぼ横ばいと見込みました。

所得割額については、景気の緩やかな回復基調が継続していることで、平成 年度最終調定

見込みと比較し、給与所得、営業所得、農業所得もそれぞれ増加を見込んでおり、前年度と比較

し調定額で 億 万円増の 億 万円と見込みました。

ア 均等割額

納税義務者は過去 年間の当初調定実績の伸び率から算出し、次のとおり見込みました。

①普通徴収 人 × 円 ＝ 千円

②特別徴収 人 × 円 ＝ 千円

① ＋ ② ＝ 千円
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イ　所得割額

所得割額については、前年度の課税実績を基礎にして、次表のとおり見込みました。

所 得 区 分

人 千円 ％ ％ ％

営 業

農 業

そ の 他

年 度 特 別
徴 収 課 税 分

－

計

ウ　徴収方法の別

人 千円 人 千円 千円

特 別 徴 収

計

エ　分離課税分

オ　過年度分

前年最終調定
見 込 額 比

給 与

前年当初予算
調 定 額 比

納税義務者数

所 得 割

調 定 見 込 額 構 成 比

均 等 割
区 分

納税義務者数 調 定 見 込 額

普 通 徴 収

納税義務者数 調 定 見 込 額
調定見込額計

  分離課税分については、前年度最終調定見込以前5年間の平均実績等で見込み計上いた

しました。また、納税義務者数についても、平均実績等で見込みました。

  過年度分については、調定額、納税義務者数とも前年度最終調定見込以前5年間の平均実

績等で見込み計上いたしました。
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(2)　法人市民税

ア　均等割額

イ　法人税割額

ウ　均等割額及び法人税割額

　法人市民税については企業業績に左右されるため、景気変動による増減の幅が顕著に表れる
傾向にあり、予測は困難な状況にありますが、国税、県税等関係機関並びに市内の企業情報等
を基礎とし、次のとおり見込みました。

　平成29年度最終調定見込額は、前年度の同時期の調定額と比較した伸び率を参考に、約7
億2千万円と見込みました。平成30年度調定額については、平成29年度最終調定見込額と同
等に推移すると判断し、同額の約7億2千万円と見込みました。

　平成29年度最終調定見込額については、緩やかな景気の持ち直しが持続することを反映
し、収益回復が見られます。過去の調定実績などから判断し、当初調定額を上回る、約24億
1,200万円と見込みました。
　平成30年度調定額については、国内景気動向データ、県内景気予測調査結果及び市内の
大規模法人からの聞き取り調査から、今後も厳しい状況が続くと慎重な姿勢が見られました
が、緩やかな景気回復やオリンピック特需など前向きな傾向があるとして、平成29年度最終調
定見込額と比較し、増額の約25億6,000万円と見込みました。
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2項　固定資産税

(1)　土  地

① ② ③ ④

千円 千円 千円 千円

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

千円 ％ 千円 千円

課税標準算出表 （千円）

宅 地

山 林

比準土地

比準土地
以 外

市 街 化 農 地

一 般 農 地

計

△ 274,214

△ 4,300

△ 100

③ 地 目 変 更
に よ る 増 減

① 平 成 年 度
課 税 標 準 額

②負担調整措置
に よ る 増

平成 年度課税標準
見 込 額 ① ② ③ ④

△ 1,076

　地価の上昇・横ばい地点が増えたことや、下落地点での下落率が縮小傾向にあることから増額と見込
みました。

平 成 年 度 当 初
課 税 標 準 額

負 担 調 整 措 置
に よる増額見 込額

地 目 変 更 に よ る
増 減 見 込 額

下 落 修 正 に よ る
減 額 見 込 額

地 目
⑤ 平 成 年 度
課税標準見込額

④ 下 落 修 正
に よ る 減

宅

地

等

税 率
平 成 年 度
減 免 見 込 額

平 成 年 度 調 定
見 込 額 ⑤ × ⑥ － ⑦
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(2)　家  屋

① ② ③ ④

千円 千円 千円 千円

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

千円 ％ 千円 千円

(3)　償却資産

税 率
平 成 年 度 減 額 ・
減 免 見 込 額

　平成30年1月1日までの新・増築家屋の増、滅失による減及び評価替えに伴う経年減点補正率と再建
築費評点補正率の見直しによる減を考慮し、減額と見込みました。

平 成 年 月 末
課 税 標 準 額

新 ・ 増 築 に よ る
増 額 見 込 額

滅 失 に よ る
減 額 見 込 額

評 価 替 え に よ る
減 価 見 込 額

　市内の大規模法人状況調査において、既存設備の減価償却や除却による減の傾向が多く見られる
一方、通常の設備更新やオリンピック特需等による積極的な新たな設備投資を行う状況も見られること
から、増加と見込みました。

平成 年度課税標準
見 込 額 ① ② ③ ④

平 成 年 度 調 定
見 込 額 ⑤ × ⑥ － ⑦

市 長 分

総 務 大 臣
配 分

知 事 配 分

平成 年 月末
課 税 標 準 額

② 増 加 見 込 額
減 価 償 却 ・
除 却 見 込 額

平 成 年 度
課税標準見込額
① ＋ ② － ③

139,894,948 千円 千円 20,984,242 千円 　 　　 千円

平 成 年 度 課 税
標 準 見 込 額 合 計

平 成 年 度 調 定
見 込 額 ④ × ⑤

　　　　税　　　　　　率　　　　

計

247,697,059千円 千円

④③①

④ ⑤ ⑥
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平成 年度
調定見込額

平成 年度
調 定 額

比 率

※ 平成29年度調定額については、平成29年9月末日現在の調定額

(5)　交付金

　平成29年11月に各機関から通知された算定標準額を基に見込みました。

円 円

　　　4,110,683 千円 　　　5,080,379 千円 　　　3,467,758 千円 　　　12,658,820 千円

計
　　　区分

年度
土地 家屋 償却資産

（4）　固定資産税調定額比較

計

関 東 財 務 局

関 東 信 越 国 税 局

栃 木 県

宇 都 宮 地 方 法 務 局

名 称 算 定 標 準 額 交 付 金 額

宇 都 宮 地 方 裁 判 所
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度
登録台数 登録台数 課税見込台数 調定見込額

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

３項　軽自動車税

原
動
機
付
自
転
車

50cc以下

90cc以下

125cc以下

ミニカー

区　　分

　平成28年度登録台数と平成29年度の登録台数を比較し増減率を基に、平成30年度の
登録台数を推計しました。

税額

乗
用

貨
物

二輪車

乗
用

貨
物

四
輪
車
・
旧
税
率

乗
用

三輪車

貨
物

合　　計

四
輪
車
・

％
軽
課

乗
用

貨
物

農耕作業用自動車

特殊作業用自動車

二輪小型自動車

軽
自
動
車
等

乗
用

貨
物

乗
用

貨
物

四
輪
車
・
標
準
税
率

四
輪
車
・
重
課

四
輪
車
・

％
軽
課

四
輪
車
・

％
軽
課
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４項 市たばこ税

旧 級品のたばこ、旧 級品を除く製造たばこ共に平成 年度の課税標準数を推計し、更に、前年比

平均値を用い、平成 年度の課税標準数を推計しました。

旧 級品は、 本あたりの税額が 円引き上げられますが、本数は減少に転じると推測し微減の

見込み。旧 級品を除く製造たばこは、販売本数の減少傾向の鈍化及び平成 年度中に予定されてい

る増税の影響を考慮し 千円増の見込み。旧 級品たばこの手持ち品課税分については、過去の販

売実績から微増の見込み。総額では平成 年度当初予算と比較し 千円増と見込みました。

（単位：千円）

平成 年度予算 平成 年度予算 比較

旧 級品 △

旧 級品を除く製造たばこ

手持品課税

合 計

（１）旧 級品のたばこ（エコー、わかば、しんせい、ウルマ、ゴールデンバット、バイオレット）

本 × 円 ／ 本 ＝ 円 ①

（２）旧 級品を除く製造たばこ

本 × 円 ／ 本 ＝ 円 ②

（３）手持品課税

本 × 円 ／ 本 ＝ 円 ③

平成 年度調定見込額 （① ② ＋ ③）＝ 円

５項 入湯税

入湯税対象施設である「小山温泉思川」及び「スーパーホテル小山」について、前 年の実績及び平成

年度の利用見込み人数を基に、平成 年度の利用者数を推計しました。

利用者数は、ほぼ横ばいと推測し、税収は 千円と見込みました。

（単位：千円）

平成 年度予算 平成 年度予算 比較

入湯税（宿泊入浴） △１

平成 年度調定見込額

宿泊利用人数（推定）×税額 ＝ 入湯税

人 × 円 ＝ 円
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４項 市たばこ税

旧 級品のたばこ、旧 級品を除く製造たばこ共に平成 年度の課税標準数を推計し、更に、前年比

平均値を用い、平成 年度の課税標準数を推計しました。

旧 級品は、 本あたりの税額が 円引き上げられますが、本数は減少に転じると推測し微減の

見込み。旧 級品を除く製造たばこは、販売本数の減少傾向の鈍化及び平成 年度中に予定されてい

る増税の影響を考慮し 千円増の見込み。旧 級品たばこの手持ち品課税分については、過去の販

売実績から微増の見込み。総額では平成 年度当初予算と比較し 千円増と見込みました。

（単位：千円）

平成 年度予算 平成 年度予算 比較

旧 級品 △

旧 級品を除く製造たばこ

手持品課税

合 計

（１）旧 級品のたばこ（エコー、わかば、しんせい、ウルマ、ゴールデンバット、バイオレット）

本 × 円 ／ 本 ＝ 円 ①

（２）旧 級品を除く製造たばこ

本 × 円 ／ 本 ＝ 円 ②

（３）手持品課税

本 × 円 ／ 本 ＝ 円 ③

平成 年度調定見込額 （① ② ＋ ③）＝ 円

５項 入湯税

入湯税対象施設である「小山温泉思川」及び「スーパーホテル小山」について、前 年の実績及び平成

年度の利用見込み人数を基に、平成 年度の利用者数を推計しました。

利用者数は、ほぼ横ばいと推測し、税収は 千円と見込みました。

（単位：千円）

平成 年度予算 平成 年度予算 比較

入湯税（宿泊入浴） △１

平成 年度調定見込額

宿泊利用人数（推定）×税額 ＝ 入湯税

人 × 円 ＝ 円

６項　都市計画税

(1)　土  地

① ② ③ ④

千円 千円 千円 千円

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

千円 ％ 千円 千円

※ ②負担調整措置による増額見込額の内訳

宅地及び宅地比準土地に係る増額分 千円(A)

上記以外に係る増額分 千円(B)

＝ 千円

③地目変更による増減見込額の内訳

千円(A)

上記以外に係る増減額分 千円(B)

＝ 千円

④下落修正による減額見込額の内訳

宅地及び宅地比準土地に係る減額分 千円(A)

上記以外に係る減額分 千円(B)

＝ 千円

宅地及び宅地比準土地に係る増減額分

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

△ 335,082

・・・・・・・・

　固定資産税同様、地価の上昇・横ばい地点が増えたことや、下落地点での下落率が縮小傾向にある
ことから増額と見込みました。

平 成 年 度 当 初
課 税 標 準 額

負 担 調 整 措 置
に よる増額見 込額

地 目 変 更 に よ る
増 減 見 込 額

下 落 修 正 に よ る
減 額 見 込 額

・・・・・・・・・・・・・

平成 年度課税標準
見 込 額 ① ② ③ ④

平 成 年 度 調 定
見 込 額 ⑤ × ⑥ － ⑦

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ △ 335,082

・・・・・・・・・・・・・

税 率
平 成 年 度
減 免 見 込 額
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(2)　家  屋

① ② ③ ④

千円 千円 千円 千円

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

千円 ％ 千円 千円

(3)　都市計画税調定額比較

※ 平成29年度調定額については、平成29年9月末日現在の調定額

平成 年度課税標準
見 込 額 ① ② ③ ④

　固定資産税同様、新・増築家屋の増、滅失による減及び評価替えに伴う経年減点補正率と再建築費

評点補正率の見直しによる減を考慮し、減額と見込みました。

平 成 年 月 末
課 税 標 準 額

新 ・ 増 築 に よ る
増 額 見 込 額

滅 失 に よ る
減 額 見 込 額

平 成 年 度 調 定
見 込 額 ⑤ × ⑥ － ⑦

税 率
平 成 年 度 減 額 ・
減 免 見 込 額

評 価 替 え に よ る
減 価 見 込 額

平 成 年 度
調 定 見 込 額

千円 千円 千円

平 成 年 度
調 定 額

比 率 ％ ％ ％

　　　　区分

年度
土 地 家 屋 計
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款 地方譲与税

項 地方揮発油譲与税

地方揮発油譲与税は、道路特定財源の一般財源化に伴い、地方道路譲与税が改正されたものです。

揮発油に課税される地方揮発油税（国税）の ％相当額を全国の市町村道の延長及び面積で按分し

て譲与されるもので、２９年度交付見込額を参考に見込みました。

平成３０年度交付見込額 千円

項 自動車重量譲与税

自動車重量譲与税は、自動車重量税（国税）の 分の を全国の市町村道の延長及び面積で

按分して譲与されるもので、２９年度交付見込額を参考に見込みました。

平成３０年度交付見込額 千円

款 利子割交付金

利子課税の内、県民税の個人に係る利子割分 ％に相当する利子割額の ％相当額を県内の市

町村に対し、当該市町村に係る個人県民税額に按分して交付されるもので、２９年度交付見込額を参考

に見込みました。

平成３０年度交付見込額 ４ 千円

款 配当割交付金

平成１５年度の地方税制改正により、上場株式等の配当等に係る課税について道府県民税配当割

（税率 ％）が創設され、県に納入された配当割額の ％相当額が、県内の市町村に対し、当該市町

村に係る個人県民税額に按分して交付されるもので、前年度の上場株式等の配当等の実績を勘案し見

込みました。

平成３０年度交付見込額 千円

款 株式等譲渡所得割交付金

平成１５年度の地方税制改正により、源泉徴収口座内の株式等の譲渡による所得に係る課税につい

て道府県民税株式等譲渡所得割（税率 ％）が創設され、県に納入された株式等譲渡所得割額の

％相当額が、県内の市町村に対し、当該市町村に係る個人県民税額に按分して交付されるもので、

前年度の株式等譲渡所得の実績を勘案し見込みました。

平成３０年度交付見込額 千円

款 地方消費税交付金

地方消費税は県が徴収する地方税で、税率は消費税額の 分の （消費税率換算で ％）となり、

その 分の の額が市町村に按分交付されます。

なお、従来交付分として税率 ％分については市町村の人口及び従業員数で按分し、平成 年

月からの地方消費税増税に伴う増額交付分（社会保障財源交付金）税率 ％分については市町村の

人口で按分することとなっています。また、社会保障財源交付金については、その全額を、社会保障施

策に要する経費に充てることとなっており、 ページの「引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財

源交付金）の使途について」にその内訳を明示しております。

平成３０年度交付見込額 千円（うち社会保障財源交付金 千円）
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7款 ゴルフ場利用税交付金 

ゴルフ場利用税交付金は、ゴルフ場所在の市町村に対し、利用税の10分の7に相当する額が交付さ

れるもので、過去２年間の実績を参考に、次のとおり見込みました。 

(延利用人数    ×   税率    ×  7/10  ＝  交付金額) 

・小山カントリークラブ        12,900 人   ×   900 円  × 7/10  ＝   8,127,000 円 

・ひととのやカントリー倶楽部  40,200 人   ×   750 円  × 7/10  ＝  21,105,000 円 

平成３０年度交付見込額   29,232 千円 

  

8款 自動車取得税交付金 

自動車取得税交付金は、自動車取得税（県税）の 66.5％を県内の市町村道の延長及び面積で按分

して交付されるもので、２９年度交付見込額を参考に見込みました。 

平成３０年度交付見込額   190,000 千円 

 

9款 地方特例交付金 

平成２０年度から適用された個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の実

施に伴う地方公共団体の減収を補てんするために交付されるもので、２９年度交付見込額及び地方財

政計画を参考に見込みました。 

平成３０年度交付見込額    150,000 千円 

 

10款 地方交付税 

所得税・法人税の33.1％、消費税の22.3％、酒税の 50％、地方法人税100％が財政力に応じて都道

府県及び市町村に交付される制度で、地方交付税総額の 94％が普通交付税、6％が特別交付税であり

ます。平成３０年度は、昨年に引続き普通交付税の交付が見込まれ、普通交付税 700,000 千円、特別

交付税 580,000 千円、震災復興特別交付税 20,000 千円を見込みました。 

平成３０年度交付見込額  1,300,000 千円 

 

11款 交通安全対策特別交付金 

道路交通法の規定により納付された交通反則金に係る収入額が交付されるもので、当該市町村の交

通事故発生件数、人口集中地区人口、改良済道路の延長に応じて交付されるものであり、２９年度交付

見込額を参考に見込みました。 

平成３０年度交付見込額    30,000 千円 
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7款 ゴルフ場利用税交付金 

ゴルフ場利用税交付金は、ゴルフ場所在の市町村に対し、利用税の10分の7に相当する額が交付さ

れるもので、過去２年間の実績を参考に、次のとおり見込みました。 

(延利用人数    ×   税率    ×  7/10  ＝  交付金額) 

・小山カントリークラブ        12,900 人   ×   900 円  × 7/10  ＝   8,127,000 円 

・ひととのやカントリー倶楽部  40,200 人   ×   750 円  × 7/10  ＝  21,105,000 円 

平成３０年度交付見込額   29,232 千円 

  

8款 自動車取得税交付金 

自動車取得税交付金は、自動車取得税（県税）の 66.5％を県内の市町村道の延長及び面積で按分

して交付されるもので、２９年度交付見込額を参考に見込みました。 

平成３０年度交付見込額   190,000 千円 

 

9款 地方特例交付金 

平成２０年度から適用された個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の実

施に伴う地方公共団体の減収を補てんするために交付されるもので、２９年度交付見込額及び地方財

政計画を参考に見込みました。 

平成３０年度交付見込額    150,000 千円 

 

10款 地方交付税 

所得税・法人税の33.1％、消費税の22.3％、酒税の 50％、地方法人税100％が財政力に応じて都道

府県及び市町村に交付される制度で、地方交付税総額の 94％が普通交付税、6％が特別交付税であり

ます。平成３０年度は、昨年に引続き普通交付税の交付が見込まれ、普通交付税 700,000 千円、特別

交付税 580,000 千円、震災復興特別交付税 20,000 千円を見込みました。 

平成３０年度交付見込額  1,300,000 千円 

 

11款 交通安全対策特別交付金 

道路交通法の規定により納付された交通反則金に係る収入額が交付されるもので、当該市町村の交

通事故発生件数、人口集中地区人口、改良済道路の延長に応じて交付されるものであり、２９年度交付

見込額を参考に見込みました。 

平成３０年度交付見込額    30,000 千円 

款 県支出金 県税徴収委託金

市が個人の県民税の賦課徴収に関する事務を行うために要する経費を県が補償するため、徴収取扱

費として市に交付されるもので、その算定基準は次のとおりです。

（ ） 個人県民税の納税義務者数に 円を乗じて得た金額

（ ） 個人県民税に係る徴収金を過誤納金として、還付または充当した過誤納金に相当する金額

（算出の基礎）

① 納税義務者数に対する交付見込額

円 × 人 ＝ 千円

（納税義務者数）

② 過誤納金、還付加算金に対する交付見込額

千円 × ＝ 千円

（県民税按分率）

※ 交付見込額計 ① ＋ ② ＝ 千円
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平成３０年度　引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源交付金）の使途について

（歳入）　地方消費税交付金（社会保障財源交付金） 千円

（歳出）　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

国県支出金 市債・その他
引上げ分の
地方消費税
（社会保障
財源交付金）

その他

社会福祉事業

高齢者福祉事業

障がい者福祉事業

児童福祉事業

生活保護扶助事業

小計

国民健康保険
特別会計繰出金

介護保険
特別会計繰出金

後期高齢者医療
特別会計繰出金等

小計

地域医療事業

母子保健事業

健康増進事業

予防接種事業

医療費助成事業

小計

※　事務費及び職員人件費を除く事業費に充当しています。

妊産婦健康診査費（17,182）、
先天性股関節脱臼検診(1,011)

女性がん検診（13,813）、
生活習慣病検診費（12,988）

予防接種事業費（57,530）

こども医療費助成事業（49,866）、
不妊治療費助成事業(4,824)

新小山市民病院運営費等負担金
（113,402）、
地域医療推進事業費(3,592)

主要事業
（社会保障財源交付金充当額）

社会福祉協議会費（5,296）、
中国残留邦人等関係費(830)

老人施設措置委託料（16,063）、
ふれあい健康センター事業（9,264）

障がい者介護給付費（58,914）、
重度心身障がい者医療費扶助費
（15,884）

民間保育所入所委託料（73,806）、
児童手当給付費（58,959）

医療扶助費(31,747)、
生活扶助費(26,427)

事業 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

社
　
会
　
福
　
祉

社
　
会
　
保
　
険

保
　
健
　
衛
　
生

合計
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議会費

本年度予算額 ４億５，８０３万４千円

前年度予算額 ４億５，９９０万６千円

この予算は、市議会の運営に要する経費であり、議会事務局が所管しています。

前年度と比較しますと、１８７万２千円、０．４％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

議員報酬、議員期末手当

一 一 議員共済給付公費負担金

年５回発行。

一 一

会議録製本、ホームページ掲載用会議録

一 一 検索システム管理

市議会本会議の中継をテレビ小山放送㈱に

一 一 委託して実施。

インターネット配信サービス実施

市政に関する調査研究に資するための経費

一 一 の一部として交付。

タブレット端末を導入し、ペーパーレス化及び

(新) 他 議会改革推進を図る。

一

※ 表中の頁欄の数字は平成30年度小山市予算書の頁を示します（以下同様）

総務費

本年度予算額 ５９億５，９２２万５千円

前年度予算額 ５８億４，２８４万３千円

この予算は、主として市の内部管理、交通安全対策等及び全庁的な共通事務に要する

経費であり、総合政策部、総務部、市民生活部、出納室、監査委員事務局、選挙管理委員

会、秘書広報課等が所管しています。

前年度と比較しますと、１億１，６３８万２千円、２．０％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

市民満足度の高いサービスを提供するための
～ 一 一

・フィールドイノベーション活動支援業務委託

・第6次行政改革推進事業費

一 一 ・行政評価システム事業費

行政経営品質向上

率先活動推進事業 組織作りを行う。

行政改革推進事業

タブレット端末運用費

（単位　千円）

政 務 活 動 費

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業
費・財源内訳

事　　　業　　　内　　　容

事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

議 員 報 酬 等

市 議 会 だ よ り

会議録作成及び

事 業 費 に 関 す る 調

（単位　千円）

頁 項 目

検索システム管理

市 議 会 本 会 議

中 継 業 務
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・自治会振興費補助金
～ 一 一 ・自治会長活動費補助金

・自治会連合会への補助金

平和都市として核兵器廃絶と恒久平和の実現

他 他 を目指し、下記の事業を実施する。

一 一

友好都市の結城市や災害時応援協定を結んで

一 一 いる市との交流を推進する。

自治会連合会等の事務を、専従の臨時職員に

一 一 よる事務局として運営するための活動費。

一 一 ・財務書類作成支援委託業務

・システム賃借料等

県 県 ・男女共同参画推進費（法律相談他）

（拡大） 一 一 ・男女共同参画フェア事業

・DV対策推進事業

・勤労者福祉会館及び参画ｾﾝﾀｰ管理費

・ﾜｰｸ ﾗｲﾌ ﾊﾞﾗﾝｽ推進事業者認定事業

・(拡大)女性の人材育成 ｴﾝﾊﾟﾜｰメント支援事業

各種市民相談にかかる経費。

一 一 ・弁護士相談、外国人相談等

市民が安心してボランティア活動を行えるよう

他 他 保険に加入する。

一 一

一 一

・外国人ふれあい子育てサロン事業

・国際交流協会関係経費

市民生活安全条例により、市民パトロール隊の

他 他 編成及び強化推進を図る。

一 一 ・防犯パトロール団体活動補助金

・防犯カメラ設置費補助金

・広島平和記念式典中学生(28名)派遣事業

自 治 会 振 興 費

等 補 助 金

平和都市宣言事業

自 治 会 連 合 会

事 務 局 活 動 費

・平和展開催等

男 女 共 同 参 画 男女共同参画社会の実現を市民とともに推進する。

国 内 友 好 都 市

交 流 事 業

新 地 方 公 会 計

整 備 促 進 事 業

統一的な基準による財務書類作成のための経費。

関 係 事 業

市 民 相 談 事 業

市 民 活 動

災 害 補 償 保 険 料

国 際 交 流 事 業 ・オーストラリア・ケアンズ市友好都市交流事業

　 (中学生派遣)

・中国・紹興市友好都市交流事業

　 (中学生派遣）

・事務費

市 民 生 活 安 全

・友好訪問団派遣事業

対 策 事 業

・事務費
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

間々田市民交流センターの管理運営費。

～ 一 一

小山城南市民交流センターの管理運営費。

他 他 ・指定管理料

一 一

まちなか交流センターの管理運営費。

一 一 ・指定管理料

桑市民交流センターの管理運営費。

一 一

一 一

・不動産鑑定評価等

災害情報や犯罪情報等を市民に迅速に提供

一 一 し、被害の軽減等を図る。

・年間発行に係る経費

～ 一 一 ・「広報小山」等配布補助金

・行政テレビ(１０１ｃｈ)制作委託等

一 一 ・（新）ＦＭおーラジ番組放送料等

・緊急Ｌ文字放送システム賃借料

・行政テレビ関係費

公文書や古文書、その他の記録史料の収集・

一 一 整理・保存を行い、広く市民の利用に供する。

ＬＥＤ型交通安全灯及び防犯灯、カーブミラー等

～ 他 他 交通安全施設を整備する。

一 一

・カーブミラー、赤色回転灯設置、修繕

・通学路路面標示

・地域防犯灯設置、修繕

・区画線、ガードレール等整備

・事務費

・市制施行65周年記念要覧作成業務委託等

間 々 田 市 民

交 流 セ ン タ ー

管 理 運 営 事 業

小 山 城 南

市民交流センター

管 理 運 営 事 業 ・出張所事務費

ま ち な か 交 流

セ ン タ ー

管 理 運 営 事 業

桑市民交流センター

管 理 運 営 事 業

大 谷 地 区 中 心 大谷地区の中心施設として、様々な機能を備えた

施 設 整 備 事 業 複合的な活動拠点を整備する。

安 全 安 心 情 報

配 信 事 業

広 報 紙

文 書 館 運 営 事 業

行 政 情 報 関 係 費

（拡大）

発 行 等 事 業

交 通 安 全 施 設

整 備 事 業

（交通安全灯、防犯灯 ・交通安全灯設置、修繕

 等の設置）

・土質、地質調査業務委託

・物件調査積算業務委託（移転補償確認）

・土地収用法事業認定資料作成業務委託
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事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容頁 項 目

～ 一 一

と省エネルギー化を図る。

一

交通安全運動の積極的な展開と安全思想の

一 一 普及推進を図る。

放置自転車撤去、駐輪場・駐車場管理、整備に

他 他 係る経費。

・放置自転車撤去費

・小山駅西駐車場・中央駐輪場管理費

～ 一 一 ・小山北桜高・白鷗大学等）との連携事業を推進

「地域おこし協力隊」を設置し、都市圏から地域

一 一 圏への移住定住を促し地域活性化を図る。

一 一

一

一

一

一 一

定住自立圏共生ビジョンに掲げる具体的取組の

着実な推進のため、共生ビジョン懇談会及び

構成市町との情報交換会において評価検証や

進捗管理を行い事業の推進を図る。

（新）

（新）

小 山 地 区 定 住

学校跡地有効活用 統合・閉校後の学校跡地の有効活用について

調 査 検 討 事 業 調査検討を行う。

戦 略 推 進 事 業 状況や効果等の検証を行う。

・外部有識者会議の運営

・羽川大沼周辺整備構想策定業務委託

協 力 隊 事 業

小山市まち･ひと･ 総合戦略で設定した重要業績評価指標（ＫＰＩ）等に

し ご と 創 生 総合

羽 川 大 沼 周 辺

策定を行う。

城 山 公 園 市のシンボル城山公園を四季折々の花で彩り、

フ ラ ワ ー パ ー ク 多くの人々が訪れる公園として整備する。

放置自転車対策

及び駐輪場・駐車場

管理、整備事業

・公共駐輪場7箇所・思川駅前駐車場管理費

各 機 関 連 携

基づき、外部有識者の参画を得て、事業の進捗

協 定 推 進 事 業

し、フォローアップ会議を開催する。

地 域 お こ し

地 域 防 犯 灯 地域防犯灯のＬＥＤ化にかかる初期費用を、

エ ス コ 事 業 電気代の削減分等で賄う事業で、支出の削減

交通安全活動事業

高齢者運転免許

自 主 返 納 支 援

事業(新)

運転免許自主返納者（65歳以上）におーバスの
終身無料券を交付する。

各機関（足利銀行・栃木銀行・郵便局・小山高専

羽川の大沼周辺を整備推進するための構想

整 備 推 進 事 業

（新）

・外部人材の活用セミナー講師謝礼

・外部人材の活用調査業務委託

・共生ビジョン懇談会委員謝礼等

自 立 圏 構 想

推 進 事 業

構 想 推 進 事 業 ・基本設計業務委託

・学校跡地有効活用調査業務委託
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 一 一

他 他

一 一

一 実施。

一 一

動を支援する。

一 一

他 一

一

一 一

・事務費

一 一

一

メ ン ト 推 進 事 業

・用地調査業務委託

応 援 事 業

　実施設計業務委託

（拡大）

公共施設マネジ 「小山市公共施設等マネジメント推進計画」に維持

・事業者選定プロポーザル審査委員報酬等

・海外友好交流都市等からの招待関係経費等

誘 致 事 業

小山評定ふるさと

外国人観光客の誘致を推進するための事業の

・その他関係経費

求める、個別施設ごとの長寿命化計画を策定する。

サ テ ラ イ ト サテライトプラザを活用し、地域活性化のための

プ ラ ザ 事 業 委託研究事業や情報等の発信を行う。

拡 大 事 業

ティの活性化を図り、次世代に継承していく活

こ ど も の 国 「こどもの国」の中心となる「ふれあい・交流ゾー

推 進 事 業 ン」において「全天候型レジャープール等」の整

新庁舎整備事業

・おやま思川ざくらﾏﾗｿﾝ実行委員会負担金

・インバウンド推進業務委託

わ が ま ち げ ん き

私 立 高 校 等

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ

・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ開催を

見据えた小山市 ｶ

（新）

発 掘 事 業

（新）

新庁舎整備事業に係る事業者（設計者・施工者）を

選定し、新庁舎の基本設計・実施設計に着手する。

（拡大）

海 外 販 路

年計画推進事業

・（新）新庁舎整備に伴う基本設計・

高校教育機関の充実を図るため、私立高等

けるとともに、地場産品や魅力ある体験型の返礼

品を設定することで産業振興や地域活性を図る。

継続する施設として位置づけたものについて、国が

小山ﾌﾞﾗﾝﾄﾞや市内企業製品を栃木県やｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

備を図る。

学校や中高一貫校等の誘致を図る。

寄附金を通じた市の推進施策への参画を呼びか

派遣職員と連携し、海外販路の拡大を推進する。

市内各地域の団体が、地域の誇れる資源を発

掘し、復活・再現等を行うことにより地域コミュニ

みらいラウンジに誘致した宇都宮大学おやま

・(新)公共建築物長寿命化計画策定支援業務委託

（高雄国際ﾏﾗｿﾝへの参加費用）

・海外販路拡大関係経費

宇都宮大学おやま
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事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容頁 項 目

～ 国 国

他 他

一 一

一 一

渡良瀬遊水地の日本遺産認定を目指し、関係

一 一 市町・団体との連携強化、住民の意識の高揚と

調査・研究を進める。

ホームページや施設予約システム、行政データ

国 国

他 他 ・機器等保守委託料

一 一 ・機器等使用料

・(新)電子入札システム導入委託・使用料

・需用費等

一 一 ウィルス感染を防ぐ対策経費。

一 一

地図情報閲覧システムの運営経費。

他 他 ・システム運用保守委託

一 一 ・(拡大)機器更新及びデータ移行作業委託

・ＧＩＳ機器使用料・住宅地図使用料

財務会計、人事給与、文書管理等の運営経費。

他 他 ・システム運用保守委託

一 一

・システム機器使用料

市内全域ケーブルテレビ放送を活用し、高度

他 他 情報化を推進するため事業資金の貸付。

ロブレビル４階に公設民営により設置した

一 地 コミュニティＦＭ放送局の放送設備管理及び

一 難聴区域対策等に要する経費。

（拡大）

電子計算機管理費

ラムサール条約

・渡良瀬遊水地第2調節池外来魚除去作戦業務委託

・渡良瀬遊水地観光地化推進業務委託

・ラムサール条約湿地登録記念運営業務委託

・渡良瀬遊水地第2調節池環境学習

渡良瀬遊水地第２調節池の湿地保全を推進

（ 第 ２ 調 節 池 ）

渡 良 瀬 遊 水 地

　フィールド3保全利活用調査研究業務委託

・(拡大)システム改修及びデータ移行作業委託

（拡大）

統合型内部事務

シ ス テ ム 事 業

電算オペレータ業務の外部委託経費。

推 進 事 業

推 進 事 業

（拡大）

電算業務アウトソー

コ ミ ュニテ ィ ＦＭ

湿 地 保 全

湿地登録渡良瀬

し、持続可能な利用促進を図る。

強 靭 化 事 業

推 進 事 業

情報セキュリティ ネットワークを３層に分離し、個人情報の流出、

ラムサール条約湿地登録「渡良瀬遊水地の

・案内看板設置工事費

レビ普及支援事業

放送局管理事業

シ ン グ 事 業

渡 良 瀬 遊 水 地

日 本 遺 産 認 定

市全域ケーブルテ

を管理するシステム、職員パソコン等の運営経費。

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 事 業

賢明な活用」を推進し、渡良瀬遊水地及び

遊水地の観光地化 周辺地域の観光地化と地域振興を図る。
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事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容頁 項 目

公共施設を専用の光ケーブルで結び、高セキュ

～ 他 他 リティの通信を提供する運営経費。

一 一

住民記録・税・国保などの基幹系業務をオープ

他 他 ン系サーバーシステムでの運営経費。

(拡大) 一 一 ・システム運用保守委託

・(新)元号対応委託

・(新)収納共通税対応委託

・システム機器使用料

社会保障税番号制度システムの運営経費。

国 一 ・システム運用保守委託

一 ・(拡大)年金機構等情報連携対応委託

(拡大)

・システム機器使用料、負担金

ボランティア活動の推進を図り、市民が積極的に

他 他 参加できる環境づくりを推進する。

(拡大) 一 一 ・(新)地域活性化推進計画策定経費

・コミュニティ活動学習会等講師謝礼

・市民討議会負担金

・市民活動推進事業補助金

・コミュニティ助成金

・事務費（管理組合負担金等）

国

一

国

一

・居室等改修工事費

「 農 泊 」 事 業

（新）

農家住宅を修繕・改修し、農泊施設として整備

リ ノ ベ ー シ ョ ン し、農泊による農業体験を通して観光客と地元

整 備 事 業

農 家 住 宅

地方創生拠点 ・農泊施設運営業務委託

社会保障・税番号

制 度 シ ス テ ム

市 民 協 働

・(拡大)マイナンバーカード旧姓併記対応委託

推 進 事 業

整備交付金事業

・子牛育成用設備費

（新）

地方創生拠点

・建築・設備工事設計費

整備交付金事業

ワー ク整備事業

基 幹 系 業 務

シ ス テ ム 事 業

地 域 公 共 ネ ッ ト

を借用・改修し、子牛育成施設（ｷｬﾄﾙｾﾝﾀｰ）を

おやま和牛生産性

向 上 対 策 拠 点

おやま和牛肥育業界の構造的な課題を解消し、

肥育農家の生産基盤を強化するため、空き牛舎

・牛舎改修工事費

整備する。

施 設 整 備 事 業

住民の交流を図るとともに、農家所得の向上に

よる地域活性化を図る。
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 国

一

国

一

国

一

国 て、来訪者の消費拡大等による地域経済の活性化

一 を目指す。

一 一 シティプロモーション事業を実施する。

・シティプロモーション推進業務委託

国 国

他 一

一

文化センター、市民会館の運営経費。

他 一 ・指定管理料

一 ・緊急修繕料等

ま ち 」 づ く り 事 業

・加工用機械リース料

支援を行う。また和装・和食文化の魅力発信を行い

・市場調査業務委託

施設（ｷｬﾄﾙｾﾝﾀｰ）を活用し、肥育農家の経営安

・和食」地域資源で

・繁殖育成技術取得事業補助金

・土地建物賃借料

・パッケージ等商品開発支援業務委託

・商品製造機器等購入費

のまちを目指す。

価値を付けた商品の製造・販売を行い、総活躍

連携により、さつまいもやエゴマの栽培及び付加

・和牛育成施設運営協議会設立補助金

耕作放棄地を活用し、農業者と障がい者等との

定化を図る。

としてのシティプロモーション事業を実施する。

交付金事業

障がい者福祉施設などと連携することで農福連携

による雇用の創出及び伝統産業の振興・地域活性

「桑・蚕・繭・紬・和装

本場結城紬の生産振興につなげ、これらの取組を

 の伝統を生かした総活躍のまち」づくり事業補助金

・「桑・蚕・繭・紬・和装・和食」地域資源で紡ぐ「日本

推進地域創生事業

実施するとともに、 市1町にて定住自立圏事業

・プロスポーツ交流推進事業

地方創生推進

交付金事業

「小山市シティプロモーション５カ年計画」に基づき、

スポーツツーリズムによる交流人口の拡大をとおし

・スポーツツーリズムによる地域経済活性化調査・研究

（新）

化を図る。

（新）

シ ョ ン 推 進 事 業

シ ョ ン 事 業

シ テ ィ プ ロ モ ー

交付金事業

移 住 ・ 定 住 促 進

広域連携プロモー

（拡大）

桑の木の栽培や商品開発、販路開拓などについて

施 設 運 営 費

地方創生推進

を解消し、更なる生産振興を図るため、子牛育成

那須塩原市と連携した移住定住促進事業を

・（新）デジタルプロモ－ション業務委託

本市ブランドの「おやま和牛」産業の構造的課題

（新）

紡ぐ「日本の伝統を

繁殖育成創生事業

生 か し た 総 活 躍 の

地方創生推進

交付金事業

地方創生推進

農 福 連 携 事 業

お や ま 和 牛 子 牛

スポーツツーリズム
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

市民会館における緊急対応工事経費。

一 一

自然災害による被害を軽減し市民の安全で安心

地 一

(拡大) 他 ・(新)災害用マンホールトイレ整備

一 ・(新)栃木県防災ネットワーク負担金

・(新)防災ラジオ購入費補助

・防災ラジオ無償貸与

・防災備蓄物資

・通信機器経費等

自主防災組織の拡大と育成を行う。

県 県 ・(拡大)地域防災力強化事業

(拡大) 一 一 ・(拡大)防災士資格取得経費

・自主防災会連絡協議会運営費補助

・自主防災会活動費補助

・自主防災会表彰経費等

一

・訓練会場等設営委託、訓練資機材購入

一 一

利用した場合に利子補給金を交付する。

震災により被災した住宅等の修繕について、

一 一 金融機関から融資を受けた場合、資金

借入に伴う利子を助成する。

県 県

県 県

関東・東北豪雨災害により被害を受けた住宅

県 県 等の修繕に係る金融機関からの資金借入に伴

一 一 う利子を助成する。

・(新)J-ALERT同報系行政無線連携整備

自 主 防 災 組 織

（新）

震災により被災し、幼稚園への就園困難と認め

育 成 事 業

な生活を確保するため、防災体制の強化を図る。

害に伴う住宅等修

平成23・24年度に小山市中小企業事業資金を

目的に実施。

支援事業補助金

水 防 訓 練 費 出水時における防災関係機関の協力体制の

東日本大震災に

災害の復旧及び経営の安定を目的として、伴う中小企業融資

確立と水防工法技術・人命救助技術の向上を

制度利子補給金

東日本大震災に

伴 う住宅等修繕

利 子 補 給 金

被 災 幼 児 就 園

られる幼児へ就園機会の確保を図る。

関東・東北豪雨災

繕 利 子 補 給 金

被 災 児 童 生 徒

められる児童生徒へ就学機会の確保を図る。

震災により被害を受けた中小企業者が、

施 設 整 備 費

震災により被災し、小中学校への就学困難と認

就 学 援 助 費

地 域 防 災

強 化 事 業
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事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容頁 項 目

一 一

補給金を交付する。

小山駅周辺に設置した防犯カメラの管理費用。

～ 一 一

一 一

思川駅周辺に設置した防犯カメラの管理費用。

一 一

春・秋・年末年始防犯運動、防犯教室の開催

一 一 等経費。

市税の過年度還付金及び還付加算金。

県 県

一 一

一 一

正を行う。

一

市民課及び各出張所の住基ネットワークの

～ 一 一 端末機、カード発行機等の使用料及び保守料。

戸籍の集中化・事務の迅速化及び市民サー

一 一 ビス向上を図るための機器使用料及び保守料。

住民票の写しや印鑑登録証明書等を、コンビニ

他 他 の端末機から取得できるサービスにより、住民の

一 一 利便性の向上を図る。

通知カードの作成・発送、個人番号カードの製

国 国 造・発行等を地方公共団体情報システム機構に

一 委任し、個人番号カードの交付を行う。

平成31年4月29日任期満了に伴う栃木県議会

～ 県 議員選挙費。

（新）

一

（新）

間々田駅周辺に設置した防犯カメラの管理費用。

中の市の融資制度を利用した場合に利子

補 給 金

洗い出しや修正申告促進、実態調査の実施など

専門的な知識技術を持った業者に業務委託し

議 員 選 挙 費 議員選挙費。

栃 木 県 議 会

議 員 選 挙 費

小 山 市 議 会

証明書 コ ン ビ ニ

評 価 及 び 画 地 平成33年度の評価替えに向け、平成30年度か

条件調査業務費 ら32年度にかけ、用途地区、状況類似地区の

交 付 事 業

住民基本台帳ネット

見直しや画地条件調査及び公図・地番図の修

調 査 業 務 費

税収の確保を図るもの。

償却資産の適正課税のため、未申告事業所の

平成31年4月29日任期満了に伴う小山市議会

戸籍電子化集中

号制度個人番号

思 川 駅 周 辺

防 犯 カ メ ラ 事 業

カー ド交付事業

社会保障 ・ 税番

（新）

小 山 駅 周 辺

及び還付加算金

シ ス テ ム 事 業

市税過年度還付金

ワークシステム運営費

防犯対策事務費

償 却 資 産

課 税 客 体

害に伴う中小企業 企業者の経営安定を目的として、平成27年度

関東・東北豪雨災

融 資 制 度 利 子

防 犯 カ メ ラ 事 業

間 々 田 駅 周 辺

防 犯 カ メ ラ 事 業

関東・東北豪雨災害により被害を受けた中小
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民生費

本年度予算額 １９２億７，５３８万６千円

前年度予算額 １８６億９，２９８万円

この予算は、市民生活の安定と福祉の増進を図るための事業等に要する経費であり、

市民生活部、保健福祉部等が所管しています。

前年度と比較しますと、５億８，２４０万６千円、３．１％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

戦没者の方々に追悼の意を捧げるため、遺族

一 一 連合会と共催で式典を実施する。

火災及び風水害等不慮の災害で災害救助法の

一 一 適用されない災害の被災者に対して、見舞金及

び弔慰金を支給する。

　全焼等10万円、半壊等5万円、床上浸水3万円

・生活支援給付費

国 国 　生活、住宅、医療、介護支援等の給付を行う。

一 一 ・生活支援事業費

　日常生活において、公的機関を利用する際に

　通訳を派遣する。

生活困窮者に対し、自立相談等の必要な事業を

国 国

一 一 ・住宅確保給付金給付事業

・社会福祉協議会

県 県 ・民生委員児童委員協議会

　 一 一 ・遺族会連合会

・保護司会費等

第3期小山市地域福祉計画(H28～32)の進行

一 一 管理及び農福連携推進５カ年計画の策定

(拡大) ・(新)農福連携推進５カ年計画策定委託

・事務費

・保険基盤安定分

国 国 ・出産育児一時金分

県 県 ・財政安定化支援分

一 一 ・職員給与費

・事務費分

・その他

推 進 事 業

国 民 健 康 保 険

特別会計繰出金

自 立 支 援 事 業 実施する。

社 会 福 祉 団 体

等 助 成 事 業

地 域 福 祉 計 画

事 業

小 災 害 見 舞 金

中国残留邦人等

関 係 費

生 活 困 窮 者

戦 没 者 追 悼 式

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・福祉タクシー利用者助成費

国 国 ・特別障がい者手当等

一 一 ・重度心身障がい児介護手当

・難病等福祉手当

在宅のねたきり老人等を常時介護している方に

～ 一 一 介護手当を支給する。

・在宅ねたきり老人介護手当

70歳以上の高齢者及び65歳以上の身体障がい

一 一 者に対し、はり・灸・あん摩マッサージ指圧施術

費の一部を助成する。

白内障の手術後の視力矯正のため特殊眼鏡等

一 一 の購入費の一部を助成する。

要介護認定2以下及び65歳以上で歩行に不安の

一 ある方に対し、シルバーカー（四輪の手押し車）

購入費の一部を助成する。

長寿を祝し、77歳、88歳、95歳、100歳、101歳

一 一 以上の方にお祝い金を贈呈する。

・敬老会補助金

一 一 ・事務費

95歳に到達した方のうち、介護認定非該当の

一 一 方を表彰する。

四世代以上の同居家族世帯を表彰する。

一 一

一人暮らしの高齢者等に対し、寝台、電磁調理

一 一 器、火災警報器等の給付・貸与を行う。

他 他

一 一 等に措置入所させる。 

・老人クラブ連合会補助

国 国 ・老人クラブ連合会各種大会開催補助

県 県 ・単位老人クラブ活動補助

他 他 ・友愛サロン事業補助

一 一 ・老人クラブ育成奨励

・事務費

養護を受けることが 困難な方を、養護老人ホーム

老 人 ク ラ ブ 費

四世代家族きずな

表 彰 事 業

日 常 生 活 用 具

給 付 事 業

施 設 措 置 委 託 料 身体、精神又は経済的理由により、居宅において

敬 老 祝 金

支 給 事 業

敬 老 会 補 助 事 業

元 気 な 高 齢 者

表 彰 事 業

在 宅 ね た き り

老 人 介 護 手 当

シ ル バ ー カ ー

購 入 助 成 事 業

（新）

はり・灸・マッサージ

利 用 者 助 成 事 業

老 人 性 白 内 障

特 殊 眼 鏡 等

購 入 助 成 事 業

身 体 障 が い 者

援 護 経 費
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頁 項.目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

72 1 . 5 7,172 7,249 １人暮らしや高齢者のみの世帯等に対し、急病・

～ 一 7,172 一 7,249 災害等に備え、緊急通報装置を貸与する。

74

5,280 4,000 高齢者のみの世帯に対し、自宅と医療機関等の

一 5,280 一 4,000 往復タクシー料金等の一部を助成する。

338 338 高齢者のみの世帯に対し、寝具を洗濯・乾燥・

一 338 一 338 消毒するサービスを行う。

4,245 3,000 高齢者のみの世帯に対し、外出時の援助等、

一 4,245 一 3,000 軽易な日常生活の援助を行う。

45 45 寝たきり等のため外出が困難な在宅の高齢者

一 45 一 45 に対し、理容師または美容師の訪問サービス

を提供する。

713 1,460

一 713 一 1,460

1,240 1,073 介護ボランティアに登録した60歳から64歳までの

他 560 一 1,073 方々に、施設での活動に対し「ボランティアポイン

一 680 ト」を付与しポイントに基づき、転換品を交付する。

2,500 地域における支え合いの仕組みづくり、生活支援

一 2,500 体制第３層協議体の整備に対し補助する。

(新)

1,000 認知症の高齢者が徘徊中の事故等により第三者

一 1,000 に損害を負わせてしまうなどして、家族が高額の損

(新) 害賠償を求められた場合に対応するため、「徘徊

高齢者等ＳＯＳネットワーク」登録者を対象に、市が

損害賠償保険に加入し、家族の不安を解消する。

67,755 67,707 ・指定管理料 55,825

他 930 一 67,707 ・空調機更新工事 7,618

一 66,825 ・修繕費等 4,312

33,110 29,110 ・事業補助金 25,550

一 33,110 一 29,110 ・施設リース料 7,560

6,250 6,250

一 6,250 一 6,250

540 540 概ね65歳以上の虚弱高齢者や身体障がい者を

一 540 一 540 対象に、入浴サービスを提供する。

地 域 ケ ア 体 制

整 備 事 業

移送サービス事業

寝 具 洗 濯 乾 燥

消毒サービス事業

軽度生活援助事業

訪 問 理 美 容

サ ー ビ ス 事 業

高齢者地域支援 心配ごと法律相談等業務委託（社会福祉協議会）

体制整備・評価事業

介護ボランティア

支 援 事 業

ふ れ あ い 健 康

支え合いサ ロン

活 動 支 援 事 業

徘徊高齢者賠償

責任保険加入事業

セ ン タ ー 事 業

シ ル バ ー 人 材

セ ン タ ー 費

ホームヘルパー ホームヘルパー派遣業務委託（社会福祉協議会）

派 遣 事 業

ふ れ 愛 入 浴

サ ー ビ ス 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

就労から社会貢献までの相談にワンストップ

～ 一 一 サービスで対応できる相談窓口を設置し、

高齢者の社会参加を支援する。

・セミナー講師謝礼等

・事務費

高齢者福祉施設整備を行う法人に対し補助をする。

県 県

・認知症高齢者グループホーム(定員18人)

・介護給付費

国 国 ・地域支援事業（介護予防事業）

県 県

一 一 ・低所得者保険料軽減分

・事務費分（職員給与費含む）

・その他

・デイサービス自己負担助成費

一 一 ・短期入所自己負担助成費

他 一 ・あけぼの保育所仮園舎賃借料

一

・後期高齢者医療広域連合運営費

一 一

・保険基盤安定分

県 県 ・健診事業分

他 他 ・事務費分（職員給与費含む）

一 一

県 県

一 一

・障がい者介護給付費

国 国 　障がい福祉サービス利用に係る給付をする。

県 県 ・障がい者療養介護医療費

一 一 　進行性筋萎縮症等の身体障がい者が入院

　した時の医療に要する費用を助成する。

給 付 費

後期高齢者医療

特別会計繰出金

重度心身障がい者 重度心身障がい者に係る医療費を助成する。

医 療 費 扶 助 費

障がい者自立支援

負 担 助 成 費 ・ホームヘルプサービス自己負担助成費

障 が い 児 通 園

機 能 訓 練 事 業

後期高齢者医療

事 業 ・後期高齢者医療療養給付費

・特別訓練事業委託料（たんぽぽ園等）

整 備 事 業

介 護 保 険

特別会計繰出金

未就学障がい児

介護給付費利用者

・地域密着型特別養護老人ホーム(定員29人)

・地域支援事業(包括的支援事業・任意事業)

生 き生き好齢者

育成支援推進事業

県 交 付 金 施 設
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・障がい者相談支援事業

国 国 ・(新)地域生活支援拠点等整備事業

(拡大) 県 県 　　地域生活支援拠点施設

他 他 　　基幹相談支援センター

一 一 ・障がい者移動支援事業

・障がい者日中一時支援事業

・障がい者訪問入浴サービス事業

・意思疎通支援事業

・日常生活用具給付事業

・地域活動支援センター事業

・成年後見制度利用支援事業

・社会参加促進事業

・福祉ホーム運営事業

障がい者・児等の障がいの軽減を図る。

国 国 ・更生医療給付費（障がい者）

県 県 ・育成医療給付費（障がい児等）

一 一 ・事務費

身体障がい児・者が身体上の障がいを補って、

国 国 日常生活や職業生活をしやすくするよう補装具

県 県 を交付・修理する。

一 一

障がい者手帳の交付を受けていない18歳未満

県 県 の軽度･中等度難聴児が、補聴器を購入・修理

一 一 した費用を助成する。

障がい者虐待の防止、養護者に対する支援等

一 一 に関する事業の啓発と措置を行う。

要保護児童の早期発見及び適切な保護を図る

～ 国 国 とともに、関係機関との連携を図る。

(拡大) 県 県 ・要保護児童対策地域協議会経費

一 一 ・子どもを守る地域ﾈｯﾄﾜｰｸ強化事業

・(拡大)要支援児童生活応援事業

・子育て包括支援総合相談事業

国 国 ・育児支援家庭訪問事業

県 県 ・子育てサロン推進事業

他 他 ・子育てひろば事業

一 一

・子育て支援総合センター事業

・おやまっ子開運子育てナビ運営事業

防 止 事 業

要 保 護 児 童

対 策 事 業

子育て支援事業

・おやま生まれのｵﾚﾝｼﾞﾘﾎﾞﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業

障がい者補装具

給 付 費

軽 度 ･ 中 等 度

難 聴 児 補 聴 器

購入等助成事業

障 が い 者 虐 待

地 域 生 活

支 援 事 業

障がい者自立支援

医 療 給 付 費
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

ロブレビル５階に民設民営により設置した

～ 一 一 屋内子どもの運動遊び場を運営する。

・運営費補助金

・児童手当給付費

国 国 　　３歳未満 15,000円/月

県 県 　　３歳から小学校修了前

一 一 　　　　第１子・第２子 10,000円/月

    　  第３子以降 15,000円/月

　　中学生 10,000円/月

　　特例給付 5,000円/月

・事務費

他 他 いる保護者に対し、安全基準に適合した幼児

一 一 二人同乗自転車を貸し出す。

・三人乗り自転車貸出事業

一

(新)

・子どもの貧困対策実態調査委託料

・事務費

子ども貧困撲滅支援センターを公民館に開設し、

一 一 生活応援事業等を実施する。

中央、大谷、間々田、豊田、桑

・送迎困難家庭支援助成

・事務費

精神的、経済的に不安定な母子を保護し、

国 国 安心できる生活の場を提供することで、精神的な

県 県 安定と自立した生活が送れるよう支援する。

一 一

・病児対応型業務

国 国 　新小山市民病院、こばとキッズ

県 県 ・病後児対応型業務

一 一 　すみれ乳児院、黒田保育園

保 育 事 業

創 生 事 業

子 ど も の 貧 困

対 策 推 進 事 業

母子生活支援施設

入 所 措 置 事 業

病 児 ・ 病 後 児

子 ど も ・ 子 育 て

支 援 新 制 度 事 業

運 営 事 業

児 童 手 当 事 業

地 域 子 育 て 1歳以上6歳未満の子どもを2人以上養育して

キッズランドおやま

子ども・子育て支援新制度に基づき、「第２次子ども・

子育て支援事業計画(H32～36)」及び「第２次子ど

もの貧困撲滅５か年計画(H32～36)」を策定する。

・子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査委託料

・子どもサポーター養成講座等講師謝礼他
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

家庭保育世帯の子育て不安を緩和するため、

～ 国 国 各地域に子育て支援拠点を設置する。

県 県 　　小山西、黒田、こばと、さくら、こぐま保育園

一 一

父母の一方又は両方を亡した児童の健全

県 県 育成を図るため、手当を支給する。

一 一

学童保育館施設整備事業

県 県

（拡大） 地 他

他 一

一 ・設計測量等委託料

・備品購入費

・既存学童保育館修繕工事

・事務費

   開   設   53クラブ（内4クラブ新規）

   委託先   指定管理者32、学童クラブ21

・ひとり親家庭学童保育料助成事業

・学童保育連合会費

学童保育館管理運営費

・学童保育館施設リース料（７ヶ所）

・借家負担金、土地借上料

・その他管理運営費（ＡＥＤリース料等）

保育所等への再就職を希望する保育士に対し、

国 国 現場復帰に必要となる研修を行う。

一 一

未婚の男女を対象とした婚活支援事業を実施

(拡大) 県 県 する。

一 一

・(拡大)結婚新生活支援事業費補助金

・婚活イベント業務

・婚活サポーター、イベント等謝礼

・とちぎ結婚支援センター市町負担金

・事務費

・(新)とちぎ結婚支援センター小山運営費

保 育 士 再 就 職

支 援 研 修 事 業

結婚活動応援事業

(拡大)放課後児童健全育成事業

地 域 子 育 て 支 援

拠 点 事 業

遺 児 対 策 事 業

放 課 後 児 童

健 全 育 成 事 業

・(新)絹義務教育学校学童保育館建設工事

・(新)（仮称)ドルフィン第二学童保育館建設工事補助金

・(新)城南新設学童保育館建設工事

－42－



頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

18歳以下の子を養育するひとり親家庭のうち、

国 国 所得が制限額以下の父母等に支給する。

一 一 ・児童扶養手当給付費

　　　第２子加算月額　      5,000円～ 9,990円

　　　第３子以降加算月額　3,000円～5,990円

・事務費

国 国 　受講費用の60％（限度額15万円）

(拡大) 一 一 ・自立支援教育訓練給付金事業

　受講費用の80％(上限額25万円）

・高等職業訓練促進給付金事業

　月額100,000円(課税世帯は70,500円)

一 一

助成する。

　助成額　 利用料の2/3（上限20,000円/月）

配偶者からの暴力防止及び被害者の保護を図

一 一 るため、相談等各種事業を実施する。

市立10保育所に係る管理運営費

国 国 ・臨時職員賃金

県 県 ・維持補修費

他 地 ・事務費（賄材料費等）

一 他

一

～ 国 国 　委託先 市内24保育所及び市外保育所

(拡大) 県 県 (新)城東にこにこ保育園

他 他

一 一

・認定こども園施設型給付負担金

国 国 　認定とまと、ふじ、生井ゆりかご、

(拡大) 県 県 　間々田、のぶしま、小山、大谷、梅ケ原、

一 一 　みのり、　(拡大)早蕨、(拡大)乙女

・市外認定こども園等施設型給付負担金

・高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

民間保育所に係る入所委託料

入 所 委 託 事 業

認 定 こ ど も 園 等

施 設 型 給 付 事 業

配 偶 者 暴 力 相 談

支援センター事業

市 立 保 育 所

管 理 運 営 費

民 間 保 育 所

ファミリーサポート 相互援助活動を利用した場合、利用料の一部を

セ ン タ ー 利 用 料

助 成 事 業

児 童 扶 養 手 当

関 係 費

ひ と り 親 家 庭

自 立 支 援 事 業

ひ と り 親 家 庭 ひとり親家庭世帯がファミリーサポートセンターの
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

認定こども園・幼稚園等に入所している児童が

～ 国 国 生活保護世帯の場合、給食費及び教材費等を

県 県 助成する。

一 一

一 一 対し助成する。

民間保育所等が実施する特別保育事業に対し

国 国 助成する。

(拡大) 県 県

一 一 ・一時預かり事業

・延長保育事業

・１歳児保育担当保育士増員費

・(拡大)調理員増員費

民間保育所が実施する地域活動の事業に対し

一 一 助成する。

1日8時間以上（週5日以上）開所する無認可の

県 県 民間育児サービス施設で、月極めの乳幼児が

一 一 6人以上入所している施設に対し助成する。

認定こども園(幼稚園部分)及び新制度移行幼稚

国 国

県 県

一 一

民間保育園で実施した研修、及び職員が受講

県 県 した研修費用の一部を助成する。

一 一

社会福祉法人等が設置運営する保育園の新築

国 県 及び増改築に対し、経費の一部を助成する。

（拡大） 地 地 ・(新)栗の実幼稚園認定こども園整備

一 一

保育士・幼稚園教諭の養成機関の在学者に、市

一 一 内の保育所、幼稚園、認定こども園に就業するこ

とを条件に奨励金を交付する。

保育士の確保のため、潜在保育士の保育現場へ

一 一 の再就職のための支度金を交付する。

励 金 交 付 事 業

保 育 士 再 就 職

支度金給付事業

園が実施する一時預かり事業に対し助成する。

私 立 保 育 所

職 員 研 修 事 業

保 育 所 等 施 設

整 備 費 補 助 金

保育士等就業奨

地域交流事業費

補 助 金

民間育児サービス

対策事業費補助金

認定 こ ど も 園等

一時預かり事業

給 付 事 業

定 員 超 過 児 童 待機児童の解消を推進している民間保育所等に

特 別 事 業

特別保育事業等

推 進 費 補 助 金

認定こども園等実

費 徴 収 補 足

・(拡大)病児・病後児保育事業（体調不良児）
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・駅南児童センター指定管理料

一 一 ・城北児童センター指定管理料

・維持補修費等

・事務費

ひとり親家庭に係る医療費を助成する。

県 県

一 一

障がい児に、日常生活における基本的な動作の

国 国 指導、集団生活への適応訓練等を実施する。

県 県 ・児童発達支援

一 一 ・放課後等児童デイサービス

・障がい児支援利用計画作成

・医療型児童発達支援等

・支払事務委託

生活保護世帯数及び人数（H29年12月現在）

国 国 　1,184世帯　　1,491人

県 県 ・生活扶助費

一 一 ・住宅扶助費

・教育扶助費

・医療扶助費

・出産扶助費

・生業扶助費

・葬祭扶助費

・施設事務費

・介護扶助費

生活保護を脱却した後の経済的負担の増加に

国 国 よる不安定な生活を支え、再度保護に至ることを

一 一

ティブを強化するため、給付金を支給する。

就労自立給付金

給 付 事 業

防止し、また生活保護脱却を促すためのインセン

医 療 費 扶 助 費

障 が い 児

通 所 支 援 費

生 活 保 護 費

児童センター費

ひ と り 親 家 庭
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衛生費

本年度予算額 ５５億５，１７０万４千円

前年度予算額 ５８億３，０６６万２千円

この予算は、市民の健康を守り快適な生活環境を保持するための経費であり、市民生活

部、保健福祉部等が所管しています。

前年度と比較しますと、２億７，８９５万８千円、４．８％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

86 1 . 1 530 530 骨髄提供者への負担軽減を図るとともに広く

 県 210 県 210 市民に対し骨髄バンク事業の普及啓発を行う。

一 320 一 320 ・骨髄移植ドナー支援事業奨励金 490

・事務費 40

1,500 1,500

一 1,500 一 1,500

助成する。

320 320 小山聖苑から遠距離の市民への利便性、公平

一 320 一 320 性を図るために、隣接自治体の斎場使用料の

一部を補助する。

66,499 44,708 地域住民の救急医療確保のため、病院群輪番

県 28,183 県 13,663 制病院（二次救急）に関する経費を負担する。

(拡大) 他 15,660 他 12,717 ・運営費負担金 44,899

一 22,656 一 18,328 ・(拡大)設備整備費補助金 21,600

18,803 18,720 小山医療圏における二次救急医療体制を整備

県 12,014 県 11,987 するため、協議会を設置するとともに、救急医療

他 3,236 他 3,193 を担う医療機関を支援する。

一 3,553 一 3,540 ・小山地区救急医療対策協議会費 780

・小児二次救急支援事業負担金 18,023

4,044 4,044 小山医療圏における休日夜間初期救急医療の

他 1,652 他 1,656 確保を図るため、在宅当番医制度を運営する。

一 2,392 一 2,388 ・在宅当番医制運営委託料

45,327 66,959 市民・行政・医療機関等が、協働で地域医療を

一 45,327 一 66,959 守ることを目的とした事業を実施する。

・地域医療対策補助金 25,000

・地域医療普及啓発事業費 660

・看護師確保支援奨励金 19,440

・事務費 227

647,164 655,274 地方独立行政法人となった小山市民病院に

一 647,164 一 655,274 対し運営費を負担する。運 営 費 負 担 金

救 急 医 療 在 宅

当番医制運営費

地 域 医 療

推 進 事 業

新小山市民病院

斎場使用料補助金

交 付 事 業

病院群輪番制病院

運 営 費 負 担 金

小山地区救急医療

体 制 整 備 事 業

骨髄バン ク登録

推 進 事 業

医 療 用 ウ ィ ッ グ がん患者の就労、社会参加、療養生活の質の向上

購入費助成事業 を支援するため、医療用ウィッグの購入費の一部を

4

（単位　千円）

頁 項.目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

新小山市民病院職員分の栃木県市町村職員

一 一 共済組合への長期給付等負担金。

・負担金

一 一 ・補助金

・出資金

保健予防・聖苑事業・ごみ処理事業・し尿処理

一 一 事業を行う小山広域保健衛生組合への負担金。

・母親学級

他 他 ・乳幼児健康相談

一 一 ・５歳児健康相談

・思春期保健

・(新)新生児聴覚検査

国 一 ・乳幼児健康診査

(拡大) 一 ・妊産婦健康診査

・妊産婦・新生児訪問事業費

国 国 ・こんにちは赤ちゃん事業費

(拡大) 県 県 ・(新)産後ケア事業

一 一

・歯の衛生週間

県 他 ・幼児フッ素塗布

他 一 ・運動普及推進

一 ・メタボ予防対策

・女性がん検診（集団・個別）

国 国 ・生活習慣病検診（集団・個別）

県 県 ・歯周疾患検診

一 一 ・(新)口腔がん検診

・健康増進事業事務費

健康づくりへの市民の意識を喚起し、市と市民

一 一 が一体となって健康づくりを推進する。

・健康都市おやまフェスティバル

・健康マイレージ事業

・(新)健康長寿はとむぎ１００歳事業

疫病の発生及び蔓延を予防するため、予防接

一 一 種を行なう。

（定期接種） ＢＣＧ、ポリオ、四種混合、二種混合、 

　ＭＲ、日本脳炎、小児用肺炎球菌、ヒブ、水痘、

　Ｂ型肝炎　、 インフルエンザ、高齢者用肺炎球菌

（任意接種） ロタ、おたふくかぜ、Ｂ型肝炎、風しん

(拡大)

保健対策推進事業

健 康 増 進 事 業

(拡大)

小 山 市 民 健 康小 山 市 民 健 康

推 進 事 業

予 防 接 種 事 業

健康教育相談事業

乳幼児及び妊産婦

母 子 保 健 訪 問

指 導 等 事 業

共 済 組 合 負 担 金

水 道 事 業 会 計

負 担 金 等

小 山 広 域 保 健

衛 生 組 合 負 担 金

健 康 診 査 事 業

新 小 山 市 民 病 院

職 員 長 期 給 付 等
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項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容頁

． ・保健福祉センター管理運営費

他 地

一 他 ・旧小山市民病院施設管理費

一

専用住宅から排出される生活系排水による水質

国 国 汚濁の防止と良好な生活環境の保全のため浄

県 県 化槽を設置する者に費用を助成する。

一 一 ・浄化槽設置費補助金

・単独処理浄化槽撤去費補助金

・事務費

一 一

・共同水道補助金

・水道施設立入検査

・ロブレ632中央公衆トイレ

他 他 ・小山駅東口公衆トイレ

一 一 ・間々田駅東西口公衆トイレ

・思川駅公衆トイレ

狂犬病予防のための予防注射、飼犬登録等に

他 他 関する事務を行う。

・飼い犬等避妊手術費補助金

・予防接種等獣医師会業務委託

・事務費

環境汚染状況の把握及び監視のための調査

他 他 分析を環境監視計画に基づいて実施する。

一 一 ・河川水質等分析

・ダイオキシン類調査分析

福島原子力発電所の事故に伴い飛散した放射

一 一 性物質の空間放射線量をリアルタイムに測定し

ホームページで配信する。

・放射線量モニタリングシステム

・放射線量測定器維持管理

環境保全施策の計画的な推進を図るため、環境

一 一

推進する。

・雨水タンク設置補助金

・事務費

・健康医療介護総合支援ｾﾝﾀｰ管理運営費

環 境 基 本 計 画

推 進 事 業 基本計画を改定するとともに、地球温暖化対策を

・環境保全率先実行計画年次報告書作成

また、水道施設の立入検査を行う。

市 民 ト イ レ

管 理 費

浄化槽設置事業

共 同 水 道 事 業 水道事業の給水区域以外で共同水道を設置す

る組合に対し、新設または改修費用を補助する。

保 健 施 設

管 理 運 営 費

狂犬病予防事業

分 析 委 託 事 業

放射能対策事業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

社会的課題や地域社会づくりに取り組める

他 他 環境を創るため、ボランティアや社会貢献団

一 一 体の活動に関する施策、援助を行う。

騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法に関

一 一 する事務を行い生活環境の保護・改善を図る。

・自動車騒音常時監視面的評価業務等

環境都市の実現に向け、クールシェア・ウォーム

他 一 シェア等各種事業を展開し、地球温暖化防止に

一 取り組む。

・エコシティおやま推進事業

・エコ・ファミリー認定事業

一 一

(拡大)

・事務費

一 一 ・住宅用蓄電池設置費補助

・住宅用高効率給湯器設置費補助

一 一

電気自動車等のクリーンエネルギー自動車購

一 一 入費の一部を助成する。

　　補助額　電気自動車(3万円)

　　　　 　　　ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ車(2万円)

夏季における家庭の電力使用の抑制及び地場

一 一 産業の振興を図るため、ヨシズの購入に対し

助成する。

　 補助額　9尺× 9尺(1,100円）

　　　 　　9尺×12尺(1,400円）

　  　　　12尺×12尺(3,100円）

中学生までの子どもに係る医療費を助成する。

県 県 ・小学６年生まで

一 一 ・中学生

こ ど も 医 療 費

助 成 事 業

クリーンエネルギー

自 動 車 普 及

促 進 事 業

渡 良 瀬 遊 水 地 産

ヨ シ ズ 普 及

促 進 事 業

ギ ー 利 活 用 事 業 ・ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃料精製業務委託料

事 業 所 等 用

太 陽 光 発 電

システム設置事業

・(新)ヨシペレット製造実証実験業務委託

    補助額　1万円/10ｋW（上限750ｋW）

・事業所等用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置費補助

推 進 事 業

菜 の 花 ・ ヨ シ ・ 菜の花・ヨシの利活用の一環として二酸化炭素削減

バイオマスエネル のためバイオマスエネルギーとして利用促進を図る。

グ ラ ウ ン ド ワ ー ク

活 動 事 業

騒 音 振 動 悪 臭

防 止 事 業

環 境 都 市 お や ま

住 宅 用 新

エネルギー機器等

設 置 事 業

    10ｋW以上のシステム設置者に補助

・住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置費補助
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

妊産婦に係る医療費を助成する。

県 県

一 一

不妊治療に係る医療費を助成する。

一 一 （年1回の申請で5年、限度額100万円）

出生体重が2,000g以下または身体機能が未熟

国 国 なまま生まれた乳児に、指定養育医療機関での

県 県 入院に限り、医療費を助成する。

一 一

不育症治療に係る医療費を助成する。

一 一

自殺予防対策に関する研修や取り組みを推進

(拡大) 県 県 し、自殺者の減少を図る。

一 一 ・自殺対策事業（法律相談・講演会等）

・(新)自殺対策計画策定事業

・ごみ収集運搬業務委託

他 他 ・配布用印刷物作成

一 一 ・ごみ収集所設置費補助

・リユース食器導入促進事業補助

・事務費

環境美化条例に基づいて、PR活動やパトロール

一 一 を実施し、環境美化意識の高揚を図る。

・啓発用消耗品（看板等）

・スズメバチ駆除費補助金

・事務費

小山駅周辺における環境美化及び危険防止を

他 他 図るため、路上での喫煙行為等を指導する。

一 一 ・啓発用消耗品（看板等）

・事務費

家庭用生ごみ処理機設置者へ設置費用の一部

一 一 を補助する。

・コンポスト設置費補助　

    費用の1/2、上限6,000円

・機械式生ごみ処理容器設置費補助

    費用の1/2、上限30,000円

・生ごみ消滅器設置費補助

    費用の1/2、上限6,000円

清 掃 事 業

路 上 喫 煙 等

防 止 対 策 事 業

家 庭 用 廃 棄 物

処 理 容 器 設 置 費

補 助 金

環境美化推進事業

助 成 事 業

養 育 医 療 費

助 成 事 業

不 育 症 治 療 費

助 成 事 業

自 殺 対 策 事 業

妊 産 婦 医 療 費

助 成 事 業

不 妊 治 療 費
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

資源ごみ回収団体への報償金の交付や、市民

一 一 に対しての啓発活動を行う。

・資源ごみ回収報償金

・公共施設生ごみ収集運搬業務委託

・(拡大)ごみ分別、減量化促進事業

　（分別促進ｱﾌﾟﾘ、生ごみ水切り器購入費等）

・事務費（啓発用消耗品等）

市内で事業を営み、環境保全への取り組みを

一 一

所として認定し、環境に対する意識向上を図る。

ご み 減 量 化

対 策 事 業

エ コ リ サ イ ク ル

推 進 事 業 行なっている事業所をエコリサイクル推進事業

(拡大)
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労働費

本年度予算額 ３億６，５７３万６千円

前年度予算額 ３億３，００１万６千円

この予算は、労働力の安定確保と勤労者福祉の向上に要する経費であり、産業観光部

が所管しています。

前年度と比較しますと、３，５７２万円、１０．８％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一 就職機会の拡大化及び定着化を図る。

　月額４万円×３ｶ月の支援

市内の求職者の就職を支援するために､

一 一 教育訓練奨励金給付を市独自で実施する｡

・教育訓練受講料の50％、限度額15万円

一 一

用者１人当たり20万円を交付する。

・(一財)小山市勤労者共済サービスセンター

一 一 　運営費補助

一 一

・小山市勤労者住宅資金融資預託金

他 他 　資金預託先 中央労働金庫小山支店

一 一 　融資限度額 1世帯1件3，000万円以内

　返済期間 35年以内

一 一

（拡大） （基本額）　・新築30万円・中古30万円

（加算額）  ・保留地50万円

　・若者子育て世帯20万円、ただし

　　15歳以下の子が2人以上の場合30万円

　・本郷町、城山町、宮本町、中央町、駅東通り

　　1丁目地区、神鳥谷南地区50万円

一 一 ・新幹線通勤定期券購入補助費　　　  　　　　　　 

・移住定住パンフレット作成費等　　　  　　　　　　 

　資金預託先 中央労働金庫小山支店

他 他 　融資限度額　

　返済期間

事務・事業の指定管理者への委託

一 一 ・指定管理料

体育センターの維持管理

一 一 ・修繕料

住宅取得支援事業

移 住 定 住

中小企業従業員の、福祉増進と雇用安定を図る

移住定住を促進するため、新幹線通勤者への補助を行う。

　共済掛金の10％（限度額1人400円/月）　交付期間3年

ため中小企業退職金共済掛金の一部を補助する。

勤労者体育ｾﾝﾀｰ

管 理 運 営 費

勤 労 者 福 利 厚 生

資金融資預託事業

生活5年以内、教育10年以内

勤労青少年ホーム

等 管 理 運 営 費

勤 労 者 住 宅 資 金

支 援 事 業

・小山市勤労者住宅資金融資制度利子補給金

転 入 勤 労 者 等 住宅の新築、購入に伴い市外から転入した勤労者

促 進 事 業

生活、教育資金 各200万円以内

緊 急 雇 用 雇用保険適用企業の市内事業所が市内在住の

対 策 事 業 離職者を６ヶ月以上常用雇用した場合に、被雇

中 小 企 業 勤 労 者

に補助金を交付し定住を促進する。

総合福祉推進事業

中 小 企 業 退 職 金

共 済 制 度

普 及 対 策 事 業

トライアル雇用 安定的な就職が困難な求職者の試行雇用を支援し、

促 進 支 援 事 業

求 職 者 技 能 向 上

教 育 訓 練 奨 励 金

交 付 事 業

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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農林水産業費

本年度予算額 ２３億４，４７１万８千円

前年度予算額 ２２億２，４６６万１千円

この予算は、生産性の高い近代的な農業、林業及び水産業の振興に要する経費であり、

産業観光部、農業委員会事務局等が所管しています。

前年度と比較しますと、１億２，００５万７千円、５．４％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

農業経営の大規模化、農業機械の大型化に伴

一 一 い、家族経営協定締結者について大型特殊

免許取得費の一部助成を行う。

農地情報管理システム経費

一 一 ・データ照合業務等委託

・農地パトロール用タブレット

・機器リース料等

耕作放棄地の再生利用を促進するため、耕作放棄

一 一

・耕作放棄地対策事業交付金　　

市内で生産された農産物のＰＲ及び消費拡大

～ 一 一

農村の豊かな地域資源を活用し､都市と農村

他 他 の交流による農村地域の活性化を図る施設の

一 一 管理運営を支援する。

・指定管理料等

農振除外管理システム経費

一 一 ・システムデータ更新委託料

・機器リース料等

他 他

一 一 ・栽培管理委託

・圃場借上料等

一

一 一

図る。

・菜の花プロジェクト推進協議会補助金

・農泊推進事業補助金

（新）

菜種の生産振興により遊休農地の解消と、廃食用

推 進 事 業 油からBDFへの変換による循環型社会の形成を

絹 ふ れ あ い

の 郷 事 業

統合型ＧＩＳ事業

市 民 農 園 市民農園及び市民体験農園を活用した、都市と

地改善者に対し補助を行う。(20,000円/10a)

対 策 事 業

農 業 祭 事 業

を目的とした農業祭を支援する。

再 生 利 用 緊 急

体 験 農 園 農村の交流を推進する。

菜の花プロジェクト

大 型 特 殊 免 許

取 得 助 成 金

農 地 情 報 管 理

シ ス テ ム 事 業

耕 作 放 棄 地 等

管 理 運 営 事 業

・農泊推進5ｶ年計画策定業務委託

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

農 泊 推 進 事 業 豊かな田園環境を有する立地特性を活かした

農家民泊を核とするｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ事業を展開し

交流人口の増加と地域ブランド化を図る。
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

経営所得安定対策の確認事務を担う小山市農

～ 県 県 業再生協議会等へ補助し円滑な推進を図る。

一 一

・米の生産調整協力員補助金

・担い手加算金

・飼料用米多収性品種導入促進補助金

・直播栽培補助金

農地集積に協力する農家への協力金の交付、

県 県

一 一 を支援する。担い手育成・確保を図るため、

担い手である認定農業者、集落営農組織に

支援を実施する。

・集落営農組織支援事業補助金

・規模拡大交付金

・人・農地プラン農地利用図作成等

他 一

一

・消耗品等

一 一

取り組みと、在来種のハチを利用したトマト

栽培を推進する。

・なつみずたんぼ振興事業

・農薬取扱い研修会

・園芸作物への導入推進

一 繰出金

施設園芸の生産性向上と規模拡大を図るため

県 高度環境制御技術や省力化技術等の実証・

一 研修を行う施設整備を推進する。

・強い農業づくり事業補助金

に基づく農地の借入、貸付の農地貸借業務を

農業公社解散に伴う農業経営基盤強化促進法

行い、担い手への円滑な農地集積を図る。

・（新）担い手農地貸借業務

・経営所得安定対策推進事業費補助金

担 い 手 ・ 農 地

経 営 所 得 安 定

対 策 事 業

（新）

総 合 対 策 事 業 集落営農の組織化・法人化に向けた取り組み

・機構集積事業補助金

・人農地問題解決加速化支援補助金

環境にや さ し い 環境にやさしい農業を推進する取組みとして、

農 業 推 進 事 業 生物多様性に配慮したなつみずたんぼの

強 い 農 業

づ く り 事 業

（ 競 争 力 強 化 ）

栃 木 県 南 地 方

卸 売 市 場 事 業

特別会計繰出金

栃木県南地方卸売市場事業特別会計への

農地集積推進事業

（拡大）
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頁 項.目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

98 1 . 3 63,900 63,900 箱施用剤や無人ヘリ等による広域的な病害虫

一 63,900 一 63,900 防除により農産物の安定的生産の確保を図る。

・箱施用剤に対する補助 7,500

・無人ヘリに対する補助 55,250

・ブームスプレーヤに対する補助 1,150

25,500 25,500 土地利用型農業から高収益農業への転換に

一 25,500 一 25,500 必要となる各種機械の導入に対する支援。

・高収益農業生産拡大事業補助金 

5,000 市場空地の農業関係の有効活用について

一 5,000 調査検討を行う。

・市場空き地有効活用調査業務

3,500 3,500 農業用廃プラスチックの回収と適正処理を

一 3,500 一 3,500 実施し農村環境の保全を図る。

・農業用廃プラスチック処理対策事業補助金

3,000 2,000 施設園芸において、エネルギーの消費効率の

一 3,000 一 2,000 優れた機械や設備等の導入を支援し、環境

負荷の少ない施設園芸の拡大を推進する。

12,000 12,300 本市の特産物である「はとむぎ」の生産振興を

一 12,000 一 12,300 図る。

8,000 15,000 農地の有効利用による規模拡大と生産向上を

一 8,000 一 15,000

3,576 1,576

一 3,576 一 1,576 ・地産地消・食育推進協議会運営費 1,406

2,000

　策定委託

・とちぎ食と農ふれあいフェア負担金 170

4,392 4,504

一 4,392 一 4,504

4,200

192

22,000 18,750 青年の新規就農者に農業を始めてから経営が

県 19,500 県 17,250 安定するまで「青年就農給付金」を給付する。

一 2,500 一 1,500 19,500

国庫補助事業の対象とならない４５歳未満の新規

・小山市新規就農者農業支援金 900

1,500

100

就農者に対し、市独自に30万円を限度に補助する。

・（新）新規就農者支援事業補助金

・農商工連携アグリビジネス創出事業補助金

・講演会費用等

農 業 後 継 者

育 成 事 業

（拡大） ・新規就農支援事業補助金

推 進 事 業

第 ６ 次 産 業 化 おやま産農産物などの農資源を活用した新商

農 業 振 興 事 業 品、新サービスを創出するプロジェクトに対し、

補助する。

・第4期おやま地産地消食育推進計画

・日本一はとむぎ生産拡大事業補助金

農 地 流 動 化

奨 励 金 交 付 事 業 図る農家等に対し助成金を交付する。

地 産 地 消 運 動 食と農の理解促進と地産地消・食育の推進を図る。

プ ラ ス チ ッ ク

処 理 対 策 事 業

高 効 率 施 設 園 芸

支 援 事 業

日 本 一 は と む ぎ

生 産 拡 大 事 業

推 進 事 業

高 収 益 農 業

生 産 拡 大 事 業

農 業 用 廃

市 場 空 地 有 効

活 用 調 査 事 業

 （新）

広 域 防 除

・（新）新規就農インターンシップ業務委託

－55－



頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

一

花卉の生産振興と消費拡大を図る。

一 一

一 一 本場結城紬の材料となる繭の生産振興を図る。

・稚蚕導入補助金

・（新）高品質繭補助金

・（新）養蚕ヘルパー補助金

イノシシ等による農業被害等への対策を図る。

一 一 ・鳥獣被害対策補助金

・鳥獣被害対策協議会補助金

畜産経営に欠かすことのできない伝染病の防

～ 一 一 疫費用の一部を助成する。

・自衛防除促進事業補助金

おやま和牛、小山の豚「おとん」の消費拡大を

一 一 図るため､フェスティバルを実施する。

おやま和牛の素牛価格上昇に対し導入時に

一 一 補助を行い肥育農家の経営安定を図る。

・県営かんがい排水事業(西前原地区）

県 県

地 地

一 一 ・県営土地改良調査計画事業

　　大谷東部圃場整備、絹かんがい排水

・県営経営体育成基盤整備事業

　　佐川南地区、塚崎・東野田地区

・県営農地耕作条件改善事業

　　宮前堰改修

　　美田東部頭首工改修、押切用水堰改修

（拡大）

県営土地改良事業

・県営農業用河川工作物応急対策事業

・おやま和牛肥育素牛導入補助金

・（新）繁殖育成施設等整備事業補助金

・おやま和牛繁殖素牛導入補助金

・（新）人工授精推進事業補助金

・（新）受精卵移植推進事業補助金

促 進 事 業

おやま和牛＆おとん

フェスティバル事業

・おやま和牛＆小山の豚「おとん」ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ事業補助金

おやま和牛生産

振 興 事 業

遺産本場結城紬

イノシシ農業被害

等 対 策 事 業

自 衛 防 疫

生産振興普及費

（拡大）

お や ま 花

フ ェ ス タ 事 業 ・おやま花フェスタ実行委員会補助金

ユネスコ無形文化 世界無形文化遺産でありおやまブランドである

Ｇ Ａ Ｐ 取 得

推 進 事 業

（新） ＧＡＰ（農業生産工程管理）の取得を推進する。

ラリンピックで選手に提供される食材調達基準である

農産物の品質の安定を確保し、東京オリンピック・パ

・ＧＡＰ認証取得更新申請費補助金

・ＧＡＰ認証取得に向けた研修会費用等
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頁 項.目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

100 1 . 5 10,700 7,000 800

県 400 一 7,000

一 10,300 8,500

700

700

295,600 237,534 164,200

県 215,630 県 172,974 ・資源向上支払(共同活動)交付金 63,300

一 79,970 他 100 58,500

一 64,460 ・その他事業費 9,600

303,750 230,400 57,650

県 111,404 県 63,830 　　　土地改良区（農業用用排水路整備等）

地 126,200 地 125,200 　　　出井（農道整備）

他 3,175 一 41,370 ・農地耕作条件改善事業 246,100

一 62,971 　　　土地改良区（農業用用排水施設整備等）

　　　羽川Ⅰ、向野本田（農道整備）

1,000 8,000 ・田間堰改修

他 342 他 2,736

一 658 一 5,264

8,000 30,000

（拡大） 一 8,000 一 30,000

58,628 31,665 ・かんがい排水（3地区）

県 34,072 県 18,358 ・施設機能維持回復（3地区）

一 24,556 一 13,307 ・農道整備（6地区）

1,700 1,700 ・かんがい排水　3地区

一 1,700 一 1,700 　　絹、思川西部、小山用水

21,314 20,661 地球環境や生物多様性に配慮した環境創造型

国 25 県 7,380 農業として、ふゆみずたんぼ米の生産やホン

県 7,380 一 13,281 モロコ・ナマズ養殖への取り組みを支援する。

一 13,909 7,064

2,400

800

800

100

350

9,800

（多面的機能支払）

団 体 営 土 地 ・団体営調査計画（圃場整備・畑地モデル事業）

改 良 事 業 負 担 金 　　塚崎地区・武井地区

　　大谷東部（換地設計基準作成）

・畑地帯調査計画

日 本 型 直 接 ・農地維持支払交付金

支 払 制 度

　　塚崎・武井・粟宮・喜沢（農用地調査）

・大区画農地調査計画

農 業 基 盤 整 備 ・農業基盤整備促進事業

促 進 事 業

・（新）小山栃木排水路準用河川化基礎調査

　業務委託

改 良 事 業

環 境 創 造 型

農 業 推 進 事 業

・ふゆみずたんぼ実験田事業

・ふゆみずたんぼ生き物(ホンモロコ）増殖事業

改 良 事 業

市 単 独 土 地

・渡良瀬遊水地小山養魚場管理業務委託

・環境保全型農業直接支払

農業用河川工作物

応 急 対 策 事 業

排水強化対策事業

県 単 独 土 地

　　　下河原田・生駒（圃場整備）

・有機 ＪＡＳ認証取得更新支援事業

（拡大）

・ふゆみずたんぼオーナー推進事業

・ふゆみずたんぼ生き物（ﾅﾏｽﾞ）増殖事業

・団体営調査計画（圃場整備）

・（新）資源向上支払(長寿命化)交付金
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

一 一

県単農道整備事業実施の際、改良区の借り

一 一 入れた農業基盤整備資金の償還金に対する

負担金。

一 一

一 一

県 県 繰出金

一 一

農業集落排水処理事業特別会計への

県 県 繰出金

一 一

～ 県 県 ・鳥獣捕獲処分委託等

一 一

とちぎの元気な森づくり県民税を活用して、

県 県 里山林を整備する。

一 一 ・小山の元気な里山づくり事業

・その他事業費

市営土地改良事業 ・土地改良施設維持管理業務委託

・田んぼアート事業補助（４会場）

湛 水 防 除 事 業

特別会計繰出金

農 業 集 落

・田んぼアート関係業務委託等

農 道 整 備

事 業 負 担 金

・防災対策強化事業

排 水 処 理 事 業

排 水 機 場 維 持

鳥 獣 被 害 イノシシなどの鳥獣による被害の防止を図る。

間 々 田 乙 女 ・排水機場の維持管理費補助。

与 良 川 水 系 与良川水系湛水防除事業特別会計への

特別会計繰出金

対 策 事 業

平 地 林 保 全

推 進 事 業

・土地改良施設補修工事

田んぼアート事業

管 理 事 業
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商工費

本年度予算額 ５４億６，０５８万１千円

前年度予算額 ５５億８，１０２万円

この予算は、中小企業を中心とした商工業における近代化の推進、観光の振興に要する

経費であり、産業観光部等が所管しています。

前年度と比較しますと、１億２，０４３万９千円、２．２％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

市民の消費生活の安定及び向上を図るため、

県 県

一 一

・間々田地域振興活性化事業（間々田商工会）

～ 一 一 ・美田地域振興活性化事業（美田商工会）

・桑絹地域振興活性化事業（桑絹商工会）

・ふるさとまつり

　 桑、絹、間々田

・桜まつり

　 乙女河岸、豊田、寒川、中、穂積、生井

・小山駅東口まつり

・小山駅西口まつり

・間々田駅東口まつり

・羽川ふれあいまつり

一 一

商品券のプレミアム分を負担する。

・小山商工会議所補助金

一 一 ・間々田商工会補助金

・桑絹商工会補助金

・小山市美田商工会補助金

・小山商店会連合会補助金

・商工団体あり方検討調査補助金

・その他の事業費

商工業の実態調査･分析を専門機関に依頼し、

一 一 今後の施策の指針とする。

営業資金及び設備資金の低利融資により、市内

他 他 中小企業の振興を図る。

　融資限度額　 営業資金 3,000万円

　　　　　　　　　 設備資金 2,000万円

創業資金    500万円

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

活 性 化 事 業

消 費 者 行 政 費

普及啓発活動に取り組むとともに、消費者問題

の相談窓口として消費生活センターを運営する。

地 域 振 興

開 運 小 山 市 共 通 商業の活性化、市内消費者の利便性と

商 品 券 発 行 事 業 購買意欲を喚起するため、開運小山市共通

商 工 団 体

支 援 事 業

経 済 動 向 実 態

調 査 事 業

中小企業事業資金

融 資 預 託 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

市内の中小企業者に対し､資金融資をすること

～ 他 他 により､近代化及び活性化を推進し､商業の振興

発展を図る。

　融資限度額

　　工場、店舗等の建設費用

市町村の実施する特別保証制度融資に係る

一 一 保証協会の保証率引下げ相当分を保証協会

に対して負担する。

小規模事業者経営改善資金利子の一部を

一 一 補助し、小規模事業者の経営の安定化を図る。

・補助期間　第１回目の支払月から起算して2年間

・補助額　年利率の0.5%分に相当する額

ロブレ・駅ビル連絡通路につながる駅ビル内

一 一 の通路使用に係る費用を負担し､ロブレ及び

中心市街地の活性化を図る。

中心市街地の空き店舗への新規出店者に対し

国 一 家賃及び内装改造費の一部を補助することに

一 より､中心市街地の活性化を図る｡

・中心市街地商業出店等促進事業補助金

一 一

・土地建物借上料

・おやま開運館使用料

・修繕料等

資金の貸付により小山都市開発株式会社の

他 他 運営を支援する。

・運営資金貸付

・ロブレ632駐車場建設支援貸付

・第２駐車場預託金支援貸付

Ｈ27年度から32年度を計画期間とする「小山市

一 商業観光振興計画」の見直しを実施し、市内の

商業及び観光の振興を図る。

・委員謝礼等

　　テナント出店、駐車場整備費用

近代化施設資金

融 資 預 託 事 業

商業観光振興計画

市 町 村 特 別

保証制度負担金

小規模事業者経営

改 善 資 金 利 子

補 給 金

ＪＲ駅ビル内通路

使 用 負 担 事 業

中 心 市 街 地

商 業 出 店 等

促 進 事 業

ま ち の 駅 事 業 中心市街地活性化のための回遊拠点、おやま

ブランド・観光交流センターとしての情報発信、

地域の活動拠点としての事業を実施する。

・指定管理料

策 定 事 業

・小山市商業観光振興計画策定業務委託

小山都市開発㈱

運営資金貸付事業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 一 一 中心市街地の活性化及び街なかの賑わいの

創出を図る。

・ロブレリニューアル整備費負担金

・ロブレ再生推進事業補助金

・共益費、修繕積立金及び火災保険料

・検討委員会経費等

ユネスコ無形文化遺産「本場結城紬」の生産振

県 他 興及び普及を図るため、和装振興、販売促進、

他 一 後継者育成、情報発信等に取り組む。

一

･「産・学・官」が協力・連携を図り､豊かな地域

一 一  社会づくりを推進する｡

中小企業が行う新製品、新技術、販路拡大の

一 一 ための研究開発事業等への支援を行う｡

工場等の新設並びに規模拡大及び近代化の

一 一

確保及び産業の振興を図る。

・工業振興奨励金

工業団地の環境整備を進め、良好な環境の

一 一 もとに企業活動が推進できるように、その維持

管理を行う。

起業家の自立・成長のための支援と、地域の起

一 一 業家に対し創業相談や育成講座等を実施して、

その育成・支援を行う。

多様化・高度化する技術革新等に対応できる

一 一 人材の育成を図る。

一 一

他 他

・本場結城紬生産振興費

遺 産 本 場 結 城 紬

生産振興普及事業

･本場結城紬プロモーション事業

ロ ブ レ 再 生 事 業 中核的商業施設であるロブレビルの再生を推進し、

ユネスコ無形文化

お や ま 産 学 官

ネ ッ ト ワ ー ク

支 援 事 業 ・おやま産学官ネットワーク負担金、活動補助金等

中 小 企 業 研 究

開 発 支 援 事 業

工 業 振 興 奨 励

拡 大 事 業 ための移転又は増改築を奨励・支援し雇用の

・各工業団地連絡協議会等補助金

工 業 団 地 等

管 理 事 業

イ ン キ ュ ベ ー

シ ョ ン 事 業

も の づ く り 人 材

育 成 支 援 事 業

工 業 開 発 産業の振興及び活性化、地域雇用の拡大、

推 進 事 業 市税の安定確保を図るため、新規工業団地

の開発を推進する。

・大谷東部地区開発基礎調査業務委託

工 業 振 興 資 金 市内への工場等の新設､移転又は増改築による

融 資 預 託 事 業 工場等の規模拡大及び近代化を奨励支援する。

・本場結城紬後継者育成事業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

市内中小企業の工業所有権（特許権､実用新案

一 一 権）取得に対して助成する｡

市内中小企業のＩＳＯ認証（ＩＳＯ9000シリーズ､

一 一 ＩＳＯ14000シリーズ）取得に対して助成する｡

　取得費用の30％（限度額150万円）

市内中小企業が開発した自社製品及び自社

一 一 技術を展示会等に出展した場合に、その経費

の一部を助成する。　　

  （海外）

市内に分譲中の工業団地に立地し、5年以内

一 に操業を開始した企業に対し､土地取得額の

15％～30％を助成金として交付する。

市内工業用地における未利用地や空き工場等

一 一 を購入し、工場等を操業した者に対し、不動産

取得税相当額の奨励金を交付する。

（限度額 1,000万円）

市内の工業用地等を賃借し、工場等を操業した

一 一 者に対し、年間賃借料の10%を操業開始の翌年

度から3年間奨励金として交付する。

（限度額 500万円）

分譲中の工業団地や民間所有未利用地の企業

一 一 誘致を促進する。

一 一 繰出金

テクノパーク小山南部造成事業特別会計への

一 一 繰出金

企 業 誘 致 促 進

助 成 金 交 付 事 業

・中小企業販路開拓事業助成金（国内）

中 小 企 業 工 業

所 有 権 取 得

支 援 事 業 　取得費用の1/2（限度額40万円）

中 小 企 業 Ｉ Ｓ Ｏ

認証取得支援事業

自 社 製 品 販 路

拡 大 支 援 補 助 金

交 付 事 業

企 業 立 地 促 進

テク ノパ ーク 小山

土 地 取 得 奨 励 金

交 付 事 業

企 業 立 地 促 進

借 地 借 家 奨 励 金

交 付 事 業

企 業 誘 致

促 進 事 業

小 山 東 部 第 二 小山東部第二工業団地造成事業特別会計への

工業団地造成事業

特 別 会 計 繰 出 金

南 部 造 成 事 業

特 別 会 計 繰 出 金

〃
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

豊かな自然や歴史・文化等を活用しながら、

～ 県 県 体験参加型イベントを実施し、市外からの

一 一 観光誘客を図ることで地域活性化に寄与する。

・おやまバルーンフェスタ補助金

・小山の初市補助金

・おはやし郷土芸能の振興補助金

・小山晃思会補助金

・おやま開運まつり補助金

・おもいがわ映画祭補助金

・小山市観光協会補助金

・事務費等

ＪＲ６社による全国規模の大型観光キャンペーン

県 （デスティネーションキャンペーン）実施を受けて

一 実行委員会へ補助する。

一 一

を全国に発信する。

一 一

・小山ブランド創生推進事業補助金

　おやまブランド全国発信事業

　とちまるショップ小山市企画展事業他

・うどんのまちおやま創生推進事業補助金

・ユネスコ無形文化遺産本場結城紬

　生産振興普及事業補助金

・おやまブランドまつり補助金

・桑の実プロジェクト補助金

・栃木県アンテナショップ運営費負担金

・事務費等

・うまいものおやま評定補助金

小山評定ふるさと 本市にゆかりのある人を｢小山評定ふるさと大使｣

大 使 事 業 に任命し､市のＰＲを行って貰い､魅力ある小山市

観 光 振 興

イ ベ ン ト 事 業

・おやまサマーフェスティバル補助金

事  業

新たなブランドの創生を推進するとともに、イベン

デスティネーション

キ ャ ン ペ ー ン

（新）

・本場結城紬販売促進事業補助金

企 画 ・ 普 及 事 業 トの開催や、各種行事でのPR活動を実施する。

お や ま ブ ラ ン ド
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土木費
本年度予算額 ６７億４，９５２万３千円

前年度予算額 ７３億１，４０３万８千円

この予算は、道路、河川、都市計画及び住宅等市民生活の基礎となる公共施設の整備を

図るための経費であり、建設水道部・都市整備部が所管しています。

前年度と比較しますと、５億６，４５１万５千円、７．７％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

南摩ダム建設に伴う水源地域の生活環境、

一 一 産業基盤の整備に係る負担金。

国 国

県 県 　   粟宮Ⅲ地区　　調査対象面積　 14ha

一 一 　 　粟宮Ⅳ地区　　調査対象面積　 16ha

(新)粟宮Ⅴ地区　　調査対象面積　 20ha

公共用地先行取得事業債の元利償還金分

一 一

横倉・横倉新田地内　排水施設整備

地 一 　大川支線水路改修工事

一

南半田地内　排水施設整備

地 地 平成18～30年度継続事業

一 一 　側溝工事

地 地

一 一

駅南町地内　排水施設整備

一 地 平成20～30年度継続事業

一 　グレーチング交換、集水桝設置

用悪水路の維持管理、改修

地 地 　間々田地内水路改修工事

一 一 　市内水路清掃業務委託等

民間建築物に施工されている吹付け建材の

～ 国 国 アスベストの分析調査･除去等工事費の助成

一 一

（単位　千円）

思 川 開 発 事 業

地 籍 調 査 事 業 土地の実態を調査し、その明確化を図り、

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

(拡大) 法務局の公図や登記簿に反映させる。

公 共 用 地

先 行 取 得 事 業

特 別 会 計 繰 出 金

横 倉 ･ 横 倉 新 田

地区排水対策事業

南 半 田 地 区

排 水 対 策 事 業

市内排水対策事業 市内排水施設整備

平成16～継続事業

　　実施設計、排水工事

駅 南 町 地 区

排 水 対 策 事 業

用 悪 水 路

維 持 管 理 事 業

民間建築物吹付け

ア ス ベ ス ト 対 策

助 成 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

昭和56年以前の旧耐震基準で建築された木造

～ 国 国

県 県 木造住宅耐震改修工事の借入金利子補給金

一 一

建築指導支援システム

一 一 システム保守、機器リース料

建築行為等に係る道路後退用地の整備に伴う

一 一 寄附等に関する補助金等

国 他

地 一

他 ・地域交流広場等整備

一 ・（新）空家利活用調査研究業務

・(拡大)空家バンク助成

・空家等解体に伴う助成

一 移住・定住を推進する。

(新) ・施設維持管理費

・看板及び啓発用印刷費等

道路の里親制度、緑とあかりの里親制度、道路

他 他 愛護ボランティア活動を推進する。
　 一 一 ・道路の里親づくり事業

・緑とあかりの里親づ くり推進事業

道路管理システム

一 一 道路台帳等データ更新、システム保守

一 一

小山壬生線の渋滞緩和に向けた調査及び解消

一 ルートの検討を行う。

(新)

市道の維持管理、補修工事

～ 地 地

一 一

・(新)空家活用型民泊推進５カ年計画策定業務

小 山 壬 生 線

渋 滞 解 消 ル ー ト

検 討 事 業

シ ェ ア サ イ ク ル 渡良瀬遊水地を中心とした、市内及び近隣市町の

整 備 事 業

適正に管理が行われていない空家等の適正な

木 造 住 宅 耐 震

対 策 助 成 事 業 住宅の耐震診断・耐震改修工事の補助

（拡大） 維持管理と有効利用を推進する。

・(新)駅周辺地域交流施設整備

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 事 業

道路後退用地整備

助 成 事 業

空 家 等 対 策 事 業

道路愛護推進事業

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 事 業

市 道 補 修 事 業

・修繕料(応急代行措置・緊急安全措置等）

おやま暮らしお試し

の 家 管 理 事 業

・啓発経費、システム経費等

空き家バンク登録住宅を居住体験施設に活用し、

観光関連施設を巡るシェアサイクル事業の推進。
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 地 市民の安心・安全を確保する。

(新) 一

個別施設計画に該当しない市道の舗装修繕を

地 行い、市民の安心・安全を確保する。

(新) 一

(拡大) 一 一 を推進する。

・計画に基づく高木、低木の植栽

黒本地内　道路改良事業

国 国 平成22～32年度継続事業

地 地 全体事業費   300百万円

一 一

東野田・南和泉地内　道路改良事業

国 国 平成16～32年度継続事業

地 地 全体事業費   330百万円

一 一

立木地内　道路改良事業

国 国 平成21～31年度継続事業

地 地 全体事業費 350百万円

一 一

東野田地内　道路整備事業

国 国 平成29～31年度継続事業

地 一 全体事業費 240百万円

一

小山・間々田駅を中心としたバリアフリー化

国 国 平成19～31年度継続事業

地 地 全体事業費 500百万円

一 一

県道萩島白鳥線から県道南小林松原線の

国 一 アクセス道路整備。

地 全体事業費　　　　　　　　　　　　　638百万円

一

国 平成30～34年度継続事業

(新) 一 全体事業費 188百万円

道 路 長 寿 命 化

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

道路緑化推進事業 国体やオリンピックの開催を見据え、沿道緑化

修 繕 事 業

(栃木・小山線～

小山環状線）

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

（市道35号線～

東野田・古河線）

市 道 号 線

道 路 整 備 事 業

（東野田地内生活道路）

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

（ レ ミ コ ン 通 り ）

化 推 進 事 業

交 通 バ リ ア フ リ ー

ア ク セ ス 道 路

小 山 駅 周 辺 地 区 小山駅周辺地区　道路整備事業

道 路 整 備 事 業

生 活 道 路 舗 装

修 繕 事 業

整 備 事 業

網 戸 ・ 迫 間 田

計画に基づき市道の維持補修を行うことで、
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

国 平成30～34年度継続事業

(新) 地 全体事業費 166百万円

一

国 国

地 地 行う。

一 一 平成28～30年度継続事業

三峯地内　道路整備事業

一 本年度事業　　用地調査

(新) （横倉踏切周辺)

小山運動公園駐車場進入路の拡幅整備

一 平成30～32年度継続事業

本年度事業　道路詳細設計

市内全域の一般市道改良、舗装工事

地 地

一 一

間々田地内道路改良事業

地 一 全体事業費　  66百万円

一 　市道4245号線他

地 地 　市道3238号線、3235号線、前新田地区、

一 一 　町谷地区

地 地 　水路改修、市道214号線

一 一

豊田緑地整備計画に伴う市道７号線からの進入

一 一 路を整備

全体事業費　 200百万円

一 本年度事業　調査測量、設計

(新)

橋梁長寿命化修繕計画を基に、国費を利用

～ 国 国 した橋梁の補修、整備

地 地 　橋梁定期点検、七ツ橋修繕

一 一

橋梁長寿命化修繕計画を基に、幅員5mの

国 地 車道橋へ架け替え。

一 一 全体事業費　350百万円

小山第一小から須賀神社西側の参道整備をする。

市 道 号 線

狭 あ い 道 路

整 備 事 業

大 谷 地 区 大谷地区　道路整備事業

通行を容易にするため、狭あい道路の拡幅を

生活道路の通行安全性の向上と緊急車両の

道 路 整 備 事 業

間々田駅周辺地区の狭あい道路の拡幅改良整備

羽川地内の狭あい道路の拡幅改良整備

間々田駅周辺地区

一般市道改良事業

地区道路整備事業

豊田緑地アクセス

道 路 整 備 事 業

まちづくり整備事業

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

羽 川 ・ 喜 沢 地 区

まちづくり整備事業

道 路 整 備 事 業

(新) (運動公園北側)

橋 梁 長 寿 命 化

修 繕 事 業

新 田 橋 新 設 事 業

須 賀 神 社 西 参 道

整 備 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

他 他

一 一

一 一

堀ノ内橋改築事業負担金

地 地 ・高欄、舗装、旧橋撤去

一 一

渡良瀬遊水地第２調節池をその周辺施設である

国 一

地 として一体的な活用を図り、多くの人を呼び込み

一 地域振興を図る。

・周遊園路整備工事

・野鳥観察小屋移設

・水質改善計画策定業務

下生井地内の旧思川周辺の公園整備

地 国 ・藤棚整備工事

一 地 ・植栽実施設計業務

一 ・除草業務

大規模浸水被害対策として、豊穂川・杣井木川

一 一 流域の排水強化対策実施に向けた治水検討、

及び減災対策を実施する。

・(新)洪水ハザードマップ改訂

・(新）豊穂川仮設排水用エンジンポンプ購入

魅力あるまちづくりを進めるため、より良い景観

～ 一 一

都市計画支援システム

一 一 ・データ更新、システム保守

市の将来を見据えた土地利用のあり方を検討

一 一 するため必要な調査を実施する。

一 一 ため、地元組織の活動を支援する。

高岳引込線を有効活用した新交通システム

国 一 の導入を検討する。

一 ・総合都市交通体系調査業務

里親募集、植樹、協議会運営補助

（河川愛護推進事業） 　思川右岸　ＪＲ両毛線思川橋梁上流

桜の里親づくり事業

桜堤の河川占用及び盛土、張芝、除草、樹木管理

（河川愛護推進事業）

県 事 業 永 野 川

改 修 事 業

排水強化対策事業

旧 思 川 水 辺 公 園

旧思川等の既存施設も含め「エコミュージアム」

桜 堤 整 備 事 業

（拡大）

都 市 景 観 形 成

推 進 事 業

渡 良 瀬 遊 水 地

エコミュージアム化

事 業

整 備 事 業

の形成を推進する。

・市民景観活動支援業務 他

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 事 業

都市計画土地利用

調 整 調 査

・立地適正化計画策定業務

地 区 ま ち づ く り 地区まちづくり条例に基づくまちづくりを推進する

推 進 事 業

新 交 通 シ ス テ ム

導 入 検 討 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

市民の生活交通確保のためのコミュニティバス

～ 一 一 運行等に関する経費

（拡大） ・(新)デマンドバス交通システム

・運行維持費補助金

・AED機器リース等 

県道小山下野線西側の日本たばこ産業㈱

一 一 所有地買収のための測量・調査を行う。

・用地調査測量・不動産鑑定・画地評価

一 一

小山外環状線の早期実現を目指し、県による

一 一 事業化に向けての協議を継続的に実施する。

・道路計画案策定

  （H29年度検討結果を踏まえたルート再検討）

一 一 　

一 一 推進するための調査

一 タイプのタクシー車両の普及を図る。

・補助台数　　４台（1/6以内 上限30万円）

(新)

国 国

一 一 ・都市再生整備計画修正業務

土地の合理的な利用の促進と良好な市街地

一 国 環境の整備を市街地再開発事業により行う。

一

中心市街地活性化のため、土地の高度利用の

一 促進と良好な市街地環境整備のため市街地

再開発を推進する。

(新) ・再開発事業化検討業務

喜沢等新都市整備

推 進 調 査 事 業

粟 宮 新 都 心 粟宮地区及び周辺地区の特性を勘案した市街地

コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス

運 営 事 業

・平和東、雨ケ谷、思川北口

整 備 事 業 整備の推進を図る。

・事業化調査(面整備等、新駅可能性検討)

小山外環状線道路

整 備 推 進 事 業

・現況調査（土地利用、法規制の状況等）

思 川 周 辺 有 効 「おやま思川アユ祭り」の開催

活 用 事 業 　

地区計画策定事業 地区計画制度を基本とした新たなまちづくりを

地 区 街 な か 居 住 ・小山駅西地区南北道路整備構想策定業務

推 進 支 援 事 業

人 に や さ し い

ユニバーサルデザイン

タクシー整備事業

・共同化事業推進アドバイザー派遣 他

・事業推進計画策定

(仮称)宮本町三丁目

再 開 発 事 業 化

検 討 調 査

中心市街地活性化のため、街なか居住を推進する。小 山 駅 西 口 周 辺

車椅子利用者を含め誰でも利用しやすいワンボックス

城 山 町 三 丁 目

第 二 地 区 市 街 地

再 開 発 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

粟宮地区の狭あい道路の拡幅整備を行う。

～ 国

(新) 地

一 　

土地の合理的な利用の促進と良好な市街地

国 国 環境の整備を市街地再開発事業により行う。

地 地 ・共同施設整備費等補助金

一 一

土地の合理的な利用の促進と良好な市街地

国 環境の整備を市街地整備事業により行う。

地

(新) 一

思川駅周辺地区の農住まちづくり整備構想に位

一 一 置づけられた地区の計画的な土地利用を図る。

一 ための整備を実施する。

(新) ・羽川地区　常夜灯設置他

主要地方道栃木・小山線と豊穂川に接する

～ 地 地 面積約20.5haの区域に業務代行方式による

一 一 組合施行の土地区画整理事業を行う。

平成25～30年度継続事業

全体事業費 1,944百万円

・公共施設管理者負担金(道路)

一 一

一 一

土地区画整理事業の事業化を推進する。

一 一 ・土地区画整理事業調査業務

一 検討を行う。

(新) ・事業計画素案作成

・思川西部土地区画整理組合貸付金

他 他

・思川駅北口認定外道路測量設計他

城 山 町 二 丁 目

再 開 発 事 業

粟宮地区都市再生

社会資本整備総合交付金事業(都市再生整備計画事業）

思 川 西 部 土 地

区 画 整 理 事 業

地 区 ま ち づ く り

整 備 事 業

駅東通 り一丁目

第一地区市街地

整 備 事 業 ・共同施設整備費等補助金

小 山 東 部 第 一

土 地 区 画 整 理

組 合 負 担 金

東 部 第 一 地 区 小山東部第一地区の代替調整池の整備を行う。

代 替 調 整 池 ・小山東部第一調整池基本計画検討業務

公 園 化 事 業

粟宮新都心第一

犬塚・中久喜地区土地 市街化区域編入及び区画整理事業の導入に向けた

土地区画整理事業

区画整理推進事業

土 地 区 画 整 理

組 合 貸 付 事 業

整 備 事 業

地区まちづくり活動における交流活動の活性化の

思川駅北口地区

整 備 推 進 事 業

　事業期間：平成30年度～34年度

第一地区市街地
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

雨ケ谷・雨ケ谷新田地内　道路改良事業

国 国 平成24～32年度継続事業

地 地 全体事業費 2,600百万円

一 一

市の新たな顔づくりである小山駅周辺整備事業

一 一

小山駅東口周辺土地利用基本構想に基づき

一 一

を目指した駅東口周辺土地利用の推進を図る。

・小山駅東口周辺土地利用推進計画検討業務

粟宮・間々田地内　道路整備事業

一 地 ・道路標識設置、植栽

一

雨水処理に要する経費等

県 県

一 一

～ 国 国 ・(新) 通宿公園

地 地 ・(新) 西山南公園

一 一

国 国 した遊具や休憩施設を更新する。

地 地 ・(新)小山運動公園テニスコート人工芝張替

一 一

城山公園の再整備事業

一 一

小山運動公園本球場の改修を行う。

地 国 ・野球場内部改修、内外野出入口追加設置等

一 地

一

小山総合公園の整備を行う。

地 一 ・駐車場西側トイレ整備

一 ・水路浚渫

地 地 事業期間　平成30～31年度

一 一 ・水上アスレチック（設計・工事）

小 山 駅 周 辺

整 備 事 業 を推進するため調査及び計画策定を行う。

・ ・ 城 東 線

道 路 改 良 事 業

小 山 駅 東 口 周 辺

土地利用推進事業

・ ・ 小山野木線

（ 粟 宮 工 区 ）

道 路 整 備 事 業

公 共 下 水 道 事 業

土地の高度利用の促進や良好な市街地環境

(拡大)

・(新)小山駅東口周辺コンベンション誘致計画策定

特 別 会 計 繰 出 金

都 市 公 園 既存の都市公園施設のバリアフリー化を図る。

安 全 ・ 安 心

対 策 事 業

小 山 運 動 公 園

野 球 場 整 備 事 業

城 山 公 園

整 備 事 業 ・樹木剪定、間伐

(拡大)

公園施設長寿命化 公園施設長寿命化計画に基づき、老朽化

対 策 事 業

(拡大)

整 備 事 業

小 山 総 合 公 園

整 備 事 業

小 山 総 合 公 園 小山総合公園内に水上アスレチックの整備を行う。

水 上 ア ス レ チ ッ ク

－71－



頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 一 一

・実施設計等

一 一

・築山植栽

一 一

・水準測量業務

・樹木伐採、池浚渫

地 一 ・神久保公園駐車場整備

一 ・自治会公園

　　（発戸、平和、楓山、喜沢中部、卒島新倉）

・浅間東公園防球ネット設置

・小山思いの森芝張

・萩山、やすらぎの森フェンス設置

　 　 　

他 他 ・５公園　

一 一 （小山総合公園、小山運動公園、あけぼの公園

　原之内公園、思川緑地）

・５公園以外

他 他

一 一

・(新)市営住宅指定管理料

他 国 ・市営住宅改修工事

(拡大) 一 地 ・事務費

他

一

一 一

市営住宅長寿命化計画に基づき、市営住宅を

国 国 改修し長寿命化を推進する。

地 地 ・扶桑市営住宅改修

一 一

・長寿命化推進調査業務

思 川 豊 田 緑 地 島田地区の堤防整備で創出された土地を市民の

整 備 事 業 スポーツ・レクレーションの場として整備を行う。

各公園の整備、修繕等

あ け ぼ の 公 園 利便性向上のための公園改修を行う。

改 修 事 業 ・野球場北側駐車場区画割工事

間 々 田 八 幡 公 園 間々田八幡公園のより一層の魅力アップを図る

整 備 事 業

・遊具、休養・便益施設改修 等

公 園 管 理 事 業 公園維持管理及び運営に関する経費

（ 地 区 公 園 ） ために再整備を行う。

整 備 事 業

そ の 他 公 園

都市緑化推進事業 緑の保全と緑化推進を目的とし、水と緑の豊かな

都市形成を図る。

・保存樹木及び生垣設置に対する助成

・公園等愛護里親会等への助成

市 営 住 宅

維 持 管 理 事 業

市営住宅長寿命化

推 進 事 業

・横倉市営住宅解体

三 世 代 同 居 推 進 親世帯との同居を支援することで、子育て・介護

補 助 金 交 付 事 業 への家族同士での支え合いを推進する。
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消防費

本年度予算額 ２０億１，０１３万９千円

前年度予算額 １９億４，７６０万１千円

この予算は、市民生活の安全の確保に要する経費であり、消防本部が所管しています。

前年度と比較しますと６，２５３万８千円、３．２％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一

  機能別団員200名、機関員 234名

地 地

一 一 ・消防水利道路標示工事

消防車両の更新

県 地

地 一

一 ・(新)豊田分署高規格救急自動車

消防器具の更新

一 一 ・水難救助資機材

消防水利の不足地区の解消を図る。

地 地 ・消防消火栓の新設及び布設替等　11基

一 一 ・消火栓補修工事

水防工法用資機材・水防倉庫管理費

一 一

・低水位ストレーナー

・水防用備蓄資機材

・水防講習会

・水防倉庫賃借料

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

消 防 団 員 報 酬 消防団員854名への報酬。

・団長 1名、副団長 4名、本部員 6名、分団長 18名、

　副分団長 18名、部長 40名、班長 58名、団員275名

消 防 施 設 工 事 費 ・(新）防火水槽新設(延島、生良地内）

（拡大） ・自家用電気工作物整備（間々田分署）

消 防 車 両 整 備 費

（拡大） ･（新）第6分団(横倉新田)消防ポンプ自動車

・（新）第16分団1部(網戸)消防ポンプ自動車

消 防 器 具 整 備 費

・連結水のう

・救急・救助資機材

消 火 栓 新 設 等

工 事 負 担 金

水 防 活 動 費
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教育費

本年度予算額 ５２億２，３５７万９千円

前年度予算額 ６６億３，７０４万２千円

この予算は、学校教育、体育、文化及び社会教育の振興を図るための経費であり、教育

委員会事務局等が所管しています。

前年度と比較しますと、１４億１，３４６万３千円、２１．３％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一 選定委員　5人

一 一 援を行い、学校図書館の充実を図る経費。

一 一 下生井小3人、網戸小2人、絹義務教育前期1人

・教員旅費

小中学校英語教育の推進のため、外国語指導

～ 他 他 助手の全校配置、英語検定受験補助を行う。

一 一 ・ＡＬＴ配置コーディネーター賃金　

＊直接雇用による20人は報酬で計上

・(拡大)ALT派遣委託業務（15人分）

・(新)英語検定受験料半額補助

・事務費

・就園奨励金

国 国 ・第3子以降保育料無料化分助成

県 県 ・入園料助成金

一 一 ・預かり保育料助成

・幼児教育推進等助成

支援を必要とする児童生徒の教育的ニーズに即

他 一 した指導・支援をするため、Ｔ・Ｔ教員、生活介助

一 員（2名増）、就学相談員を配置する経費。

市内小中学校における教育情報支援システムを

一 一

体験水田農園における農作業体験を通して、

一 一 食料・農業・農村への関心と理解を深める経費。

・田んぼの学校８校

・学校体験農園　 小学校24校 義務教育学校

児童生徒の悩み相談や、学校教育活動支援に

一 一 生活相談員、心の教室相談員、外国人児童生

徒指導員を配置する経費。

用いた安心・安全な情報の利活用に関する経費。

中・寒川・穂積・旧延島・間々田東
大谷北・羽川・萱橋

づ く り ・ 学 校 体 験

学 校 教 育 相 談 員

農 園 設 置 事 業

田 ん ぼ の 学 校

配 置 事 業

幼 児 教 育

ｻﾎﾟｰﾀ－配置事業

推 進 補 助 金

(拡大)

特 別 支 援 教 育

学 校 教 育 支 援

システム開発事業

めの教員採用事業

＊人件費は職員活性課対応（6人）

おやま英語教育の

ま ち 推 進 事 業

(拡大)

小 中 学 校 教 科 用 教科書選定委員会・調査員会設置に係る経費。

図 書 採 択 経 費

学 校 図 書 館 司 書 放送大学における受講及び資格取得に対し支

教 諭 育 成 事 業

複式学級解消のた 市独自で職員を採用し、複式学級を解消する。

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

小山地区定住自立圏形成協定に基づく、

～ 一 一 関係市町との地域学習の受け入れを行う経費。

教育現場に専門的知識・技能を有する社会人

一 一 を配置する経費。

校長や社会教育指導員経験者を登録し、学校

一 一 が抱える様々な課題への対応を行う経費。

学習指導や生活指導等の補助員として教員免

一 一 許所持者を非常勤講師として配置する経費。

専門的知識を持つリーダーにより、小学校の巡

県 県 回や地域防犯パトロール隊の指導を行う経費。

一 一

白鷗大学・宇都宮大学と連携し、小・中学校

一 一 で大学生が学習及び部活動の支援を行う経費。

一 一

経済的理由により修学困難な者に対し、学資

他 他 を貸与して人材育成を図る。

一 一 月額　25，000円
月額　30，000円
月額　10，000円
月額　12，000円

海外留学生 月額　50，000円
おやまふるさとみらい奨学金 　 月額　20，000円

防犯ブザーの貸与と学校安全ボランティアへ防

一 一 犯ベストを配布し、安全対策を図る経費。

外国人の就学率向上のために、子どもや保護

一 一 者に対し生活指導を行うとともに、「かけはし」

で日本語の習得、学校生活への適応を図るた

めの指導を行う経費。

小規模特認校を魅力ある学校とするため、放課

一 一 後活動の充実を図る経費。

心疾患による救命率向上と救急教育への活用を

一 一 図るためＡＥＤを配置する経費。

一 一

生き生き学び合う 好ましい学級集団づくりと教職員研修の拡充を

お や ま っ 子 づ く り 推進し、知・徳・体の調和の取れた確かな学力

推 進 事 業 の向上を図る。

外 国 人 児 童 生 徒

支 援 事 業

魅 力 あ る

事 業

小 中 学 校 Ａ Ｅ Ｄ

整 備 事 業

学 校 づ く り

　　　　 自宅外通学
高校　 自宅通学

　　　　 自宅外通学

　卒業後市内に定住する意思を有し、大学等
　に在学する者に対し貸与する。

児 童 ・ 生 徒 安 全

対 策 事 業

学校の安全を確保し、非常事態発生の予防を

システム整備事業 図る経費。

奨 学 金 貸 付 事 業

大学等自宅通学

配 置 事 業

ス ク ー ル ガ ー ド

リーダー配置事業

大学生によるスクー

ル サ ポ ー ト 事 業

小中学校緊急通報

特 別 非 常 勤 講 師

配 置 事 業

学 校 支 援

地 域 学 習 事 業

社 会 人 Ｔ ・ Ｔ

ア ド バ イ ザ ー

事 業

定 住 自 立 圏 共 生

ビ ジ ョ ン に お け る

（本場結城紬着心地体験・地域交流記念品・渡良瀬

遊水地ガイドブック等）
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

子ども達に学びの機会を提供するため、白鷗

～ 一 一 大学、小山高専、関東能開大と連携する経費。

尐子化、人口急増、教育環境等の諸問題の

一 一 調査及び適正規模・配置等の具体化を図る。

・(新)乙女小学校施設整備推進計画策定

小中一貫教育をさらに推進する方策を講じ、

国 国 小中一貫校整備について調査研究する経費。

一 一

豊田中隣接地に小中一貫校の整備を行う。

地 地 ・用地造成工事

一 一 ・用地管理費等

城南地区新設小学校開校準備に係る経費。

一 (開校式費用、校歌板作成費等）

(新)

・学校運営協議会　小山第一小、豊田北小、

国 国 小山第三中、絹義務教育、小山城東小、大谷北小、

一 県 (新)小山第二小、(新)中小

（拡大） 一 ・研究校 小山城南小・羽川小・羽川西小

＊運営協議会委員72人は報酬で計上

一 一 ＊対策協議会・専門委員会委員10人は報酬で計上

小中学校の学校図書システムの円滑な運用に

一 一 より、読書環境の整備を図る。

小中学校に導入の「学習支援システム」を、イン

一 一 ターネット接続環境やPC等を持たない家庭の児

童生徒が公共施設で利用する運営経費。

・中央、間々田、大谷、豊田、桑、絹公民館

梁・延島地区から絹義務教育学校に遠距離通学

一 一

一

(新)

児童の心臓疾患等を早期に発見し、適切な事

県 県

一 一 ＊心臓検診委員会委員16人は報酬で計上

学 習 支 援 事 業

経 費

絹義務教育学校

ス ク ー ル バ ス

運 行 事 業

小学校心臓検診

教 職 員 の

い じ め 防 止 いじめ防止等取組の充実及び体制づくりを行う。

推 進 事 業

学校図書館電算

システム運営事業

子ど も貧困撲滅

推 進 事 業

新 設 小 学 校

地域とともにある

学 校 づ く り 推 進

整 備 事 業

事業

豊 田 中 学 区

キッズユニバーシ

テ ィ お や ま 事業

学校適正配置等

推 進 事 業

小中一貫教育及び

小 中 一 貫 校

(拡大)

する児童に対し、スクールバスを4台委託運行し

支援する経費。

城 南 地 区

新 設 小 学 校

開 校 推 進 事 業

働 き 方 改 革

教員の長時間労働を軽減するための働き方改
革を支援する。

支 援 事 業

・電話取付用留守番装置

・ｽｷｬﾅ、ﾏｰｸｼｰﾄ読取ｿﾌﾄ（ｱﾝｹｰﾄ集計用）

・学校支援員賃金(4人分)

後処理を行うため、１・４年生を対象の検診経費。
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

小学校25校の管理運営費。

国 国 ・校舎等施設営繕費

他 他 ・標準運営費

一 一 ・校具教材備品整備費

・教職員健康診断経費

・教育用コンピュータ整備費

・需用費等

体験活動や調べ学習などの授業を展開する

～ 一 一 ための補助金を交付する。

・実践事業等補助金500円*9,220人

・小学校道徳教育研究指定校補助金

地域や児童の実態を踏まえ、創意工夫した

一 一 特色ある教育、学校づくりを行うための補助

金を交付する。 大規模校

小規模校

義務教育学校（前期）

学校図書館の図書の充実を図る経費。

一 一

とちぎ海浜自然の家での宿泊学習バス代補助。

一 一

「本場結城紬」や「渡良瀬遊水地」への社会科

一 一 見学バス代補助。

経済的理由により就学が困難と認められる児童

国 国 の保護者に対する援助。認定基準を生活保護

一 一 基準額の1.2倍に引き下げ。（～H29は1.0倍）

地 地

一 一

・緊急用

洋式化改修工事を計画的に実施する。

地 地 ・設計6校

一 一 ・工事8校

国 国 ・校舎、グラウンド、プール建設工事

地 地 ・新設小備品購入費

一 一 ・物品移設、消耗品費等

・小山第三小屋内運動場屋根改修

・城南小ピロティ改修

・間々田東小体育舎屋根改修

100,000円（13校）

　 50,000円（1校）

図 書 費 補 助 金

臨 海 自 然 教 室

推 進 事 業

本 場 結 城 紬 ・

渡 良 瀬 遊 水 地

体験学習支援事業

管 理 運 営 費

総 合 的 な 学 習 の

時 間 実 践 事 業

特 色 あ る 学 校

づ く り 事 業

施 設 整 備 事 業

城 南 地 区 新 設

小 学 校 建 設 事 業

・屋内運動場照明LED化事業（城東小・大谷北小）

　 50,000円（11校）

・羽川西小北側校舎雤漏り補修

平成31年4月の開校を目指し、継続して工事を行う。

(小山城南・羽川・小山城北・間々田東・旭・萱橋)

若木・間々田東・大谷北・小山城東)

(羽川西・間々田・小山第三・羽川・

ト イ レ 改 修 事 業

（拡大）

児 童 就 学 援 助 費

(拡大)
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

中学校11校の管理運営費。

～ 国 国 ・校舎等施設営繕費

一 他 ・標準運営費

一 ・校具教材備品整備費

・教職員健康診断経費

・教育用コンピュータ整備費

・需用費等

心臓疾患等を早期に発見し適切な事後管理を

一 一 行うため、中学１年生を対象の検診経費。

体験活動や調べ学習などの授業を展開する

一 一 ための補助金を交付する。

実践事業等補助金　各校　100,000円

・中学校道徳教育研究指定校補助金

地域や生徒の実態を踏まえ、創意工夫した

一 一 特色ある教育、学校づくりを行うための補助

金を交付する。 各校　140,000円

学校図書館の図書の充実を図る経費。

一 一

経済的理由により就学が困難と認められる生徒

国 国 の保護者に対する援助。認定基準を生活保護

一 一 基準額の1.2倍に引き下げ。（～H29は1.0倍）

学校、家庭、関係機関が連携し、不登校の児童

一 県 生徒へ家庭訪問による学校復帰やアルカディア

一 通級支援及びアルカディアでの支援を行う。

地 国

一 地

一 ・大谷中体育舎屋根改修

・緊急用

・洋式化改修設計（豊田中・間々田中）

地 一 ・緊急用

一

・成人式

～ 一 一 ・家庭教育推進事業

・社会教育団体育成事業

・総合調整事務費

県 県 ・情報提供事業（生涯学習おやま）

他 他 ・学びの教室事業 

一 一 　中央・大谷・間々田・豊田・桑・絹

・大学開放事業

・まちづくり出前講座事業

・おやま市民大学事業

・まちかど美術館事業

不 登 校 適 応 指 導

教 室 運 営 事 業

施 設 整 備 事 業

社会教育振興事業

生涯教育推進事業

生 徒 心 臓 検 診 費

・屋内運動場照明LED化事業（豊田中・小山中）

・小山第二中美術室天井改修

総 合 的 な 学 習 の

時 間 実 践 事 業

特 色 あ る 学 校

づ く り 事 業

図 書 費 補 助 金

・桑中スロープ設置、身障者トイレ改修

ト イ レ 改 修 事 業

管 理 運 営 費

生 徒 就 学 援 助 費

（拡大）
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・推進活動費 

～ 県 県 ・いじめ等防止市民会議

一 一 ・指導啓発事業費

・集会所指導事業費(講座等経費)

・集会所管理費(光熱水費、修繕等)

全公民館施設等の維持管理に係る経費。

他 他

一 一

図書館機能を活かし、ビジネス・農業支援の

～ 一 一 資料、情報を提供する経費。

9か月児健康相談会場において絵本1冊を

一 一 贈呈し、読み聞かせを行う経費。

移動図書館(20か所)、公民館図書室(5か所)

一 一 配本所(3か所)にて図書サービスを行う経費。

図書館施設等の維持管理及び窓口業務

他 他 委託等に係る経費。

一 一

図書館資料等の購入及び新刊書誌作成に係る

一 一 経費。

小山市に関する「地域資料」をデジタル化し、

他 インターネットに公開する経費。

一

中央図書館、移動図書館、３分館、公民館図書

一 一 室・配本所を結ぶネットワークの維持管理経費。

豊かな文化の創造のため、市民一人一芸術を
～ 一 一 目指し、その成果を児童生徒を始め広く市民に

発表する場と機会を設ける。

市制６５周年事業として、小山義政の乱・小山

一 若犬丸の乱を題材にした市民能「小山安犬」

の再演を実施する。

市民が自主的に行う文化芸術活動や若手芸術

他 他

一 一

指定文化財所有者等とともに、保存・管理を図る。

国 一 ・高椅神社楼門修繕補助金

一 ・維持管理費等

国史跡摩利支天塚・琵琶塚古墳資料館の開館

他 一 及び管理運営に係る経費。

一

国史跡寺野東遺跡及びガイダンス施設の維持

一 一

管 理 運 営 事 業

支援サービス事業

図書館電算システ

図 書 館 ビ ジ ネ ス

図 書 購 入 費

施 設 管 理 費

人権教育推進事業

絵 本 と ふ れ あ う

し あ わ せ 事 業

移 動 図 書 館

運 営 事 業

ム 運 営 事 業

施 設 管 理 費

市 民 文 化 祭 事 業

管理と縄文まつりの開催。

文 化 芸 術 活 動

推 進 事 業 家の育成支援に助成し、文化振興の推進を図る。

指 定 文 化 財

古 墳 拠 点 施 設

中 央 図 書 館 地 域

資料ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化事業

(新)

小 山 安 犬

復 活 事 業

(新)

保 存 整 備 事 業

寺 野 東 遺 跡 施 設

管 理 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・祗園城跡活用推進事業

～ 国 国 ・歴史的風致維持向上計画調査事業

地 地 ・ハンドベルによるまちづくり事業

他 他 ・歴史のまちづくり事業

一 一 ・摩利支天塚・琵琶塚古墳等整備事業　

公共事業及び民間開発に伴う発掘調査、国史

国 国 跡摩利支天塚・琵琶塚古墳の発掘調査経費。

他 他 ・公共事業、民間開発等

一 一 ・摩利支天塚・琵琶塚古墳

劇団四季「こころの劇場」によるミュージカル鑑賞

一 一 会バス代補助。

・第70回企画展「碓井要作」

他 他 3月31日－5月27日

一 一 ・県立博物館移動展 7月21日－8月31日

・第71回企画展「木と手しごと」

10月20日－12月2日

天体望遠鏡搭載車「ほっしー★OYAMA」を

一 一 活用して、市民の天体学習の充実を図る経費。

博物館施設等の維持管理経費。

地 他 ・施設管理費等

他 一 ・国史跡乙女不動原瓦窯跡維持管理費

一 ・(新)瓦窯跡工房茅葺屋根葺き替え工事

「青少年健全育成大会」の開催や「あいさつ

～ 一 一 運動」を推進する経費。

青少年本人やその保護者などが匿名で相談を

一 一 受ける電話相談員を配置するほか、臨床心理士

等による面接相談を行う経費。

＊主任相談員1人、相談員6人は報酬で計上

他 他 地域で青少年活動を実施している団体へ補助。

一 一 ・団体・グループ活動補助金

・小山市子ども会育成会連合会事務局

　運営経費補助金

地域の参画を得て、異学年間や大人とのふれあ

県 県 いを通じ、社会性、自主性、創造力を育む。

一 一 ・間々田小、乙女小、豊田北小、若木小

生涯学習センター及び学習室(通称：おやま

一 一 未来開運塾)の運営経費。

・指定管理料

・再開発ビル共同経費負担金

・修繕料等

創 生 事 業

放課後子ども教室

推 進 事 業

企 画 展 費

生涯学習センター

施 設 管 理 事 業

(拡大)

健全育成啓発事業

相 談 事 業 費

団 体 ・ グ ル ー プ

活 動 事 業

移動式天体望遠鏡

運 営 事 業

管 理 運 営 費

遺 跡 発 掘

調 査 事 業

学 校 文 化 芸 術

体 験 事 業

小 山 ブ ラ ン ド

小野塚イツ子記念青少年健全育成活動助成金など
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・美術館運営費

他 他 ・美術館事業費

一 一

第44回企画展「日本近代洋画の名品展」

7月21日－9月9日

第45回企画展「木とあそぼ～アートでZoo」

10月6日－12月16日

第4回「10×15の世界コンテスト展」（公募展）

1月19日－2月3日

準備調査　第46・48回企画展

「スポーツのまち小山」のPR・推進に係る経費。

～ 一 一  ・小山市・結城市両市長杯友好親善

(拡大) 　中学生野球大会経費

・市出身アスリートPV関連費

・夏休み　学びの教室経費等

・事務費

スポーツツーリズムの企画運営に係る経費

一

・白鷗大学との連携に係る経費等

世界のトップチームの事前合宿地として誘致

一 一 活動を実施する。

・ファミリースポーツ推進事業

県 県 ・ツール・ド・おやま開催事業

他 他 ・プロスポーツ交流推進事業

一 一 ・総合型地域スポーツクラブ育成

・おやま思川ざくらマラソン大会

・大会実行委員会補助金

国 一

一

・運営費等補助金

一 一 ・スポーツ振興費補助金

他 他 ・小山運動公園陸上競技場第3種公認

一 一 　取得器具保守点検業務

・(新)「第３次小山市スポーツ立市振興計画」策定

企 画 運 営 事 業

・事務費

小 山 市 体 育 協 会

補 助 金

社 会 体 育 ・スポーツ大会等出場祝金 

・パークゴルフ備品購入費等

ツール・ド・とちぎ

開 催 支 援 事 業

行 政 諸 費

関 連 事 業

東 京 オ リ ン ピ ッ ク

直 前 キ ャ ン プ

生 涯 ス ポ ー ツ

推 進 事 業

車 屋 美 術 館 費

ス ポ ー ツ 立 市

スポーツツーリズム

誘 致 事 業

(新)

第43回企画展「古川龍生木版画展」5月2日－6月3日

・スポーツツーリズム推進5ヵ年計画策定
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

小学校給食の運営、調理場施設の維持管理。

国 国 ・管理運営費

他 他 ・配食業務委託費

一 一 ・調理業務委託費（16ヶ所）

・特別支援教育就学奨励費他

・調理場施設等整備費

中学校給食の運営、調理場施設の維持管理。

～ 国 国 ・管理運営費

他 他 ・配食業務委託費

一 一 ・調理業務委託費（6ヶ所）

・特別支援教育就学奨励費他

・調理場施設等整備費

武道館、弓道場他市内グランドの維持、管理に

他 一 係る経費。

一 ・(新)小山市開運スポーツ合宿所

市立体育館建設に関する経費。

一 一

県立県南体育館の管理運営経費。

県 県

他 他

一 一

県立県南温水プール館の管理運営経費。

県 県

他 他

一

県室内温水プール

管 理 運 営 事 業

整 備 事 業

県 南 体 育 館

管 理 運 営 事 業

・PFIアドバイザリー業務委託等

市 立 体 育 館

小 学 校 給 食 費

中 学 校 給 食 費

(拡大)

施設管理運営費
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公債費

本年度予算額 ６４億２，１３７万１千円

前年度予算額 ５９億５，９２２万７千円

この予算は、市債の償還に要する経費であり、総合政策部が所管しています。

前年度と比較しますと、４億６，２１４万４千円、７．８％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

定期償還元金

地 地 借換元金

他 他 償還利子

一 一

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

公 債 費

（単位　千円）
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国民健康保険特別会計（事業勘定）

本年度予算額 １６９億９，８００万円

前年度予算額 ２０８億　　７００万円

この予算は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関しての必要な保険給付を行い、

市民の医療保障と福祉の増進に要する経費であり、市民生活部、総合政策部等が所管して

います。

前年度と比較しますと、３８億９００万円、１８．３％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

療養諸費

～ 県 国 高額療養費

他 県 移送費

一 他 出産育児諸費

一 葬祭諸費

一般被保険者医療給付費分

県 退職被保険者等医療給付費分

他 一般被保険者後期高齢者支援金分

一 退職被保険者等後期高齢者支援金分

介護納付金分

特定健診事業

県 国 保健指導事業

一 県 その他事務費

他

一

訪問看護指導員報酬

県 国 医療費通知事業

一 県 後発医薬品差額通知事業

一 高額療養資金貸付事業

健康しおり作成事業

国保ヘルスアップ事業

受診勧奨のための訪問指導事業

人間ドック検診事業

国 民 健 康 保 険

事 業 費 納 付 金

特 定 健 診 ・

特定保健指導事業

保 健 事 業

保 険 給 付 費

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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介護保険特別会計

本年度予算額 １０９億６，６５０万円

前年度予算額 １０６億７，９９０万円

この予算は、介護を国民全体で支え合うことを主旨とし、適切な介護給付の確保を図るため、

居宅介護サービス等の保険給付、及び介護予防、認知症対策等の地域支援事業を行う等、

老人福祉増進に要する経費であり、保健福祉部、総合政策部が所管しています。

前年度と比較しますと、２億８，６６０万円、２．７％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

認定審査会費

他 他 認定調査等費

介護サービス等諸費

～ 国 国 介護予防サービス等諸費

県 県 高額介護サービス等費

他 他 高額医療合算介護サービス等費

一 一 特定入所者介護サービス等費

その他諸費

介護予防・生活支援サービス事業

国 国  ・訪問型サービス事業

県 県  ・通所型サービス事業

他 他  ・配食サービス事業

一 一  ・高額介護サービス費相当事業

 ・介護予防ケアマネージメント事業

 ・介護予防自立指導員

～ 国 国 一般介護予防事業

県 県  ・介護予防普及啓発事業

他 他  ・地域介護予防活動支援事業

一 一

権利擁護事業

～ 国 国 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

県 県 任意事業

他 他  ・(拡大)介護ケアマネジメント指導員

一 一  ・介護用品支給事業

 ・介護給付等費用適正化事業 

 ・配食支援事業

 ・その他事業

在宅医療・介護連携推進事業

(拡大)生活支援体制整備事業

認知症総合支援事業

包括的支援事業・

任 意 事 業

(拡大)

介 護 予 防 ・ 生 活

支援サービス事業

一般介護予防事業

介護認定審査会費

保 険 給 付 費

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

 ・高額医療合算介護サービス費相当事業
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後期高齢者医療特別会計
本年度予算額 １６億８，３６０万円

前年度予算額 １４億７，６９０万円

この予算は、後期高齢者に対する適切な医療の確保を図るため、医療費の適正化の推進、

健康診査等の実施に関する措置を講ずるとともに、適正な医療の給付等を行い、高齢者の福

祉の増進に要する経費であり、市民生活部、総合政策部が所管しています。

前年度と比較しますと、２億６７０万円、１４．０％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

保険料負担金

他 他 保険基盤安定制度負担金

一 一

健診委託料
～ 他 他 事務費

病院事業債管理事業特別会計
本年度予算額 　７億８，５９０万円

前年度予算額 　８億５，１２０万円

この予算は、地方独立行政法人新小山市民病院の市債管理に関する経費であり、

保健福祉部が所管しています。

前年度と比較しますと、６，５３０万円、７．７％減少しています。

主な事業内容は、次のとおりです。

医療機器整備事業資金貸付

地 地

元金

他 他 利子

一

墓園やすらぎの森事業特別会計
本年度予算額 　　 ５，５７０万円

前年度予算額 １億　　１３０万円

この予算は、市民に長期に渡り安定的な墓所供給をするための墓所造成工事に要する経費

であり、市民生活部が所管しています。

前年度と比較しますと、４，５６０万円、４５．０％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

維持管理費等

他 他

元金

他 他 利子

一 一

墓 園 管 理 事 業

公 債 費

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

新 小 山 市 民 病 院

貸 付 金

公 債 費

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

事　　　業　　　内　　　容

広 域 連 合 納 付 金

健 診 事 業

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳
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栃木県南地方卸売市場特別会計

本年度予算額 　　 ５，５４０万円

前年度予算額 　　　　　　 ０万円

この予算は、栃木県南地方卸売市場施設の維持管理に要する経費であり、産業観光部

が所管しています。前年度と比較しますと、５，５４０万円増加(皆増)しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

人件費

他 管理運営費

一

施設修繕料

他

一 高圧幹線改修工事費

基金積立金

元金

他 利子

一

与良川水系湛水防除事業特別会計
本年度予算額 ４，０００万円

前年度予算額 ４，５４０万円

この予算は、与良川水系の荒川排水機場、与良川排水機場、塩沢排水機場の施設管理に

要する経費であり、産業観光部が所管しています。

前年度と比較しますと、５４０万円、１１．９％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

管理運営費

他 他

一 一

管理運営費

他 他

一 一

管理運営費

一 一

施 設 管 理 費

栃 木 県 南 地 方

栃 木 県 南 地 方

公 債 費

（単位　千円）

卸 売 市 場

総 務 管 理 費

卸 売 市 場 高圧幹線改修工事実施設計業務委託費

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

荒 川 排 水 機 場 費

与良川排水機場費

塩 沢 排 水 機 場 費

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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農業集落排水処理事業特別会計
本年度予算額 ６億２，５７０万円

前年度予算額 ６億５，１３０万円

この予算は、農業用排水の水質保全と農村環境の改善を図るため、農業集落における汚水

を処理するために要する経費であり、産業観光部が所管しています。

前年度と比較しますと、２，５６０万円、３．９％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

人件費

地 地 小山市統合型ＧＩＳ整備事業

一 一 　（データ更新・システム保守管理）

農業集落排水調定システム等使用料

消費税

地方公営企業法適用業務

その他事業費

他 他

一 一

施設機能診断及び最適整備構想を策定し、

県 県 施設長寿命化とﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの低減化を図る。

一 一

元金
～ 他 他 利子

一 一

小山東部第二工業団地造成事業特別会計
本年度予算額  ６億５，８６０万円

前年度予算額  　　 ７，４００万円

　この予算は、小山東部第二工業団地の造成に関する経費であり、産業観光部が

所管しています。

前年度と比較しますと、５億８，４６０万円、７９０．０％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

工業団地造成に係る経費

地 地 　基盤整備工事

一 一

　造成計画設計等業務委託

　地下水調査業務委託

　不動産鑑定料

　遺跡整理報告書作成業務委託

利子

一

（単位　千円）

　配水管工事負担金

工 業 団 地

造 成 事 業 費

事 業 費

公 債 費

公 債 費

頁 款 項 事 業 名
本 年 度 事 業 費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

農 業 集 落 排 水

総 務 管 理 費

農 業 集 落 排 水 農業集落排水処理施設１４地区の施設管理費

施 設 管 理 費

農 業 集 落 排 水

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

（単位　千円）
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テクノパーク小山南部造成事業特別会計
本年度予算額 ３億　７６０万円

前年度予算額 ６億　９００万円

　この予算は、テクノパーク小山南部の造成に関する経費であり、産業観光部が

所管しています。

前年度と比較しますと、３億１４０万円、４９．５％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

工業団地造成に係る経費

地 地 　整地及び排水整備工事

一 一

　実施設計他業務委託

　文化財調査

　不動産鑑定料

　排水路使用負担金

　配水管実施設計負担金

利子

一

公共用地先行取得事業特別会計
本年度予算額 　　 ２，８００万円

前年度予算額 　　 ２，３６０万円

この予算は、公共事業の円滑かつ効率的な執行を図ることを目的とし、公共用地を先行取得

するための経費であり、建設水道部が所管しています。

前年度と比較しますと、４４０万円、１８．６％増加しています。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一

元金

一 一 利子

（単位　千円）

造 成 事 業 費

頁 款 項 事 業 名
本 年 度 事 業 費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

頁 款 項 事 業 名
本 年 度 事 業 費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

公 共 用 地 先 行

取 得 費

公 債 費

（単位　千円）

　管理等業務委託

公 債 費

工 業 団 地

－89－



公共下水道事業特別会計

本年度予算額 ５４億４，６００万円

前年度予算額 ５１億８，７００万円

この予算は、公共下水道及び流域下水道の建設及び維持管理に要する経費であり、建設

水道部が所管しています。

前年度と比較しますと、２億５，９００万円、５．０％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

地方公営企業法適用支援業務委託

地 地

他 他

下水道使用料徴収事務を委託している

他 他 水道事業に支出

～ 他 他

公共下水道台帳更新業務委託

他 他

管渠工事

～ 国 国 　開削φ200 Ｌ＝635ｍ

地 地

他 他

管渠工事

国 国 　開削φ200～300 Ｌ＝350ｍ

地 地

他 他

管渠工事

国 国 　開削φ200 Ｌ＝835ｍ

地 地

他 他

管渠工事

国 地 　開削φ200 Ｌ＝180ｍ

地 他

他

実施設計　　　　Ｌ＝2,700ｍ、MP2基、地質調査

国 国 管渠工事

地 地 　推進φ350 Ｌ＝400ｍ

他 他 　開削φ200 Ｌ＝300ｍ

小 山 汚 水

雨ケ谷処理分区

小 山 汚 水

横倉第二処理分区

小 山 汚 水

喜 沢 処 理 分 区

小 山 汚 水

大行寺処理分区

小 山 汚 水

粟 宮 処 理 分 区

水処理セン ター 小山水処理ｾﾝﾀｰ施設業務委託

施 設 管 理 業 務 扶桑水処理ｾﾝﾀｰ施設業務委託

公 共 下 水 道

台 帳 作 成 業 務

地方公営企業法

適 用 事 業

下 水 道 使 用 料

徴収事務負担金

地方公営企業法適用会計システム導入業務委託

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

実施設計（城南汚水中継ポンプ場）

～ 国 国

地 地

他 他

実施設計

地 　　　　φ200　 　　 Ｌ＝300ｍ

(新) 他

管渠改築工事

地 地 　改築φ1800　　　 Ｌ＝56ｍ

他 他

地 地 　開削φ200　　　　 Ｌ＝35ｍ

他 他

管渠工事

国 国 　開削φ200  　　　 Ｌ＝100ｍ

地 地

他 他

管渠工事

国 国 　開削φ200  　　　 Ｌ＝160ｍ

地 地

他 他

横倉第一雨水幹線延伸（平成27～31年度）

国 国 　推進φ2000　　   Ｌ＝4 0ｍ

地 地 　ボックスカルバート　1800×2000　　Ｌ＝66ｍ

一

詳細設計、用地買収（調整池）

国 国 基本設計（雨水ポンプ場）

地 一

一

国 国

地 他

他

国 国

地 地

他 他

小 山 汚 水

中央第八処理分区

扶桑水処理センター 長寿命化支援制度に基づく更新工事

施 設 改 修 事 業

大 行 寺 排 水 区

小山水処理センター 下水道ストックマネジメント支援制度に基づく計画

施 設 改 修 事 業 策定及び実施設計

間 々 田 第 一 ・

第 二 処 理 分 区

小 山 雨 水

横 倉 第 二 排 水 区

小 山 雨 水

管渠工事

羽 川 処 理 分 区

扶 桑 汚 水

扶 桑 処 理 分 区

流 域 関 連 汚 水

小 山 汚 水

城 南 処 理 分 区

小 山 汚 水

中 央 処 理 分 区

扶 桑 汚 水
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頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

下水道資源化工場建設委託料

～ 地 他 平成9～継続事業

他

公共桝設置工事

地 地

他 他

流域下水道事業建設費負担金

地 地

他 他

元金

地 地 利子

他 他

一 一

汚 泥 処 理 事 業

公共桝設置事業

流域下水道事業

公 債 費

流 域 下 水

－92－



（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

わがまちげんき発掘事業補助金

渡良瀬遊水地治水推進・ラムサール賢明な活用・
周辺整備推進期成同盟会補助金

コウノトリ・トキの舞うふるさとおやまをめざす会補助金

市民文化祭交付金

おやま開運まつり補助金

全国小山祗園城廃城400年記念講演補助金

広島平和記念式典中学生派遣事業補助金

男女共同参画フェア実行委員会補助金

紹興市中学生派遣事業補助金

小山市紹興市市民訪問団派遣事業補助金

オーストラリア・ケアンズ市中学生派遣事業補助金

コミュニティ助成金

消費生活展補助金

おやまグラウンドワーク活動事業補助金

おやまエコアップリーダー運営委員会補助金

エコリサイクルフェア実行委員会補助金

小山市保護司会補助金

小山市更生保護女性会補助金

身体障がい者スポーツ大会補助金

オレンジリボンキャンペーン補助金

キッズランドおやま運営費補助金

市母子寡婦福祉連合会勧奨事業補助金

認定こども園等実費徴収補助金

老人クラブ連合会大会開催事業補助金

友愛サロン事業補助金

小　山　市　補　助　金　一　覧　表
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

支え合いサロン活動支援事業補助金

ふれ愛入浴サービス事業補助金

保健衛生事業推進協力金

地域医療対策補助金

健康都市おやまフェスティバル補助金

結核検診事務協力補助金

農業祭補助金

認定農業者等研修給付事業補助金

菜の花プロジェクト推進事業費補助金

経営所得安定対策推進事業費補助金

経営所得安定対策協力員補助金

農地集積協力金

担い手・農地総合対策事業規模拡大交付金

なつみずたんぼ振興事業費補助金

環境にやさしい農業推進事業費補助金

おやま農畜産物元気あっぷ事業補助金

高効率施設園芸支援事業補助金

とちぎの集落営農確立支援事業費補助金

小山市地産地消・食育推進補助金

農商工連携アグリビジネス創出事業補助金

新規就農支援事業補助金

鳥獣被害対策協議会補助金

おやま和牛＆小山の豚「おとん」フェスティバル事業費補助金

小山農協肉牛枝肉共励会補助金

ふゆみずたんぼ生産拡大事業補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

ふゆみずたんぼ新規整備補助金

ふゆみずたんぼ生き物増殖事業補助金

ふゆみずたんぼ米オーナー制推進事業補助金

有機ＪＡＳ認証取得更新支援事業補助金

とちぎの元気な森づくり交付金

日本型直接支払土地改良区支援補助金

水害排除事業補助金

農業用水保全対策米づくり体験事業補助金

ラムサール・賢明な活用推進事業たんぼアート補助金

結城市との交流事業補助金

思川東部地区米づくり体験事業補助金

田んぼアート事業実行委員会補助金

土地改良区水利調査業務補助金

「桑・蚕・繭・紬・和装・和食」で紡ぐ総活躍のまちづくり事業補助金

地域振興活性化事業補助金

開運小山市共通商品券発行事業補助金

まちづくり活動推進事業補助金

中心市街地商業出店等促進事業補助金

ロブレビル再生事業補助金

おやまサマーフェスティバル補助金

おやま開運まつり補助金

小山晃思会大会補助金

おやまバルーンフェスタ補助金

小山の初市補助金

おはやし郷土芸能の振興補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

おもいがわ映画祭実行委員会補助金

デスティネーションキャンペーン実行委員会補助金

小山ブランド創生推進事業補助金

うどんのまちおやま創生推進事業補助金

ユネスコ文化遺産本場結城紬生産振興普及事業費補助金

おやまブランドまつり補助金

うまいものおやま評定補助金

本場結城紬販売促進事業補助金

桑の実プロジェクト事業補助金

本場結城紬振興調査推進事業補助金

小山発明展補助金

おやま産学官ネットワーク活動補助金

小山市工業団地連絡協議会事務局活動費補助金

ものづくり人材育成支援事業助成金

鬼怒川河川敷有効利用促進協議会特別補助金

道路愛護推進事業補助金

桜の里親連絡協議会補助金

地区まちづくり推進事業補助金

路線バス運行維持費補助金

デマンドバス運行維持費補助金

小山駅東循環バス運行維持費補助金

思川周辺有効活用事業補助金（アユ祭り）

さくら道まつり補助金

ほたるの館まつり補助金

小山市公園等愛護里親会助成金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

関東中学校体育大会補助金

小学校特別支援教育振興費補助金

小学校クラブ活動費補助金

小学校図書費補助金

小学校部活動費補助金

小学校ボランティア活動助成金

中学校進路対策費補助金

中学校特別支援教育振興費補助金

中学校図書費補助金

中学校部活動費補助金

中学校ボランティア活動助成金

被災幼児就園支援事業補助金

田んぼの学校づくり事業補助金

小学校「総合的な学習の時間」実践事業補助金

小学校道徳教育研究指定校補助金

小学校特色ある学校づくり事業補助金

臨海自然教室推進事業補助金

本場結城紬・渡良瀬遊水地体験学習支援事業補助金

中学校「総合的な学習の時間」実践事業補助金

中学校道徳教育研究指定校補助金

中学校特色ある学校づくり事業補助金

成人式実行委員会補助金

小山市民囲碁大会補助金

白鷗大学市民開放講座補助金

獨協医科大学オープンカレッジ開設補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

国際テクニカル専門学校講座開設補助金

古墳まつり実行委員会補助金

子どもの居場所づくり推進事業補助金

スポーツ大会実行委員会補助金

第1回全国キッズチア＆ダンスフェスティバルin OYAMA補助金

第5回ツール・ド・おやま2018大会実行委員会補助金

栃木ＳＣ地域支援パートナー補助金

栃木ゴールデンブレーブス地域支援パートナー補助金

総合型地域スポーツクラブ育成助成金

おやま思川ざくらマラソン大会実行委員会補助金

ツール・ド・とちぎ開催事業補助金

小山市スポーツ振興費補助金

小山市自主防災会活動費補助金

渡良瀬遊水地関連地域活性化協議会補助金

渡良瀬遊水地エコ・ツーリズム・ガイド協会補助金

生井地区ラムサール資源を活用した交流促進協議会補助金

「渡良瀬遊水地第2調節池」外来種対策・普及啓発・
環境教育促進協議会補助金

小山市文化協会補助金

地域伝統芸能保存団体助成補助金

小山市民劇団「開運座」補助金

小山市統計推進協議会年間活動補助金

栃木人権擁護委員協議会第二部会補助金

男女共同参画推進員協議会補助金

自治会連合会補助金

自治会連合会事務局運営経費補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

小山市国際交流協会補助金

住みよい間々田推進協議会育成補助金

未来創造ネットワーク白鷗補助金

県安全運転管理者協議会小山地区補助金

小山市交通指導員連絡協議会補助金

小山地区交通安全協会補助金

小山市消費者友の会補助金

小山市生活学校補助金

扶桑生活学校補助金

小山市消費者リーダー連絡会補助金

廃棄物減量等推進協議会活動費補助金

民生委員児童委員協議会補助金

小山市遺族連合会補助金

小山市身体障がい者福祉会連合会補助金

身体障がい児者父母の会活動費補助金

小山市手をつなぐ育成会小山支部補助金

小山市母子寡婦福祉会連合会補助金

小山市学童保育クラブ連合会活動補助金

私立保育園協議会補助金

母親クラブ活動費補助金（駅南・城北児童センター）

小山市幼稚園連合会補助金

老人クラブ連合会補助金

単位老人クラブ活動費補助金

健康推進員会活動費補助金

健康推進員ＯＢ会活動費補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

食生活改善推進員会活動補助金

運動普及推進員会活動補助金

和牛育成施設運営協議会補助金

農泊推進事業費補助金

集落営農組織支援事業補助金

小山市営農集団連絡協議会補助金

小山市認定農業者協議会補助金

小山市４Ｈクラブ協議会補助金

小山市農村生活研究グループ協議会補助金

小山市畜産推進協議会補助金

ふゆみずたんぼ推進協議会補助金

小山市土地改良推進協議会補助金

農地水多面的機能保全対策推進協議会補助金

下都賀漁業協同組合補助金

小山商工会議所補助金

間々田商工会補助金

小山市美田商工会補助金

桑絹商工会補助金

小山商店会連合会補助金

間々田商店会補助金

小山青年会議所補助金

小山駅西口青年部活性化委員会補助金

商工会合併推進調査補助金

小山市中小企業融資振興会補助金

統一メーデー補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

連合下都賀地域協議会補助金

小山地区勤労者センター運営費補助金

栃木県本場結城紬協同組合補助金

本場結城紬検査協同組合補助金

小山市工業団地連絡協議会補助金

小山市工業会補助金

思川右岸生井地区堤防強化対策協議会補助金

間々田地区思川左岸堤防強化対策協議会補助金

巴波・永野川築堤堤防改修工事対策協議会補助金

鬼怒川河川敷有効利用促進協議会補助金

渡良瀬遊水地第２調節池周辺地区治水事業促進連絡協議会補助金

河川愛護会補助金

間々田環境整備促進協議会補助金

小山駅西口周辺地区街なか居住推進懇談会補助金

小山駅周辺整備推進協議会補助金

小山市工場環境緑化推進協議会補助金

小山市明るい選挙推進協議会補助金

小山市ＰＴＡ連合会補助金

まり・びわ古墳の会補助金

小山市青少年健全育成連絡協議会補助金

日本ボーイスカウト栃木連盟小山地区協議会補助金

ガールスカウト日本連盟栃木県第１１団補助金

子ども会育成会連合会事務局運営経費補助金

小山市こども会育成会連合会補助金

小山市青少年育成指導員協議会補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

小山市スポーツ推進委員協議会運営費補助金

小山地区危険物保安協会補助金

小山市防火管理協会補助金

小山市女性防火クラブ連合会補助金

小山市少年消防クラブ補助金

小山市幼年消防クラブ補助金

小山市消防団互助会補助金

小山市自主防災会連絡協議会運営費補助金

自治会振興費補助金（広報等配布分）

芸術文化コンクール大会出場補助金

小山市文化芸術振興活動事業助成金

小山市職員共済会補助金

自主研究グループ助成金

通信講座受講者助成金

資格取得助成金

自治会振興費補助金（公民館・防犯灯等維持費）

自治会長活動費補助金

小山市海外友好都市等交流事業奨励金

市民活動推進事業補助金

小山市民生活安全に関する補助金

防犯カメラ設置費補助金

高齢者運転免許自主返納支援補助金

斎場使用料補助金

公衆浴場設備整備費補助金

飼い犬等避妊手術費補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

雨水タンク設置費補助金

住宅用新エネルギー機器設置費補助金

事業所等用太陽光発電システム設置費補助金

クリーンエネルギー自動車購入費補助金

渡良瀬遊水地産ヨシズ購入費補助金

ごみ収集所設置費補助金

リユース食器導入促進事業補助金

スズメバチ駆除費補助金

家庭用廃棄物処理機器設置費補助金

東日本大震災に伴う住宅等修繕費利子補給金

関東・東北豪雨災害に伴う住宅修繕等利子補給金

児童発達支援自己負担助成金

未就学児童短期入所自己負担助成金

未就学児童ホームヘルプサービス自己負担助成金

結婚新生活支援事業補助金

ＤＶ対策事業補助金

放課後児童健全育成事業指導員健康診断補助金

定員超過児童特別事業費補助金

特別保育事業等推進費補助金

地域交流事業費補助金

認可外保育施設職員健康診断費助成金

民間育児サービス施設助成金

認定こども園等一時預かり事業補助金

私立保育所職員研修事業等補助金

保育士等就業奨励金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

保育士再就職支度金

幼稚園就園奨励費補助金

幼稚園第三子以降保育料補助金

幼稚園子育てランド事業補助金

私立幼稚園特別支援事業補助金

幼稚園預かり保育料補助金

幼稚園等入園料助成金

はり・灸・マッサージ利用助成金

老人性白内障特殊眼鏡等購入助成金

シルバーカー購入助成金

敬老会補助金

骨髄ドナー登録奨励金

医療用ウィッグ購入費助成金

看護師確保支援奨励金

妊婦一般健康診査助成金

新生児聴覚検査助成金

予防接種助成金

繁殖・育成技術取得事業補助金

とちぎの農業緊急支援資金利子補給金

農業近代化等育成資金利子補給金

経営所得安定対策事業担い手加算金

直播栽培補助金

飼料用米多収性品種導入促進補助金

農業経営力向上支援事業補助金

広域防除推進事業補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

高収益農業生産拡大事業費補助金

小山市農業用廃プラスチック処理対策事業補助金

日本一はとむぎ生産拡大事業費補助金

農地流動化奨励金交付事業補助金

小山市新規就農者農業支援金

新規就農者支援事業補助金

ＧＡＰ認証取得更新申請費補助金

おやま花フェスタ補助金

稚蚕導入補助金

高品質繭補助金

養蚕ヘルパー助成金

鳥獣被害対策補助金

自衛防疫促進事業補助金

おやま和牛生産振興補助金

日本型直接支払交付金

東日本大震災に伴う中小企業融資制度利子補給金

関東・東北豪雨災害に伴う中小企業融資制度利子補給金

小山市勤労者住宅資金融資制度利子補給金

小規模事業者経営改善資金利子補給金

小山市中小企業事業資金信用保証料補助金

トライアル雇用奨励金

求職者技能向上教育訓練奨励金

小山市雇用促進奨励金

中小企業退職金共済制度普及補助金

転入勤労者等住宅取得支援補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

新幹線通勤定期購入費補助金

本場結城紬購入助成金

小山きものの日補助金

中小企業新製品新技術研究開発支援事業補助金

小山市工業振興奨励金

小山市中小企業工業所有権取得支援事業補助金

小山市中小企業ＩＳＯ認証取得支援事業補助金

小山市中小企業自社製品販路開拓事業補助金

小山市企業誘致促進事業土地取得助成金

小山市企業立地促進土地取得奨励金

小山市企業立地促進借地借家奨励金

三世代同居推進補助金

人にやさしいユニバーサルデザインタクシー整備事業費補助金

保存樹木等保全費用助成金

生垣設置費用助成金

木造住宅耐震対策改修利子補給金

空家等解体助成金

空き家バンク助成事業補助金

政務活動費交付金

大型特殊免許取得助成金

耕作放棄地対策事業交付金

栃木朝鮮学園教育補助金

中学生英語検定受験料補助金

特別の支援を要する幼児就園措置助成金

学校体験農園設置事業費補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

351 指定文化財維持管理費補助金 13,474

352 小野塚記念青少年健全育成活動助成金 1,500

353 スポーツ事故見舞助成金 100

354 防災ラジオ購入費補助金 2,250

355 自治会振興費補助金（公民館新築） 13,500

356 浄化槽設置費補助金 56,275

357 共同水道補助金 6,000

358 学童保育館新設整備費補助金 20,250

359 保育所等施設整備費補助金 112,500

360 地域密着型特別養護老人ホーム整備費補助金 18,009

361 認知症高齢者グループホーム整備費補助金 11,178

362 強い農業づくり事業補助金 175,353

363 新食肉センター整備事業補助金 17,602

364 農業基盤整備促進事業費補助金 108,450

365 県単独土地改良事業補助金 58,628

366 市単独土地改良事業補助金 1,700

367 土地改良施設維持管理適正化事業補助金 383

368 城山町二丁目第一地区社会資本整備総合交付金事業補助金 124,400

369 駅東通り一丁目第一地区優良建築物等整備事業補助金 143,400

370 思川西部土地区画整理助成金 106,000

371 民間建築物露出吹付アスベスト対策助成金 2,400

372 木造住宅耐震対策助成金 8,000

373 道路後退用地整備助成金 1,500

374 小山市社会福祉協議会補助金 38,200

375 シルバー人材センター事業補助金 25,500
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

小山市観光協会補助金

勤労者共済サービスセンター補助金

小山市体育協会補助金
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（単位：千円）

財 政 調 整 基 金

市 債 管 理 基 金

育 英 基 金

社 会 福 祉 基 金

博物館資料取得基金

庁 舎 建 設 基 金

高齢者地域福祉基金

体 育 館 建 設 基 金

児童生徒交流基金

勤 労 者 総 合 福 祉
セ ン タ ー 建 設 基 金

グラウンドワーク基金

小野塚記念青少年
健 全 育 成 基 金

文化芸術振興基金

小 山 評 定 ふ る さ と
応 援 基 金

平 和 基 金

子ども甲状腺検査基金

国 民 健 康 保 険
財 政 調 整 基 金

介護保険給付基金

合　　　　計

平成 年度末

現 在 高 予算計上取崩額取 崩 額 現在高見込額積 立 額

積　立　基　金　の　状　況

区　　　　分
平成 年度末 平成30年度当初平成 年度中増減見込額

－109－



（単位：千円）

現　　金

土　　地

運　用　基　金　の　状　況

内
　
　
訳

小 山 市 国 保 高 額
療養資金貸付基金

平 成 年 度 末 平 成 年 度 末
区　　　　分

小山市土地開発基金

平成 年度当初

現 在 高 増 減 高 現 在 高 見 込 額 予算計上取崩額

平 成 年 度 中
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

昭和62年 水道水源開発施設整備出資事業

昭和63年 水道水源開発施設整備出資事業

平成4年 市営住宅建設事業

平成4年 住宅新築資金貸付事業

平成4年 小山城南中学校校舎取得・小山城南小学校校舎増築・絹中学校増改築事業

平成4年 小山城南中学校校舎取得・小山城南小学校校舎増築・絹中学校増改築事業

平成5年 市営住宅建設事業

平成5年 市営住宅建設事業

平成5年 住宅新築資金貸付事業

平成5年 間々田小学校校舎増改築事業

平成5年 間々田小学校校舎増改築事業

平成5年 絹中学校校舎増改築事業

平成5年 水道老朽管更新出資事業

平成6年 市営住宅建設事業

平成6年 間々田小学校増改築事業

平成6年 水道老朽管更新出資事業

平成6年 水道老朽管更新出資事業

平成7年 大谷南小学校増改築事業・乙女中学校校舎取得事業（調整債）

平成7年 大谷南小学校増改築、給食施設整備事業・乙女中学校校舎取得事業

平成7年 水道水源開発施設整備出資事業

平成7年 水道水源開発施設整備出資事業

平成8年 公園整備事業

平成8年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成8年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成9年 都市計画事業

平成9年 公園整備事業

平成9年 公園整備事業

平成9年 臨時地方道整備事業

平成9年 第一保育所建設事業

平成9年 臨時税収補てん債
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

資金運用部

簡保資金

簡保資金

資金運用部

簡保資金

資金運用部

簡保資金

簡保資金

資金運用部

簡保資金

簡保資金

資金運用部

簡保資金

簡保資金

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

簡保資金

資金運用部

公営企業金融公庫

簡保資金

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

簡保資金

簡保資金

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成9年 臨時税収補てん債

平成9年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成9年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成10年 都市計画事業

平成10年 公園整備事業

平成10年 臨時地方道整備事業

平成10年 穂積小学校クラブハウス整備事業

平成10年 穂積小学校屋内運動場増改築事業

平成10年 減税補てん債

平成10年 減税補てん債（追加分）

平成10年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成10年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成11年 都市計画事業

平成11年 公園整備事業

平成11年 臨時地方道整備事業

平成11年 臨時地方道整備事業

平成11年 梁小学校屋内運動場増改築事業

平成11年 豊田北小学校プール建設事業

平成11年 減税補てん債

平成11年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成12年 城南小校舎増築事業

平成12年 公園整備事業

平成12年 臨時地方道整備事業

平成12年 臨時地方道整備事業

平成12年 梁小学校屋内運動場増改築事業

平成12年 城南小校舎増築事業

平成12年 減税補てん債

平成12年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成12年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成13年 公園整備事業

（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

簡保資金

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

簡保資金

簡保資金

資金運用部

資金運用部

財政融資資金

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

簡保資金

簡保資金

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

財政融資資金
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

簡保資金

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

簡保資金

簡保資金

資金運用部

資金運用部

財政融資資金

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

簡保資金

簡保資金

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

財政融資資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成13年 公園整備事業

平成13年 臨時地方道整備事業

平成13年 臨時地方道整備事業

平成13年 臨時地方道整備事業

平成13年 豊田南小プール建設事業

平成13年 減税補てん債

平成13年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成14年 災害関連事業

平成14年 道路整備事業

平成14年 公園整備事業

平成14年 臨時地方道整備事業

平成14年 臨時地方道整備事業

平成14年 穂積小プール建設事業

平成14年 小山第一小給食調理場改修事業

平成14年 減税補てん債

平成14年 水道水源開発施設整備出資事業

平成14年 水道老朽管更新出資事業

平成15年 城南公園整備事業他２事業

平成15年 臨時地方道路等整備事業

平成15年 大谷中プール建設事業

平成15年 減税補てん債

平成15年 寺野東遺跡環境整備事業他５事業

平成15年 水道老朽管更新出資事業

平成16年 市道改良事業

平成16年 小山駅東口新都市整備事業

平成16年 臨時地方道整備事業

平成16年 臨時地方道整備事業

平成16年 臨時地方道整備事業

平成16年 臨時地方道整備事業（ふるさと農道）

平成16年 美田中学校校舎改築事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

郵貯資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

郵貯資金

財政融資資金

簡保資金

県貸付金

公営企業金融公庫

簡保資金

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成16年 城南中学校校舎増築事業

平成16年 減税補てん債

平成16年 臨時財政対策債

平成16年 美田中学校校舎改築事業他６事業

平成16年 水道老朽管更新出資事業

平成17年 小山駅東口新都市整備事業

平成17年 道路整備事業

平成17年 臨時地方道整備事業

平成17年 臨時地方道整備事業

平成17年 臨時地方道整備事業

平成17年 臨時地方道整備事業

平成17年 臨時地方道整備事業（ふるさと農道）

平成17年 美田中学校校舎改築事業

平成17年 減税補てん債

平成17年 美田中学校校舎改築事業他４事業

平成17年 水道老朽管更新出資事業

平成18年 小山駅東口新都市整備事業

平成18年 農業農村整備事業

平成18年 公園整備事業

平成18年 道路整備事業

平成18年 道路整備事業

平成18年 道路整備事業

平成18年 あけぼの公園テニスコート改修事業他１事業

平成18年 消防施設整備事業

平成18年 臨時地方道整備事業

平成18年 臨時地方道整備事業

平成18年 臨時地方道整備事業

平成18年 臨時地方道整備事業

平成18年 排水施設整備事業

平成18年 臨時地方道整備事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

簡保資金

簡保資金

財政融資資金

県貸付金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

簡保資金

県貸付金

公営企業金融公庫

財政融資資金

小山農協

財政融資資金

財政融資資金

小山農協

常陽銀行

栃木銀行

栃木信用金庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

栃木銀行

公営企業金融公庫

市町村総合事務組合

公営企業金融公庫
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成18年 臨時地方道整備事業（ふるさと農道）

平成18年 街区公園整備事業他１事業

平成18年 間々田市民交流センター整備事業他８事業

平成18年 防災対策事業他３事業

平成18年 間々田市民交流センター整備事業他１事業

平成18年 消防施設整備事業

平成18年 道路整備事業

平成18年 文化センターリニューアル事業

平成18年 文化センターリニューアル事業他７事業

平成18年 千駄塚市営住宅駐車場整備事業他１事業

平成18年 美田中学校体育館改築事業

平成18年 美田中学校体育館改築事業他１事業

平成18年 大谷北小学校プール改築事業

平成18年 減税補てん債

平成18年 臨時財政対策債

平成18年 臨時財政対策債

平成18年 臨時財政対策債

平成18年 臨時財政対策債

平成18年 土地区画整理事業

平成18年 水道老朽管更新出資事業

平成19年 小山駅東口新都市整備事業

平成19年 公園整備事業

平成19年 道路整備事業

平成19年 巴波川決壊口祈念公園整備事業他１事業

平成19年 消防施設整備事業

平成19年 臨時地方道整備事業

平成19年 臨時地方道整備事業

平成19年 臨時地方道整備事業

平成19年 排水施設整備事業

平成19年 臨時地方道整備事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木信用金庫

栃木銀行

栃木信用金庫

小山農協

栃木県振興協会

小山農協

小山農協

財政融資資金

小山農協

財政融資資金

簡保資金

小山農協

小山農協

栃木銀行

群馬銀行

県貸付金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

栃木銀行

小山農協

公営企業金融公庫

栃木銀行

栃木信用金庫

栃木銀行

公営企業金融公庫
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成19年 臨時地方道整備事業（ふるさと農道）

平成19年 街区公園整備事業

平成19年 防災対策事業

平成19年 文化センターリニューアル事業

平成19年 産業整備促進事業

平成19年 間々田市民交流センター整備事業他１０事業

平成19年 旭小学校校舎増築事業

平成19年 旭小学校校舎増築事業他４事業

平成19年 美田中学校プール建設事業

平成19年 臨時財政対策債

平成19年 臨時財政対策債

平成19年 水道老朽管更新出資事業

平成20年 農業農村整備事業

平成20年 農業農村整備事業

平成20年 公園整備事業

平成20年 緑化重点地区総合整備事業

平成20年 くらしの道ゾーン整備事業

平成20年 道路整備事業

平成20年 自由ヶ丘公園トイレ水洗化事業他２事業

平成20年 消防施設整備事業

平成20年 臨時地方道整備事業

平成20年 臨時地方道整備事業

平成20年 臨時地方道整備事業

平成20年 排水施設整備事業

平成20年 街区公園整備事業

平成20年 産業整備促進事業

平成20年 防災対策事業

平成20年 中央市民会館エレベーター改修事業

平成20年 間々田市民交流センター整備事業他３事業

平成20年 消防施設整備事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

栃木銀行

全国市有物件

栃木銀行

栃木銀行

財政融資資金

財政融資資金

栃木銀行

財政融資資金

小山農協

栃木銀行

公営企業金融公庫

財政融資資金

小山農協

財政融資資金

小山農協

財政融資資金

小山農協

小山農協

小山農協

地方公共団体金融機構資金

小山農協

地方公共団体金融機構資金

小山農協

小山農協

小山農協

全国市有物件

小山農協

財政融資資金

小山農協
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成20年 中小学校プール建設事業

平成20年 中小学校プール改築事業

平成20年 臨時財政対策債

平成20年 水道老朽管更新出資事業

平成21年 公園整備事業

平成21年 公園整備事業

平成21年 農業農村整備事業

平成21年 農業農村整備事業

平成21年 道路整備事業

平成21年 道路整備事業

平成21年 （仮称）巴波川決壊口祈念公園整備事業他４事業

平成21年 小山運動公園陸上競技場外周コース舗装事業

平成21年 道路冠水情報装置設置事業

平成21年 消防施設整備事業

平成21年 臨時地方道整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 排水施設整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 街区公園整備事業

平成21年 防災対策事業

平成21年 消防施設整備事業

平成21年 産業整備促進事業

平成21年 小山駅周辺地区整備事業他３事業

平成21年 大谷東小学校整備・耐震補強事業

平成21年 小山運動公園改修事業

平成21年 小・中学校校舎耐震補強事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

財政融資資金

小山農協

栃木信用金庫

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

財政融資資金

常陽銀行

財政融資資金

常陽銀行

財政融資資金

栃木銀行

足利銀行

栃木銀行

常陽銀行

小山農協

栃木銀行

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

全国市有物件

常陽銀行

栃木銀行

財政融資資金

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

－124－



市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成21年 小・中学校校舎耐震補強事業

平成21年 小・中学校太陽光発電設備設置事業他１事業

平成21年 小・中学校太陽光発電設備設置事業他１事業

平成21年 小・中学校太陽光発電設備設置事業

平成21年 臨時財政対策債

平成21年 臨時財政対策債

平成22年 小山駅中央自由通路整備事業

平成22年 農業農村整備事業

平成22年 道路整備事業

平成22年 公園整備事業（平成１１年度借換債）

平成22年 公園整備事業

平成22年 公園整備事業

平成22年 巴波川決壊口記念公園整備事業

平成22年 小山運動公園陸上競技場外周コース舗装事業

平成22年 消防施設整備事業

平成22年 消防施設整備事業

平成22年 消防施設整備事業

平成22年 臨時地方道整備事業（平成１１年度借換債）

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 市道改良事業（平成１１年度借換債）

平成22年 排水施設整備事業

平成22年 排水施設整備事業

平成22年 地方道路等整備事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

財政融資資金

常陽銀行

足利銀行

群馬銀行

小山農協

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

足利銀行

栃木銀行

栃木銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

栃木銀行

小山農協

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

栃木銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成22年 産業整備促進事業

平成22年 防災対策事業

平成22年 石綿（アスベスト）対策事業

平成22年 農業農村整備事業

平成22年 農道整備事業

平成22年 産業整備促進事業

平成22年 思川駅周辺地区整備事業他11事業

平成22年 小・中学校校舎耐震補強事業

平成22年 小・中学校校舎耐震補強事業

平成22年 中学校アスベスト対策事業（３ヶ所）

平成22年 臨時財政対策債

平成23年 城山町三丁目第一地区市街地再開発事業他１５事業

平成23年 小山駅中央自由通路整備事業他２事業

平成23年 農業農村整備事業

平成23年 道路整備事業

平成23年 小薬湧水環境整備事業

平成23年 公園整備事業（平成１２年度借換債）

平成23年 道路整備事業

平成23年 消防施設整備事業

平成23年 消防施設整備事業

平成23年 臨時地方道整備事業他１事業（平成１２年度借換債）

平成23年 道路維持補修事業他２事業（平成１２年度借換債）

平成23年 市道改良事業（平成１２年度借換債）

平成23年 排水対策事業

平成23年 消防施設整備事業

平成23年 消防施設整備事業

平成23年 農道整備事業

平成23年 城南小学校校舎増築事業他１０事業（平成１２年度借換債）

平成23年 小山第一小学校校舎改修事業(平成１２年度借換債）

平成23年 小・中学校太陽光発電設備設置事業

（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

全国市有物件

小山農協

足利銀行

足利銀行

栃木銀行

財政融資資金

栃木銀行

財政融資資金

財政融資資金

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

栃木信用金庫

足利銀行

筑波銀行

足利銀行

筑波銀行

栃木信用金庫

栃木信用金庫

全国市有物件

栃木信用金庫

常陽銀行

足利銀行

財政融資資金
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

全国市有物件

小山農協

足利銀行

足利銀行

栃木銀行

財政融資資金

栃木銀行

財政融資資金

財政融資資金

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

栃木信用金庫

足利銀行

筑波銀行

足利銀行

筑波銀行

栃木信用金庫

栃木信用金庫

全国市有物件

栃木信用金庫

常陽銀行

足利銀行

財政融資資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成23年 大谷東小学校校舎改築事業

平成23年 大谷東小学校太陽光発電設備設置事業他２事業

平成23年 臨時財政対策債

平成23年 小・中学校校舎耐震補強事業

平成23年 小・中学校太陽光発電設置事業

平成24年 延島小太陽光発電設置事業

平成24年 道路改良等事業他１事業

平成24年 地方道路等整備事業

平成24年 小学校耐震補強・太陽光発電設置事業他２事業

平成24年 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業

平成24年 間々田東小学童保育館建設事業他２事業（平成１３年度債借換債）

平成24年 臨時財政対策債（平成１３年度債借換債）

平成24年 小山市土地区画整理地内調整池整備事業他１事業（平成１３年度債借換債）

平成24年 小学校校内ＬＡＮ整備事業他１事業（平成１３年度債借換債）

平成24年 消防団車庫新築・車両整備・消防水利整備事業

平成24年 臨時財政対策債

平成24年 地域防災強化事業他１事業

平成24年 排水対策事業

平成24年 小山運動公園改修事業

平成24年 地方道路等整備事業

平成24年 消防団車両整備事業

平成24年 道路改良等事業

平成24年 大谷東小北棟改修事業他１事業

平成24年 臨時財政対策債

平成24年 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業

平成24年 消防庁舎建設事業

平成24年 県営土地改良事業

平成24年 城南地区整備事業他３事業

平成24年 市道改良整備事業他３事業

平成24年 田川用水路整備事業他３事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

財政融資資金

栃木信用金庫

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金

常陽銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

栃木信用金庫

足利小山信用金庫

栃木信用金庫

栃木信用金庫

全国市有物件

栃木銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成24年 消防団車庫新築事業他２事業

平成24年 道路改良等事業他１事業

平成25年 地方道路等整備事業

平成25年 市営住宅長寿命化推進事業

平成25年 城南地区中心施設整備事業

平成25年 一般市道改良事業

平成25年 雨ヶ谷地区他排水対策事業

平成25年 市営住宅長寿命化推進事業

平成25年 小山野木線（平和工区）

平成25年 巴波川決壊口祈念公園整備事業他

平成25年 強い農業づくり事業

平成25年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成25年 消防庁舎建設事業

平成25年 小中学校普通教室等エアコン設置事業

平成25年 排水対策事業（１４年度債借換債）

平成25年 消防施設整備事業（１４年度債借換債）

平成25年 小山第一小校舎改築事業他２事業（１４年度債借換債）

平成25年 臨時地方道整備事業（１４年度債借換債）

平成25年 小山第一小給食調理場改修事業（１４年度債借換債）

平成25年 臨時財政対策債（１４年度債借換債）

平成25年 減収補てん債（１４年度債借換債）

平成25年 小・中学校校内ＬＡＮ整備事業（１４年度債借換債）

平成25年 臨時地方道整備事業（１４年度債借換債）

平成25年 減収補てん債（１４年度債借換債）

平成25年 小山東部第一土地区画整理事業他２事業（１５年度債借換債）

平成25年 排水施設整備事業（１５年度債借換債）

平成25年 下生井桜づつみ整備事業（１５年度債借換債）

平成25年 基盤整備促進事業（１５年度債借換債）

平成25年 小山運動公園トイレ改修事業他２事業（１５年度債借換債）

平成25年 防災基盤整備事業（１５年度債借換債）
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

財政融資資金

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

栃木銀行

足利銀行

足利銀行

足利小山信用金庫

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利小山信用金庫
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成25年 消防施設整備事業（１５年度債借換債）

平成25年 消防ポンプ整備事業他２事業

平成25年 緑の健康づくりの森整備事業他４事業

平成25年 緑の健康づくりの森整備事業

平成25年 橋梁長寿命化修繕事業他２事業

平成25年 県営土地改良事業（佐川南）

平成25年 粟宮・羽川地区都市再生整備事業他１１事業

平成25年 市営住宅駐車場整備事業（扶桑市営住宅）

平成25年 舗装修繕事業他７事業

平成25年 市道補修・一般市道改良事業他８事業

平成25年 消防救急デジタル無線施設整備事業他１事業

平成25年 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業

平成25年 防火水槽新設事業

平成25年 消化栓新設事業

平成25年 横倉・横倉新田地区他市内排水対策事業

平成25年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成25年 希望ヶ丘公園整備事業

平成25年 消防庁舎建設事業

平成25年 市道補修事業

平成25年 移動図書館車両整備事業

平成25年 臨時財政対策債

平成26年 大谷中プール建設事業（１５年度債借換債）

平成26年 臨時地方道整備事業（１５年度債借換債）

平成26年 臨時財政対策債（１５年度債借換債）

平成26年 石ノ上橋、２０１・２２３６号線整備事業

平成26年 防災行政情報通信施設整備事業

平成26年 市営住宅長寿命化推進事業

平成26年 大谷東小普通教室等増築事業

平成26年 県営土地改良事業

平成26年 小山第三中学校柔道場建設事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

足利小山信用金庫

全国市有物件

財政融資資金

足利小山信用金庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利銀行

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利銀行

足利小山信用金庫

足利銀行

足利銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成26年 小学校トイレ改修事業

平成26年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成26年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成26年 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業

平成26年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成26年 市道3174号線改良事業他６事業

平成26年 市道補修事業７事業

平成26年 消防車両整備事業

平成26年 緊急防災・減災事業

平成26年 緊急防災・減災事業

平成26年 消防車両整備事業

平成26年 基盤整備促進事業

平成26年 小山消防署絹分遣所建設事業

平成26年 博物館収蔵庫建設事業

平成26年 排水施設整備事業

平成26年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成26年 緑の健康づくりの森整備事業

平成26年 大谷東小学校普通教室増築事業

平成26年 小山第三中学校柔道場建設事業

平成26年 防火水槽新設事業

平成26年 臨時財政対策債

平成26年 桑地区中心施設整備事業他４事業

平成26年 市道改良整備事業他２事業

平成26年 橋梁長寿命化事業他３事業

平成26年 大谷東小普通教室等増築事業

平成27年 市道７号線道路改良事業他２事業

平成27年 大谷東小普通教室等増築事業

平成27年 基盤整備促進事業

平成27年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成27年 美田中学校校舎改築事業他１事業（１６年度債借換債）
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

常陽銀行

常陽銀行

常陽銀行

常陽銀行

常陽銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

結城信金

筑波銀行

筑波銀行

小山農協
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成27年 城南公園整備事業他１事業（１６年度債借換債）

平成27年 臨時地方道整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 下生井桜づつみ整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 街区公園整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 排水施設整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 基盤整備促進事業（１６年度債借換債）

平成27年 小・中学校校内ＬＡＮ整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 （仮称）都市と農村交流センター整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 第二工業団地沈殿池改修事業（１６年度債借換債）

平成27年 小山運動公園トイレ改修事業（１６年度債借換債）

平成27年 （仮称）都市と農村交流センター整備事業他９事業（１６年度債借換債）

平成27年 消防施設整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 防災基盤整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 消防施設整備事業他１事業（１６年度債借換債）

平成27年 農業基盤整備促進事業

平成27年 基盤整備促進事業・農業用用排水路施設整備事業

平成27年 市道補修事業（追加分）

平成27年 横倉・横倉新田地区排水対策事業他５事業

平成27年 消防車両整備事業（一般財源化分）

平成27年 消防車両整備事業

平成27年 消防車両整備事業・消火栓新設事業

平成27年 絹分遣所建設事業

平成27年 大谷東小普通教室建設事業・羽川西小給水管更新事業

平成27年 臨時財政対策債

平成27年 桑地区中心施設整備事業他４事業

平成27年 市道4556号線道路改良事業他７事業

平成27年 橋梁長寿命化修繕事業

平成27年 県営土地改良事業

平成27年 巴波川決壊口祈念公園整備事業他２事業

平成27年 大谷東小普通教室等増築事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成27年 現年発生補助災害復旧事業

平成27年 現年発生単独災害復旧事業

平成27年 市民課窓口用自家発電施設整備事業

平成27年 市道補修事業他３事業

平成27年 市道補修事業（補修）他９事業

平成27年 市営住宅長寿命化推進事業

平成28年 美田中学校校舎改築事業（１７年度債借換債）

平成28年 東部第一区画整理地内公園整備事業（１７年度借換債）

平成28年 臨時地方道整備事業（１７年度借換債）

平成28年 街区公園整備事業他１事業（１７年度借換債）

平成28年 排水施設整備事業（１７年度借換債）

平成28年 基盤整備促進事業（１７年度債借換債）

平成28年 都市と農村交流センター整備事業（１７年度借換債）

平成28年 絹ふれあいの郷づくり事業（１７年度借換債）

平成28年 小・中学校校内ＬＡＮ整備事業他１事業（１７年度債借換債）

平成28年 あけぼの公園テニスコート改修事業他１事業（１７年度借換債）

平成28年 美田中学校校舎改築事業他１２事業（１７年度借換債）

平成28年 間々田駅エレベーター整備事業（１７年度借換債）

平成28年 臨時財政対策債（１７年度借換債）

平成28年 地方道路等整備事業（飯田踏切改良事業　単独分）

平成28年 市道201号線他２事業

平成28年 防火水槽整備事業

平成28年 市道舗装事業他７事業

平成28年 市道3174号線道路改良他７事業

平成28年 大谷東小第三学童保育館施設整備事業

平成28年 市営住宅長寿命化推進事業

平成28年 基盤整備促進事業（土地改良区）　

平成28年 耕作条件改善事業（土地改良区）

平成28年 城南地区新設小学校建設事業

平成28年 羽川小学校エレベータ設置事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

小山農協

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

小山農協

栃木銀行
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成28年 絹中学区小中一貫校事業

平成28年 トイレ改修事業

平成28年 地域下水道処理施設解体事業

平成28年 塚崎市営住宅解体事業

平成28年 排水施設整備事業

平成28年 その他公園整備事業

平成28年 思川西部土地区画整理事業

平成28年 消防ポンプ自動車（その他・消防防災）

平成28年 消防ポンプ自動車（一般財源化）

平成28年 消化栓新設事業（その他・消防防災）

平成28年 中公民館駐車場拡張事業

平成28年 摩利支天塚・琵琶塚古墳等整備事業（一般補助）

平成28年 摩利支天塚・琵琶塚古墳等整備事業（一般単独）

平成28年 臨時財政対策債

平成28年 減収補てん債（特例分）

平成28年 減収補てん債（５条分）

平成28年 基盤整備促進事業（出井）他3事業

平成28年 市道改良事業債

平成28年 公園整備事業債

平成28年 街区公園整備事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

栃木銀行

小山農協

小山農協

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

群馬銀行

群馬銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金
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市債一覧表

介護保険特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成26年 介護保険給付事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

無利子 栃木県介護保険財政安定化基金貸付金
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市債一覧表

病院事業債管理事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

昭和62年 小山市民病院増改築事業

昭和62年 小山市民病院増改築事業

平成24年 病院医療機械器具整備事業

平成24年 病院医療機械器具整備事業

平成25年 新小山市民病院建設事業

平成25年 病院医療機械器具整備事業

平成25年 病院医療機械器具整備事業

平成26年 新小山市民病院建設事業

平成26年 病院医療機械器具整備事業

平成27年 新小山市民病院建設事業

平成27年 新小山市民病院医療機械器具整備事業

平成27年 新小山市民病院医療機器器具整備事業

平成27年 新小山市民病院建設事業

平成27年 新小山市民病院医療機械器具整備事業

平成28年 新小山市民病院医療器機械器具整備事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

年金資金

年金資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

常陽銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

結城信金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

墓園やすらぎの森事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成18年 墓園整備事業

平成20年 墓園整備事業

平成21年 墓園整備事業

平成22年 墓園整備事業

平成23年 墓園整備事業（平成１２年度借換債）

平成23年 墓園整備事業

平成25年 墓園整備事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

小山農協

栃木銀行

栃木銀行

常陽銀行

栃木信用金庫

足利小山信用金庫

－148－



市債一覧表

農業集落排水処理事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成4年 農業集落排水事業

平成4年 農業集落排水事業

平成4年 農業集落排水事業（社会資本整備推進対策分）

平成5年 農業集落排水事業

平成5年 農業集落排水事業

平成5年 農業集落排水事業

平成5年 農業集落排水事業

平成5年 農業集落排水事業

平成6年 農業集落排水事業

平成6年 農業集落排水事業

平成6年 農業集落排水事業

平成7年 農業集落排水事業

平成7年 農業集落排水事業

平成7年 農業集落排水事業

平成8年 農業集落排水事業

平成8年 農業集落排水事業

平成8年 農業集落排水事業

平成9年 農業集落排水事業

平成9年 農業集落排水事業

平成9年 農業集落排水事業

平成10年 農業集落排水事業

平成10年 農業集落排水事業

平成10年 農業集落排水事業

平成11年 農業集落排水事業

平成11年 農業集落排水事業

平成11年 農業集落排水事業

平成12年 農業集落排水事業

平成12年 農業集落排水事業

平成12年 農業集落排水事業

平成13年 農業集落排水事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金
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市債一覧表

農業集落排水処理事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成13年 農業集落排水事業

平成13年 農業集落排水事業

平成14年 農業集落排水事業

平成14年 農業集落排水事業

平成14年 農業集落排水事業

平成15年 農業集落排水事業

平成15年 農業集落排水事業

平成15年 農業集落排水事業

平成16年 農業集落排水事業

平成16年 農業集落排水事業

平成16年 農業集落排水事業

平成17年 農業集落排水事業

平成17年 農業集落排水事業

平成18年 農業集落排水事業

平成18年 農業集落排水事業

平成18年 農業集落排水事業

平成19年 農業集落排水事業

平成19年 農業集落排水事業

平成20年 農業集落排水事業

平成20年 農業集落排水事業

平成20年 農業集落排水事業

平成21年 農業集落排水事業

平成21年 農業集落排水事業

平成22年 農業集落排水事業

平成23年 農業集落排水事業

平成24年 農業集落排水事業

平成26年 農業集落排水事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

公共用地先行取得事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成24年 公共用地先行取得事業

平成26年 公共用地先行取得事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

足利小山信用金庫

小山農協
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市債一覧表

公共下水道事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

昭和62年 公共下水道事業（一般分）

昭和63年 公共下水道事業（一般分）

平成1年 公共下水道事業（一般分）

平成3年 公共下水道事業（一般分）

平成3年 公共下水道事業（一般分）

平成3年 公共下水道事業（社会資本整備推進対策分）

平成4年 公共下水道事業（一般分）

平成4年 公共下水道事業（一般分）

平成4年 公共下水道事業（社会資本整備推進対策分）

平成4年 流域下水道事業

平成4年 流域下水道事業

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 流域下水道事業

平成5年 流域下水道事業

平成6年 公共下水道事業（一般分）

平成6年 公共下水道事業（一般分）

平成6年 公共下水道事業（一般分）

平成6年 流域下水道事業

平成6年 流域下水道事業

平成7年 公共下水道事業（一般分）

平成7年 公共下水道事業（一般分）

平成7年 公共下水道事業（一般分）

平成7年 流域下水道事業

平成7年 流域下水道事業

平成8年 公共下水道事業（一般分）

平成8年 公共下水道事業（一般分）
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫
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市債一覧表

公共下水道事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成8年 公共下水道事業（一般分）

平成8年 流域下水道事業

平成8年 流域下水道事業

平成9年 公共下水道事業（一般分）

平成9年 公共下水道事業（一般分）

平成9年 公共下水道事業（一般分）

平成9年 流域下水道事業

平成9年 流域下水道事業

平成10年 公共下水道事業（一般分）

平成10年 公共下水道事業（一般分）

平成10年 公共下水道事業（一般分）

平成10年 流域下水道事業

平成10年 流域下水道事業

平成11年 公共下水道事業（一般分）

平成11年 公共下水道事業（一般分）

平成11年 公共下水道事業（一般分）

平成11年 流域下水道事業

平成11年 流域下水道事業

平成12年 公共下水道事業（一般分）

平成12年 公共下水道事業（一般分）

平成12年 公共下水道事業（特別分）

平成12年 流域下水道事業

平成12年 流域下水道事業

平成13年 公共下水道事業（一般分）

平成13年 公共下水道事業（特別分）

平成13年 流域下水道事業

平成14年 公共下水道事業（一般分）

平成14年 公共下水道事業（一般分）

平成14年 流域下水道事業

平成15年 公共下水道事業（一般分）
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金
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市債一覧表

公共下水道事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成15年 公共下水道事業（一般分）

平成15年 公共下水道事業（一般分）

平成15年 流域下水道事業

平成16年 公共下水道事業（一般分）

平成16年 公共下水道事業（一般分）

平成16年 公共下水道事業（一般分）

平成16年 流域下水道事業

平成16年 流域下水道事業

平成17年 公共下水道事業（一般分）

平成17年 公共下水道事業（一般分）

平成17年 公共下水道事業（一般分）

平成17年 流域下水道事業

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 流域下水道事業

平成19年 公共下水道事業（一般分）

平成19年 公共下水道事業（一般分）

平成19年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成19年 公共下水道事業（一般分）

平成19年 公共下水道事業（一般分）

平成19年 流域下水道事業

平成20年 公共下水道事業（一般分）

平成20年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成20年 公共下水道事業（一般分）

平成20年 公共下水道事業（一般分）

平成20年 公共下水道事業（一般分）

平成20年 流域下水道事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

常陽銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金

財政融資資金

栃木信用金庫

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金
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市債一覧表

公共下水道事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成20年 公的資金補償金免除繰上償還借換債

平成20年 公的資金補償金免除繰上償還借換債

平成21年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成21年 公共下水道事業（一般分）

平成21年 公共下水道事業（一般分）

平成21年 流域下水道事業（資本費平準化債）

平成21年 流域下水道事業

平成21年 公的資金補償金免除繰上償還借換債

平成22年 公共下水道事業（一般分）

平成22年 公共下水道事業（一般分）

平成22年 公共下水道事業（一般分）

平成22年 公共下水道事業（特別措置分）

平成22年 流域下水道事業

平成23年 公共下水道事業（特別措置分）

平成23年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成23年 公共下水道事業（一般分）

平成23年 流域下水道事業

平成24年 公共下水道事業（一般分）

平成24年 公共下水道事業（一般分）

平成24年 流域下水道事業

平成24年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成24年 公共下水道事業（特別措置分）

平成24年 公共下水道事業（一般分）

平成25年 公共下水道事業（特別措置分）

平成25年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成25年 公共下水道事業（一般分）

平成25年 流域下水道事業

平成26年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成26年 流域下水道事業（資本費平準化債）

平成26年 公共下水道事業（特別措置分）
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

地方公営企業等金融機構資金

足利銀行

小山農協

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

小山農協

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

筑波銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

小山農協

栃木銀行

財政融資資金

財政融資資金

常陽銀行

常陽銀行

常陽銀行
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市債一覧表

公共下水道事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成26年 公共下水道事業（一般分）

平成26年 流域下水道事業

平成27年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成27年 流域下水道事業（資本費平準化債）

平成27年 公共下水道事業（特別措置分）

平成27年 公共下水道事業（公共企業会計適用債）

平成27年 公共下水道事業（資本費平準化債　１７年度債借換債）

平成27年 流域下水道事業（資本費平準化債　１７年度債借換債）

平成27年 公共下水道事業（一般分）

平成27年 流域下水道事業

平成28年 公共下水道事業（公営企業会計適用債）

平成28年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成28年 公共下水道事業（特別措置分）

平成28年 公共下水道事業（資本費平準化債　１８年度債借換債）

平成28年 流域下水道事業（資本費平準化債　１８年度債借換債）

平成28年 下水道事業債（通常債）

平成28年 下水道事業債（通常債）

平成28年 流域下水事業（通常債）

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金
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市債一覧表

上水道事業会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

昭和62年 水源開発施設整備事業

昭和62年 上水道事業

昭和63年 水源開発施設整備事業

昭和63年 上水道事業

平成1年 水源開発施設整備事業

平成3年 上水道事業

平成4年 上水道事業

平成5年 上水道事業

平成5年 上水道事業

平成6年 上水道事業

平成6年 上水道事業

平成6年 上水道事業

平成7年 水源開発施設整備事業

平成7年 上水道事業

平成7年 上水道事業

平成7年 配水管布設事業

平成7年 水道老朽管更新事業

平成8年 水源開発施設整備事業

平成8年 上水道事業

平成8年 上水道事業

平成8年 上水道事業

平成8年 配水管布設事業

平成8年 水道老朽管更新事業

平成9年 水源開発施設整備事業

平成9年 上水道事業

平成9年 上水道事業

平成9年 上水道事業

平成9年 配水管布設事業

平成9年 水道老朽管更新事業

平成10年 水源開発施設整備事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

資金運用部
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市債一覧表

上水道事業会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成10年 上水道事業

平成10年 上水道事業

平成10年 水道老朽管更新事業

平成11年 水源開発施設整備事業

平成11年 水道老朽管更新事業

平成12年 水源開発施設整備事業

平成12年 水源開発施設整備事業

平成13年 水源開発施設整備事業

平成13年 水道老朽管更新事業

平成13年 水道老朽管更新事業

平成14年 水源開発施設整備事業

平成14年 配水管布設事業

平成14年 水道老朽管更新事業

平成15年 配水管布設事業

平成15年 水道老朽管更新事業

平成16年 配水管布設事業

平成16年 水道老朽管更新事業

平成17年 配水管布設事業

平成17年 水道老朽管更新事業

平成18年 配水管布設事業

平成18年 水道老朽管更新事業

平成19年 配水管布設事業

平成19年 水道老朽管更新事業

平成20年 上水道事業

平成20年 配水管布設事業

平成20年 老朽管更新事業

平成21年 上水道事業

平成21年 配水管布設事業

平成22年 上水道事業

平成22年 配水管布設事業
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

上水道事業会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成23年 配水管布設事業

平成24年 配水管布設事業

平成25年 配水管布設事業

平成26年 配水管布設事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

会計の総合計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

一般会計

介護保険特別会計

病院事業債管理事業特別会計

墓園やすらぎの森事業特別会計

農業集落排水処理事業特別会計

公共用地先行取得事業特別会計　

公共下水道事業特別会計

上水道事業会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 平成２８年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名
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平成３０年度 国民健康保険特別会計 事業勘定 予算説明書

国民健康保険 国保 は、誰もが安心して医療を受けることができる医療

制度、国民皆保険制度の中核としての重要な役割を果たしてきました。

一方、急速な尐子高齢化の進展や医療技術の高度化、高額な新薬の保険

承認等により医療費が増大する中で、その制度上他の医療保険と比較して

年齢構成が高いことや、加入者に低所得者層や無職者層が多いことなどか

ら、必然的に財政運営が厳しくなるという構造的問題を抱えております。

そのため、平成２７年５月に成立した「持続可能な医療保険制度を構築す

るための国民健康保険法等の一部を改正する法律」において、平成３０年

度からの国民健康保険は、都道府県と市町村とが共同して運営することに

なり、今後は、市町村は都道府県に「国民健康保険事業費納付金」を納付

し、市町村の医療費は「保険給付費等交付金」として全額県から交付され

ることから、財政基盤の安定化が図られることとなりました。

こうした状況の中、事業の適正化・健全化を図るため、事業の根幹であ

る資格及び保険給付の適正化を重視し、他保険と国保に重複して加入して

いる被保険者に対する離脱勧奨や、レセプト内容点検・資格点検の充実を

図るとともに、医療費削減策として、重複多受診者への訪問指導や医療費

通知・ジェネリック医薬品差額通知事業を実施しました。さらに、平成

２９年度には、小山地区医師会及び小山市薬剤師会と連携し、ポリファー

マシー問題について協議の場を設け、今後の対策等検討を行いました。平

成３０年度は、お薬手帳の使用推進等により、多剤服薬についての指導を

強化し、医療費適正化に努めます。

また、平成３０年度策定の小山市国民健康保険「第３期特定健康診査等

実施計画」及び「第２期データヘルス計画」に基づく特定健康診査や人間

ドック等の充実により生活習慣病の発症・重症化予防を図り、特に、現在

有料となっている４０歳から６４歳までの方の特定健康診査の自己負担

額を無料とし、受診率の向上及び被保険者の健康維持を推進してまいりま

す。

事業運営における主財源である国保税については、適切な課税及び収納

対策により、被保険者間の負担の公平性を確保し、制度運営における国保

税の重要性に関して周知することで、納税の理解を得られるよう努めます。

平成３０年度は、国保制度開始以来初の大改正が行われるため、今後も

国・県の動向を注視し、安定した財政運営に鋭意努めてまいります。
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平成３０年度 国民健康保険特別会計 事業勘定 予算説明書

国民健康保険 国保 は、誰もが安心して医療を受けることができる医療

制度、国民皆保険制度の中核としての重要な役割を果たしてきました。

一方、急速な尐子高齢化の進展や医療技術の高度化、高額な新薬の保険

承認等により医療費が増大する中で、その制度上他の医療保険と比較して

年齢構成が高いことや、加入者に低所得者層や無職者層が多いことなどか

ら、必然的に財政運営が厳しくなるという構造的問題を抱えております。

そのため、平成２７年５月に成立した「持続可能な医療保険制度を構築す

るための国民健康保険法等の一部を改正する法律」において、平成３０年

度からの国民健康保険は、都道府県と市町村とが共同して運営することに

なり、今後は、市町村は都道府県に「国民健康保険事業費納付金」を納付

し、市町村の医療費は「保険給付費等交付金」として全額県から交付され

ることから、財政基盤の安定化が図られることとなりました。

こうした状況の中、事業の適正化・健全化を図るため、事業の根幹であ

る資格及び保険給付の適正化を重視し、他保険と国保に重複して加入して

いる被保険者に対する離脱勧奨や、レセプト内容点検・資格点検の充実を

図るとともに、医療費削減策として、重複多受診者への訪問指導や医療費

通知・ジェネリック医薬品差額通知事業を実施しました。さらに、平成

２９年度には、小山地区医師会及び小山市薬剤師会と連携し、ポリファー

マシー問題について協議の場を設け、今後の対策等検討を行いました。平

成３０年度は、お薬手帳の使用推進等により、多剤服薬についての指導を

強化し、医療費適正化に努めます。

また、平成３０年度策定の小山市国民健康保険「第３期特定健康診査等

実施計画」及び「第２期データヘルス計画」に基づく特定健康診査や人間

ドック等の充実により生活習慣病の発症・重症化予防を図り、特に、現在

有料となっている４０歳から６４歳までの方の特定健康診査の自己負担

額を無料とし、受診率の向上及び被保険者の健康維持を推進してまいりま

す。

事業運営における主財源である国保税については、適切な課税及び収納

対策により、被保険者間の負担の公平性を確保し、制度運営における国保

税の重要性に関して周知することで、納税の理解を得られるよう努めます。

平成３０年度は、国保制度開始以来初の大改正が行われるため、今後も

国・県の動向を注視し、安定した財政運営に鋭意努めてまいります。

（歳入） （単位　千円、％）

（歳出） （単位　千円、％）

県

皆減

予 備 費

△ 316 △ 99.7

諸 支 出 金

公 債 費

積 立 金

皆増

保 健 事 業 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

繰 越 金

皆増県

財 産 収 入

県 支 出 金

国民健康保険
事業費納付金

県

△ 4,627,689

皆減

△ 720,428 △ 100.0

△ 4.9

△ 3.8

増減率前年度予算額

△ 13.1

比較増減額

△ 629,790

△ 100.0

款 本年度予算額 構成比

国 民 健 康
保 険 税

国 庫 支 出 金

療養給付費等
交 付 金

前 期 高 齢 者
交 付 金 廃 款

諸 収 入

老 人 保 健
拠 出 金 廃 款

一 部 負 担 金

繰 入 金

共 同 事 業
交 付 金 廃 款

使 用 料 及 び
手 数 料

本 年 度
予 算 額

歳 入 合 計

国 県 支 出 金

保 険 給 付 費

地方債

△ 56,453

皆減

そ の 他 一 般 財 源

△ 3,478,439

増減率款

△ 4,710,022

比 較
増 減 額

△ 817

総 務 費

前 年 度
予 算 額

財 源 内 訳
構 成 比

共 同 事 業
拠 出 金 廃 款

前 期 高 齢 者
納 付 金 廃 款

介 護 納 付 金
○ 廃 款 ○

後 期 高 齢 者
支 援 金 廃 款

△ 21,108県

△ 996,645

△ 7.2

△ 3.0

皆減

皆減

△ 357,043

皆減△ 4,710,668

皆減

△ 101

△ 2,400,414

△ 1,853

県歳 出 合 計 △ 18.3△ 3,809,000

平 成 ３ ０ 年 度 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （ 事 業 勘 定 ） 予 算 総 括 表

△ 3,809,000 △ 18.3
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１　歳　入

　１．保険税

　　　　(１）全体分

○  調定見込額(現年課税分)

課税標準額 課 税 額 課税標準額 課 税 額

所 　得 医 ％

支 ％
割 　額 介 ％

資　 産

割　 額

均　 等 医 円 人 人

支 円

割　 額 介 円

平 　等 医 円 世帯 世帯

支 円

割 　額 介 円

計
△ 16.5

△ 25.9

普通徴収
△ 11.5

特別徴収
△ 21.9

円 円 円 円

円 円 円 円

○　収納見込額

一 般 被 保 険 者 分

退
　
職
　
分

計

歳　　入　　歳　　出　　予　　算　　資　　料

　  　(単位    千円、％） 

１人当り
税　　　額

滞 納 繰 越 分

 計

退 職 被 保 険 者 分
区  分 税   率

税　　　額
１世帯当り

算
　
出
　
税
　
額

軽減額等

合   計 前 年 度 増 減 率

△ 12.2

△ 9.0

△ 100.0

△ 7.7

滞 納 繰 越 分

現年度分　普通徴収

現年度分　特別徴収

現 年 度 分

計

調
定
見
込
額

計

滞 納 繰 越 分

区          分 収    納    率 収  納  見  込  額

△ 9.9

△ 15.8

現年度分　普通徴収

一

般

分

調 定 見 込 額

　  　(単位    千円、％） 

現年度分　特別徴収
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　　　　(２）医療給付費分

○  調定見込額(現年課税分)

課税標準額 課 税 額 課税標準額 課 税 額

　所　 得
  割 　額

　資　 産
　割　 額

　均　 等 人 人

　割　 額

　平　 等 世帯 世帯

　割 　額

計
△ 17.4

△ 26.3

普通徴収
△ 14.5

特別徴収
△ 23.9

円 円 円 円

円 円 円 円

○　収納見込額

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

一 般 被 保 険 者 分

一

般

分

計

現年度分　普通徴収

算
　
出
　
税
　
額

１人当り

調
定
見
込
額

税　　　額

収    納    率

  27,000円

計

税   率

現年度分　普通徴収

  22,000円

調 定 見 込 額

退 職 被 保 険 者 分
区  分

滞 納 繰 越 分

現年度分　特別徴収

滞 納 繰 越 分

 計

軽減額等

増 減 率

△ 10.7

― ―
△ 100.0

△ 2.0

△ 13.2

△ 16.9

　  　(単位    千円、％） 

合   計

　  　(単位    千円、％） 

△ 13.3

――

前 年 度

退
　
職
　
分

収  納  見  込  額

１世帯当り
税　　　額

区          分

計

現年度分　特別徴収
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　　　　(3）後期高齢者支援金分

○  調定見込額(現年課税分)

課税標準額 課 税 額 課税標準額 課 税 額

　所　 得
  割 　額

　資　 産
　割　 額

　均　 等 人 人

　割　 額

　平　 等 世帯 世帯

　割 　額

計
△ 8.7

△ 22.1

普通徴収
△ 4.4

特別徴収
△ 14.9

円 円 円 円

円 円 円 円

○　収納見込額

　  　(単位    千円、％） 

区  分 税   率
退 職 被 保 険 者 分

△ 3.0

合   計 前 年 度 増 減 率
一 般 被 保 険 者 分

―

軽減額等

算
　
出
　
税
　
額

  8,500円

  6,000円

― ―
△ 100.0

△ 2.0

△ 1.3

△ 6.9税　　　額

―

調
定
見
込
額

１世帯当り

１人当り
△ 3.0税　　　額

　  　(単位    千円、％） 

区          分 調 定 見 込 額 収    納    率 収  納  見  込  額

一

般

分

現年度分　特別徴収

現年度分　普通徴収

 計

滞 納 繰 越 分

滞 納 繰 越 分

現年度分　普通徴収

計

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

計

現年度分　特別徴収
退
　
職
　
分

計
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　　　　(4）介護納付金分

○  調定見込額(現年課税分)

課税標準額 課 税 額 課税標準額 課 税 額

　所　 得
  割 　額

　資　 産
　割　 額

　均　 等 人 人

　割　 額

　平　 等 世帯 世帯

　割 　額

計
△ 10.4

△ 33.8

普通徴収
△ 4.0

特別徴収

円 円 円 円

円 円 円 円

○　収納見込額

計

滞 納 繰 越 分

計

現 年 度 分

現年度分　普通徴収

 計

滞 納 繰 越 分

現年度分　特別徴収

現年度分　普通徴収

　  　(単位    千円、％） 

区          分 調 定 見 込 額 収    納    率 収  納  見  込  額

一

般

分

税　　　額

調
定
見
込
額

１世帯当り
税　　　額
１人当り

―

△ 0.2

△ 4.4

△ 10.8

― ― ―
△ 100.0

軽減額等

算
　
出
　
税
　
額

  8,000円
△ 3.9

  6,500円

区  分 税   率
退 職 被 保 険 者 分

合   計 増 減 率

　  　(単位    千円、％） 

前 年 度
一 般 被 保 険 者 分

現年度分　特別徴収
退
　
職
　
分

計

滞 納 繰 越 分
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２．　国庫支出金

　特定健康診査・特定保健指導負担金（過年度分）

３．　療養給付費等交付金 退職被保険者等分

　療養給付費等交付金（過年度分)

４．　県支出金

　（１）県負担金・補助金

　　普通交付金

　ア．一般被保険者療養給付費分 ①

　イ．退職被保険者等療養給付費分 ②

　ウ．一般被保険者療養費分 ③

　エ．退職被保険者等療養費分 ④

　オ．審査支払手数料分 ⑤

　カ．一般被保険者高額療養費分 ⑥

　キ．退職被保険者等高額療養費分 ⑦

　ク．一般被保険者高額介護合算療養費分 ⑧

　ケ．退職被保険者等高額介護合算療養費分 ⑨

　コ．一般被保険者移送費分 ⑩

　サ．退職被保険者等移送費分 ⑪

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨＋⑩＋⑪＝

　　特別交付金

　ア．保険者努力支援分 ①

　イ．特別調整交付金分 ②

　ウ．県繰入金 ③

　エ．特定健康診査・特定保健指導負担金

　特定健康診査・特定保健指導負担金（国・県分）

　　負担対象額

千円 × ＝ ④

　特定健康診査・特定保健指導負担金（過年度分） ⑤

①＋②＋③＋④＋⑤ ＝

　（２）財政安定化基金支出金

　　財政安定化基金交付金

５．　繰　入　金

（１）　一般会計繰入金 保険基盤安定繰入金 ①

出産育児一時金等繰入金 ②

職員給与費繰入金 ③

事務費繰入金 ④

国保財政安定化支援事業繰入金 ⑤

その他一般会計繰入金 ⑥

（２）　基金繰入金 ⑦

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦ ＝

・・・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

千円 ・・・

千円

・・・

千円 ・・・

千円 ・・・

千円 ・・・

千円

・・・

千円

千円

・・・

千円

千円

・・・

・ ・ ・

・ ・ ・千円

千円

・ ・ ・ ・

千円

千円

負担率

・・・

千円

千円 ・・・

・ ・ ・

千円 ・・・

千円

千円

千円 ・・・（健診分32,958千円＋保健指導分1,470千円）

千円 ・・・

千円

・・・

千円

・・・

千円

千円

千円

千円

千円

千円
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２　　歳　　　出

１．　保険給付費

（１）　一般被保険者

ア．療養給付費

平成２９年度決算見込額

千円 × ＝ ①

イ．療養費

平成２９年度決算見込額

千円 × ＝ ②

ウ．高額療養費

平成２９年度決算見込額

千円 × ＝ ③

エ．高額介護合算療養費 ④

オ．移送費 ⑤

①＋②＋③＋④＋⑤＝

（２）　退職被保険者

ア．療養給付費

平成２９年度決算見込額

千円 × ＝ ①

イ．療養費

平成２９年度決算見込額

千円 × ＝ ②

ウ．高額療養費

平成２９年度決算見込額

千円 × ＝ ③

エ．高額介護合算療養費 ④

オ．移送費 ⑤

①＋②＋③＋④＋⑤＝

（３）　手数料

円 × 件 ＝

（４）　出産育児一時金 （５）　葬　祭　費

出産育児一時金 420千円　　×　　215件 葬　祭　費 50千円　　×　　300件

＝ 千円 ＝

出産育児一時金支払手数料

210円　　×　　215件

＝ 千円

・・・

年 度 件 数 前 年 比 年 度 件 数 前 年 比

・・・

千円

千円

千円

伸び率

伸び率

千円 ・・・

・ ・ ・

（見込） （見込）

・ ・ ・

千円 ・・・

千円

千円

・・・

千円

千円

・・・

審査支払手数料

千円

直近数年の医療費の動向等を勘案し、平成２９年度決算見込額に対し伸び率をかけて見込みました。

伸び率

千円

千円

千円

伸び率

・・・

千円 ・・・

（見込） （見込）

伸び率

伸び率
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２．　国民健康保険事業費納付金

（１）　一般被保険者医療給付費分 ①

（２）　退職被保険者等医療給付費分 ②

（３）　一般被保険者後期高齢者支援金分 ③

（４）　退職被保険者等後期高齢者支援金分 ④

（５）　介護納付金分 ⑤

①＋②＋③＋④＋⑤＝

３．　保健事業費

（１）特定健康診査・特定保健指導事業費

ア．特定健診事業 ①

イ．保健指導事業 ②

ウ．特定健診事業（事務費） ③

①＋②＋③＝

（２）保健事業費

被保険者の健康の保持増進のために実施するものです。

ア．訪問看護指導員報酬 ①

イ．医療費通知　　　年３回発送　　国保全世帯対象 ②

ウ．後発医薬品差額通知事業 ③

エ．高額療養資金貸付事業 ④

オ．健康しおり作成配布　　　　　　市内全世帯対象 ⑤

カ．国保ヘルスアップ事業 ⑥

キ．受診勧奨のための訪問指導事業 ⑦

ク．疾病予防費（人間ドック検診事業） ⑧

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧ ＝

40歳以上75歳未満の被保険者を対象として、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）に着目した特定
健康診査、特定保健指導を実施します。

千円 ・・・

千円 ・・・

千円

千円 ・・・

千円 ・・・

千円 ・・・

千円

千円 ・・・

千円 ・・・

千円 ・・・

千円 ・・・

千円 ・・・

千円 ・・・

千円 ・・・

・ ・ ・

・・・

千円 ・・・

県が県内の保険給付費等の必要な費用の見込みを立て、市町村ごとの国保事業費納付金の額を決定しま
す。

千円

・・・

千円

千円

千円
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平成３０年度介護保険特別会計予算説明書  
 
介護保険制度は、平成１２年４月に介護を社会全体で支える制度として

スタートしました。この間、サービス利用者は年々増加し、これに対応し

たサービス提供体制の充実を図った結果、制度は定着してきました。  

介護保険制度は、３年ごとの介護保険事業計画に基づき、保険料が定め

られ、制度の見直しも実施されており、平成３０年度は、第７期事業計画

期間の初年度にあたります。  

今期の計画期間では、第１号被保険者の費用負担割合が全体の２２％か

ら２３％へ変更される他、介護報酬の改定、制度の持続可能性を高める観

点からサービス利用負担割合が２割である方のうち特に所得の高い層の

負担割合を３割とする等の見直しが主な変更点として挙げられます。  

平成３０年度予算は、従来の実績や第７期の事業計画の見込みを踏まえ

た予算になっております。  

歳入においては、第１号被保険者の保険料を見込むとともに、保険給付

費及び地域支援事業等に伴う国庫支出金、県支出金、支払基金交付金の法

定負担分などを計上しております。  

歳出においては、全体の８７．４％を占める保険給付費について前年度

比０．５％の増加、全体の５．５％を占める地域支援事業費について前年

度比３．０％の減少を見込んでおります。  

この結果、本年度の予算規模は前年度比２．７％の増加となっておりま

す。  

今後も保険者として、法の趣旨を十分認識し、介護保険事業計画のもと、

一般施策との連携、整合性を図り、介護保険の健全な財政運営に鋭意努め

てまいります。  
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（歳　入） （単位　千円、％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（歳　出） （単位　千円、％）

国
県
国
県

国
県

国
県

392
2,470

100.0 10,679,900 286,600

1,000 0.0 1,000

2.7
1,458,293

歳 出 合 計 10,966,500
2,190,282

4,284,833 3,033,092

0 0.08 予 備 費 1,000

23,610 0.2 6,810 16,800 246.77 諸 支 出 金 23,610

101 0.0 15,108 △ 15,007 △ 99.36 公 債 費 101

145,842 5.5 618,324 △ 18,567 △ 3.0
90,425

5
地 域 支 援
事 業 費

599,757
172,656

190,834

446,103 4.1 197,291 248,812 126.14 基 金 積 立 金 446,103

1 0.0 1 0 0.0

51,487 0.5
1,367,476

3
財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

1

1.0

2 保 険給 付費 9,585,234
2,015,156

3,786,167 2,416,435 87.4 9,533,747

307,832 2.8 307,619 3,075

増 減率
国 県支 出 金 地方債 そ の 他 一般財源

1 総 務 費 310,694

款
本 年 度
予 算 額

財 源 内 訳
構成比

前 年 度
予 算 額

比 較
増 減 額

歳 入 合 計 10,966,500 100.0 10,679,900 286,600 2.7

諸 収 入 328 0.0 673 △ 345 △ 51.3

市 債 1 0.0 1 0 0.0

繰 越 金 20,501 0.2 1,501 19,000 1,265.8

繰 入 金 1,618,836 14.7 1,611,820 7,016 0.4

寄 付 金 1 0.0 1 0 0.0

財 産 収 入 2 0.0 2 0 0.0

県 支 出 金 1,458,298 13.3 1,448,456 9,842 0.7

支 払 基 金
交 付 金

2,688,124 24.5 2,784,235 △ 96,111 △ 3.5

国 庫 支 出 金 2,190,286 20.0 2,177,255 13,031 0.6

使 用 料 及 び
手 数 料

101 0.0 101 0 0.0

分 担 金 及 び
負 担 金

1 0.0 1 0 0.0

保 険 料 2,990,021 27.3 2,655,854 334,167 12.6

平 成 ３ ０ 年 度 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 総 括 表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額比較増減額 増減率
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１　　歳　　　入

　１．保　険　料

　　　（１）調定見込額

保険料区分

円

第 １ 段 階

第 ２ 段 階

第 段 階

第 ４ 段 階

第 ５ 段 階

第 ６ 段 階

第 ７ 段 階

第 ８ 段 階

第 ９ 段 階

第 １ ０ 段 階

第 １ １ 段 階

第 １ ２ 段 階

第 １ ３ 段 階

第 １ ４ 段 階

第 １ ５ 段 階

合　計

　　　（２）収納見込額

区 分

特 別 徴 収

普 通 徴 収

現 年 度 計

滞納繰越金

計

（単位　　千円、％）

調定見込額 収納率 収納見込額

保険料合計

人 円 人 円 人 円

歳 入 予 算 資 料

特 別 徴 収 普 通 徴 収 合　　　　　計

保険料率 被保険者数 保険料合計 被保険者数 保険料合計 被保険者数
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平成３０年度後期高齢者医療特別会計予算説明書 

 
後期高齢者医療制度は、７５歳以上の高齢者等を対象に平成２０年４月より発

足しました。この制度は、栃木県後期高齢者医療広域連合が保険者となり県内

１４市１１町を構成団体として運営をおこなっております。小山市においては、

平成２９年１２月１日現在、１７，８８１人が被保険者となっております。 
平成３０年度予算につきまして、歳入の保険料や歳出の広域連合納付金等は、

栃木県後期高齢者医療広域連合が示した概算資料をもとに作成しております。 
後期高齢者医療の保健事業といたしまして、平成３０年度は、年々増加する被

保険者とともに人間ドック等受診者も増加しており、より多くの方に受診して

いただくため、募集人数を増やして実施いたします。 
今後も被保険者の皆様が安心して必要な医療を受けることができるよう、栃木

県後期高齢者医療広域連合と密接に連携・協力しながら、健全かつ円滑な制度

運営に鋭意努めてまいります。 
平成３０年度小山市後期高齢者医療特別会計予算総括表 

（歳入）        （単位 千円、％） 

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比 較

増減額 増減率

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

国庫支出金 皆増

寄付金

繰入金

繰越金

諸収入

歳入合計

（歳出） （単位 千円、％）

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比 較

増減額 増減率

総務費

後期高齢者医療広域

連合納付金

後期高齢者健診事業費

諸支出金

歳出合計
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平成３０年度後期高齢者医療特別会計予算説明書 

 
後期高齢者医療制度は、７５歳以上の高齢者等を対象に平成２０年４月より発

足しました。この制度は、栃木県後期高齢者医療広域連合が保険者となり県内

１４市１１町を構成団体として運営をおこなっております。小山市においては、

平成２９年１２月１日現在、１７，８８１人が被保険者となっております。 
平成３０年度予算につきまして、歳入の保険料や歳出の広域連合納付金等は、

栃木県後期高齢者医療広域連合が示した概算資料をもとに作成しております。 
後期高齢者医療の保健事業といたしまして、平成３０年度は、年々増加する被

保険者とともに人間ドック等受診者も増加しており、より多くの方に受診して

いただくため、募集人数を増やして実施いたします。 
今後も被保険者の皆様が安心して必要な医療を受けることができるよう、栃木

県後期高齢者医療広域連合と密接に連携・協力しながら、健全かつ円滑な制度

運営に鋭意努めてまいります。 
平成３０年度小山市後期高齢者医療特別会計予算総括表 

（歳入）        （単位 千円、％） 

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比 較

増減額 増減率

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

国庫支出金 皆増

寄付金

繰入金

繰越金

諸収入

歳入合計

（歳出） （単位 千円、％）

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比 較

増減額 増減率

総務費

後期高齢者医療広域

連合納付金

後期高齢者健診事業費

諸支出金

歳出合計

 

（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 65,510 皆 減

△ 65,300 △ 7.7

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 65,300 △ 8.7

△ 65,300 △ 7.7

（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 570 △ 18.0

△ 45,300 皆 減

△ 45,600 △ 45.0

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 45,300 △ 99.5

△ 7,000 △ 36.4

△ 45,600 △ 45.0

墓 園 整 備 事 業 費

公 債 費

予 備 費

歳 出 合 計

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

総 務 費

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

使 用 料 及 び 手 数 料

諸 収 入

市 債

構成比

歳 入 合 計

繰 越 金

諸 収 入

市 債 （ 廃 款 ）

歳 入 合 計

歳 出 合 計

平成３０年度小山市病院事業債管理事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

繰 入 金 （ 廃 款 ）

前年度予算額
比　　　　較

貸 付 金

款 本年度予算額

公 債 費

平成３０年度小山市墓園やすらぎの森事業特別会計予算総括表
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（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

皆 増

皆 増

皆 増

皆 増

皆 増

皆 増

皆 増

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

皆 増

皆 増

皆 増

皆 増

（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 2,210 △ 31.3

△ 3,190 △ 8.5

△ 5,400 △ 11.9

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 11,280 △ 57.8

△ 5,400 △ 11.9歳 出 合 計

前年度予算額
比　　　　較

荒 川 排 水 機 場 費

与 良 川 排 水 機 場 費

塩 沢 排 水 機 場 費

予 備 費

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 合 計

款 本年度予算額 構成比

平成３０年度小山市与良川水系湛水防除事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

分 担 金 及 び 負 担 金

繰 入 金

平成３０年度小山市栃木県南地方卸売市場特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

比　　　　較

総 務 費

分 担 金 及 び 負 担 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 合 計

款

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

公 債 費

予 備 費

歳 出 合 計

本年度予算額 構成比 前年度予算額
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（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 3,009 △ 3.0

△ 4,000 △ 28.6

△ 20,600 △ 93.6

△ 25,600 △ 3.9

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 25,036 △ 10.3

△ 4,400 △ 28.6

△ 25,600 △ 3.9

（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

皆 増

市 債

公 債 費

繰 入 金

農業集落排水事業費

前年度予算額

比　　　　較

歳 出 合 計

歳 入 合 計

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額

総 務 費

公 債 費

予 備 費

歳 出 合 計

市 債

平成３０年度小山市小山東部第二工業団地造成事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比
比　　　　較

歳 入 合 計

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

県 支 出 金

平成３０年度小山市農業集落排水処理事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

工業団地造成事業費
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（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 320,800 △ 53.7

△ 301,400 △ 49.5

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 305,880 △ 50.2

皆 増

△ 301,400 △ 49.5

（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

平成３０年度小山市テクノパーク小山南部造成事業特別会計予算総括表

款

公 債 費

前年度予算額
比　　　　較

工業団地造成事業費

構成比

本年度予算額

歳 出 合 計

繰 入 金

市 債

歳 入 合 計

款 本年度予算額

構成比 前年度予算額
比　　　　較

構成比 前年度予算額
比　　　　較

公共用地先行取得費

公 債 費

歳 出 合 計

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 合 計

款 本年度予算額

平成３０年度小山市公共用地先行取得事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較
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（歳入） (単位  千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 79,200 △ 5.7

△ 8,054 △ 7.1

（歳出） (単位  千円、％）

増 減 額 増 減 率

歳 出 合 計

比　　　　較

総 務 費

公 共 下 水 道 費

流 域 下 水 道 費

公 債 費

予 備 費

市 債

歳 入 合 計

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

平成３０年度小山市公共下水道事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較
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預 金 利 息

過年度損益修正益修 正 益

固 定 資 産

売 却 益

平 成 ３ ０ 年 度 小 山 市 水 道 事 業 会 計 予 算

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

水道事業収益

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

営 業 収 益

水 道 使 用 料

給 水 収 益

受託工事収益

受託工事収益

△ 3,425

営 業 収 益 材料売却収益

そ の 他

手 数 料

加 入 金

他会計負担金

雑 収 益

営業外収益 △ 1,057

受 取 利 息 △ 20

貸 付 金 利 息

他 会 計 △ 380

補 助 金 他会計補助金

消 費 税 及 び

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

還 付 金

雑 収 益 △ 1,567

賃 貸 料

不 用 品 売 却 収 益

その 他雑 収益

特 別 利 益

過 年 度 損 益

固 定 資 産 売 却 益

長 期 前 受 金

戻 入 長期前受金戻入

支 出 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

(1)水道事業費用 △ 19,655

営 業 費 用 △ 14,946

原 水 及 び △ 22,336

浄 水 費 給 料

手 当

法 定 福 利 費

旅 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

食 糧 費

負 担 金

動 力 費

薬 品 費

工 事 請 負 費

補 償 金

配 水 及 び

給 水 費 給 料

手 当

賃 金

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

賞与引当金繰入額

報 償 費
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支 出 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

(1)水道事業費用 △ 19,655

営 業 費 用 △ 14,946

原 水 及 び △ 22,336

浄 水 費 給 料

手 当

法 定 福 利 費

旅 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

食 糧 費

負 担 金

動 力 費

薬 品 費

工 事 請 負 費

補 償 金

配 水 及 び

給 水 費 給 料

手 当

賃 金

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

賞与引当金繰入額

報 償 費
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旅 費

被 服 費

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

備 消 耗 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

委 託 料

手 数 料

使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

補 償 金

受 託 工 事 費

設 計 費

工 事 請 負 費

総 係 費 △ 63,475

給 料

手 当

賃 金

法 定 福 利 費

報 酬

旅 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

賞与引当金繰入額
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委 託 料

手 数 料

使 用 料

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

賃 借 料

修 繕 費

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

雑 費

賠 償 金

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費 △ 38,528

有形固定資産

減 価 償 却 費

無形固定資産

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 12,200

固定資産除却費

た な 卸 資 産

減 耗 費

そ の 他

営 業 費 用 材料売却原価

雑 支 出

営 業 外 費 用 △ 4,709

支 払 利 息 △ 11,709

企 業 債 利 息

一 時 借 入 金 利 息

工 事 請 負 費
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消費税 及 び

地方消 費 税 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

雑 支 出

不用品売却原価

その他雑支出

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

特 別 損 失

固 定 資 産

売 却 損 固定資産売却損

過年度 損 益

修 正 損 過 年 度 損 益

修 正 損

予 備 費

予 備 費

予 備 費
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

資 本 的 収 入 △ 46,450

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

企 業 債

企 業 債

企 業 債

出 資 金 △ 20,367

出 資 金

出 資 金 △ 20,367

負 担 金 △ 26,083

△ 26,083負 担 金

消 防 施 設 負 担 金

工 事 負 担 金

補 償 金

補 助 金

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金

売 却 代 金 固 定 資 産

固 定 資 産

他会計貸付金

返 還 金

返 還 金 他会計貸付金

固 定 資 産

売 却 代 金

売 却 代 金

他会計貸付金

返 還 金
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区 分

本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額

設 計 費

工 事 請 負 費

設 備 改 良 費 設 計 費

取 水 浄 水

工 事 請 負 費

設 計 費

配 水 設 備

工 事 請 負 費

購 入 費

車 両 運 搬 具

営 業 設 備 費 △ 9,558

備 品 購 入 費

工具器具及び

量水器購入費

公 有 財 産

購 入 費 土 地 購 入 費

負 担 金

負 担 金

△ 13,989

△ 13,989

元 金

国 庫 補 助 金

償 還 金

償 還 金 国 庫 補 助 金

他会計貸付金

他会計貸付金

支 出 （単位：千円）

款 ・ 項 目 比 較
節

金 額

１ 資本的支出 △ 74,016

建設改良費 △ 60,027

償 還 金

配 水 設 備 △ 64,900

拡 張 費

企業債償還金

国 庫

補 助 金

償 還 金

改 良 費

企 業 債

他 会 計

貸 付 金
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